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平成 27 年度国民経済計算年次推計の概要について※

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部 1　　　

１．支出側系列の動向　柿澤佑一朗、高山　直樹

２．分配系列の動向　　　　　　　　前田　知温

　３．生産系列の動向　　　　　　　　鈴木　大地

４．資本勘定の動向　　室屋　孟門、平山　智基

５．ストック編の動向　　　　　　　山岸　圭輔

※ 本稿作成に当たっては、内閣府経済社会総合研究所の長谷川秀司国民経済計算部長、多田洋介企画調査課長をはじめとする国民経済計

算部の職員から有益なコメントをいただいた。なお、本稿の内容は、筆者が属する組織の公式の見解を示すものではなく、内容に関し

ての全ての責任は筆者にある。
1 １．支出側系列の動向　柿澤佑一朗　国民支出課研究専門職、高山直樹　国民支出課課長補佐

 ２．分配系列の動向　前田知温　分配所得課

 ３．生産系列の動向　鈴木大地　国民生産課研究専門職

 ４．資本勘定の動向　室屋孟門　企画調査課研究専門職、平山智基　国民支出課研究専門職

 ５．ストック編の動向　山岸圭輔　企画調査課課長補佐
2 本稿にある平成 23 年基準改定による我が国国民経済計算における概念・定義の変更や推計手法の見直し等に関する体系的な解説とし

ては、『2008SNA に対応した我が国国民経済計算について（平成 23 年基準版）』（平成 28 年 11 月 30 日）を参照されたい。

 http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/2008sna/pdf/20161130_2008sna.pdf
 また、四半期別ＧＤＰ速報に関する主な変更点については『「平成 28 年 7-9 月期四半期別 GDP 速報（2 次速報値）」に係る利用上の注

意について』（平成 28 年 11 月 25 日）、年次推計に関する主な変更点については『「平成 27 年度国民経済計算年次推計（平成 23 年基準

改定値）」に係る利用上の注意について』（平成 28 年 11 月 30 日）を参照されたい。

 http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/reference1/siryou/2016/pdf/announce20161125.pdf
 http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/h27/sankou/pdf/tyui27.pdf

はじめに

昨年（平成 28 年）末に公表した平成 27 年度国民経済

計算年次推計では、平成 23 年基準改定 2 が行われた。「基

準改定」は、わが国の国民経済計算（以下「JSNA」と

いう）において概ね 5 年に一度行っている作業であり、

その主な目的は約 5 年に 1 度公表される、大規模かつ詳

細な構造統計である最新の『産業連関表』等を反映する

ことで、JSNA の推計に最新の経済構造を反映すること

にある。また、それに合わせて、通常の年次推計では反

映できない産業連関表以外の大規模統計の反映や、推計

手法の見直し・改善、定義概念の変更などを行っている。

最新の『平成 23 年産業連関表』を反映した、JSNA

の平成 23 年基準改定では、こうした通常の基準改定に

加え、約 16 年ぶりに改定された最新の国際基準である

2008 ＳＮＡへの対応を行った。これにより、GDP に計

上される範囲を始めとして、JSNA の見方や使い方は大

きく変化した。例えば、企業が行う R ＆ D 活動に対す

る支出が総固定資本形成に含まれたり、経済活動別分類

を国際標準産業分類に整合的な形で見直されたりと、よ

り経済の実態を表し、かつ国際比較性が高まり、統計と

しての有用性は著しく向上したと考えられる。一方で、

その変更が大規模かつ、推計内容の複雑さが増している

ことから、統計利用者に、今般の基準改定の内容を含め

た JSNA についての理解を深めてもらえるようなコミュ

ニケーションも重要となっている。

本稿では、こうした問題意識の下、2008SNA への対

応を含む平成 23 年基準改定を反映した平成 27 年度国民

経済計算年次推計についてその主要な結果を読者に分か

りやすく紹介することを目的とする。その構成は、第１

章では支出側系列の動向、第２章では分配系列の状況、

第３章では生産系列の動向、第４章では資本勘定及びそ

の最終的なバランス項目である純貸出（＋）/ 純借入（－）

等について、第５章ではストック編について紹介する。

１ 支出側系列の動向

（１）名目ＧＤＰの改定状況について

平成 27 年度国民経済計算年次推計の結果の最も分か

りやすい特徴は、2008 ＳＮＡへの対応を含む平成 23 年

基準改定を反映したことにより、名目ＧＤＰの水準が従

来と比べて全体的に上方改定されたことである。今回の

基準改定では 1994 年まで 20 年以上にわたって遡及推計

を行っているが、名目ＧＤＰの改定額について期間を区

切ってみると、1994 ～ 1999 年度の平均で 12.3 兆円、

2000 ～ 2009 年度の平均で 18.3 兆円、2010 年度以降の

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 161 号　2017 年］
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平均で 23.9 兆円の上方改定となっており、直近年度で

ある 2015 年度でみると 31.6 兆円の上方改定となってい

る。その要因は、「うち 2008 ＳＮＡへの対応」によるも

のが大きなウェイトを占めるが、とりわけ「研究・開発

（Ｒ＆Ｄ）の資本化」が大きな影響を及ぼしたことがわ

かる（図表１－１）。他方で、2008 ＳＮＡ対応以外の「う

ち その他」の要因も影響を及ぼしている。「その他」要

因としては、約 5 年ごとに公表される産業連関表等の大

規模な基礎統計の取込や建設部門における産出額の推計

手法の開発があげられるが、2015 年度については、改

定前の計数が四半期別ＧＤＰ速報（ＱＥ）による速報ベ

ースであり、改定後の計数には、同年度について年次推

計という形で詳細な基礎統計の反映を行ったことも改定

に寄与している。

ここで、需要項目別の改定状況を確認してみる（図表

１－２）と、まず特徴的な変化として、民間企業設備や

公的固定資本形成が上方改定となっている。これは、

2008 ＳＮＡ対応の一環である「Ｒ＆Ｄの資本化」や「防

衛装備品の資本化」の影響によるものである。このうち、

公的固定資本形成の上方改定幅（3 ～ 4 兆円）については、

一般政府を含む公的部門のＲ＆Ｄの資本化や防衛装備品

の資本化の影響で概ね説明ができる。一方、民間企業設

備については若干の補足が有用である。基準年に対応す

る 2011 年度を例に挙げると、Ｒ＆Ｄの資本化により民

間企業分（対家計民間非営利団体分を含む）のＲ＆Ｄ投

資額 13 兆円程度が上方改定要因となっている一方、実

際の改定幅は 6 兆円程度となっている。これは、『平成

23 年産業連関表』の取込みにより、建設部門や自動車

部門の総固定資本形成（産出・供給された建設サービス

や自動車が投資に回る分）等が下方改定されているとい

う減少要因があり、差し引きとしてこうした改定幅の姿

となっている。ただし、この減少要因は、後述するよう

に建設部門における産出額の推計手法見直しの影響もあ

り、直近年度ではより小さなものとなっている。このほ

か、民間住宅も上方改定となっているが、これは図表１

－１の「所有権移転費用の扱い精緻化」により住宅関連

の不動産仲介手数料を新たに計上したことによる。外需

（財貨・サービスの純輸出）についても、やはり 2008 Ｓ

ＮＡ対応の一環である「特許等サービスの扱いの変更」

の影響を財貨・サービスの輸出・輸入とも受けており、

多くの年度において、その効果は輸出の方が大きく、上

方改定される結果となっている。

他方で、民間最終消費支出については、2008 ＳＮＡ

への対応というより、その他の要因によって上方改定さ

れている。一つには、今回の基準改定で、住宅賃貸料（帰

属家賃を含む）の推計の基礎統計である『住宅・土地統

（兆円）

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

改定後ＧＤＰ（平成23年基準） 502.4 516.7 528.7 533.1 526.1 522.0 528.6 518.9 514.7 518.2 521.0

改定前ＧＤＰ（平成17年基準） 495.6 504.6 515.9 521.3 510.9 506.6 510.8 501.7 498.0 501.9 502.8

改定差 6.8 12.1 12.7 11.9 15.2 15.4 17.8 17.2 16.7 16.3 18.2

 うち　2008SNA対応 14.6 15.1 16.0 16.9 17.1 17.0 17.3 17.4 17.9 18.1 18.6

研究・開発（R&D）の資本化 13.0 13.5 14.2 14.9 15.2 15.1 15.3 15.4 15.6 15.7 16.0
市場生産者の総固定資本形成分 10.7 11.1 11.7 12.3 12.5 12.2 12.3 12.4 12.5 12.6 12.8
非市場生産者の固定資本減耗分 2.3 2.4 2.5 2.6 2.8 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.2

特許等サービスの扱い変更 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.1 0.1 0.0 0.1 0.2 0.2 0.4 0.5 0.7

防衛装備品の資本化 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

所有権移転費用の扱い精緻化 1.1 1.0 1.0 1.1 1.1 1.1 1.0 1.1 1.1 1.1 1.1

中央銀行の産出額の明確化 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

 うち　その他 ▲ 7.8 ▲ 3.0 ▲ 3.3 ▲ 5.0 ▲ 1.9 ▲ 1.6 0.5 ▲ 0.2 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 0.3

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

改定後ＧＤＰ（平成23年基準） 525.8 529.3 531.0 509.4 492.1 499.2 493.9 494.7 507.4 517.9 532.2

改定前ＧＤＰ（平成17年基準） 505.3 509.1 513.0 489.5 474.0 480.5 474.2 474.4 482.4 489.6 500.6

改定差 20.5 20.1 18.0 19.9 18.1 18.7 19.7 20.3 25.0 28.3 31.6

 うち　2008SNA対応 19.8 20.7 21.4 21.1 19.2 19.4 19.8 19.6 21.0 23.0 24.1

研究・開発（R&D）の資本化 16.9 17.7 18.3 18.1 16.4 16.4 16.6 16.6 17.3 18.5 19.2
市場生産者の総固定資本形成分 13.6 14.3 14.9 14.7 13.1 13.1 13.3 13.3 14.0 15.1 15.8
非市場生産者の固定資本減耗分 3.3 3.3 3.4 3.4 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.4 3.4

特許等サービスの扱い変更 0.9 1.1 1.3 1.2 1.1 1.3 1.5 1.4 2.1 2.8 3.1

防衛装備品の資本化 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

所有権移転費用の扱い精緻化 1.1 1.1 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9 0.8 0.8 1.0 0.9

中央銀行の産出額の明確化 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

 うち　その他 0.7 ▲ 0.6 ▲ 3.4 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 0.8 ▲ 0.1 0.6 4.0 5.3 7.5

図表１－１　基準改定の要因別にみた名目 GDP 水準の改定状況（年度）
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計』（総務省）の二回分の調査（平成 20（2008）年、25（2013）

年調査）を取り込んだ 3 ことにより、2000 年代半ば以降、

民間最終消費支出の水準が上方改定されたことがある。

また、2015 年度については、先述のとおり、速報値か

ら詳細な基礎統計を取り込んだ年次推計値に改定された

際、特に民間最終消費支出への影響が大きかったことが

ある。政府最終消費支出については、Ｒ＆Ｄの計上方法

の変更（研究開発投資分を控除する一方、これに係る固

定資本減耗を新たに計上）といった 2008 ＳＮＡ対応の

影響を受ける需要項目ではあるが、これによる改定は小

さく、むしろ公費負担医療給付 4 を民間最終消費支出で

はなく本項目に計上したことなど、主に通常の基準改定

要因により上方改定されている。民間在庫変動の改定幅

は全体的には大きなものではないが、2011 年度につい

3 前回の基準改定であり、2011 年度に実施した「平成 17 年基準改定」においては作業スケジュールとの兼ね合いにより。「住宅・土地統

計」の平成 20 年調査結果を取り込むことができなかった。
4 生活保護における医療扶助分等である公費負担医療給付について、17 年基準では「経常移転」の内訳項目である「現物社会移転以外の

社会給付」の「社会扶助給付」として計上していた（すなわち、家計が経常移転を受けて、家計が最終消費支出しているものとして計上）

ところ、23 年基準では「政府最終消費支出」の内訳項目である「現物社会移転」の「現物社会移転（市場産出の購入）」に計上するよ

う扱いを変更した。

ては、『平成 24 年経済センサス‐活動調査』を取り込ん

だことにより、流通品を中心に改定幅がやや大きくなっ

ている。一方、公的在庫変動は、防衛装備品のうち弾薬

類の計上が影響しているものの改定幅は限定的となって

いる。

以上のように今回の基準改定は、2015 年度でみた改

定額が 30 兆円を上回るなど、名目ＧＤＰ水準に上方改

定をもたらすものとなったが、これにより、従来ＧＤＰ

に含まれていなかったＲ＆Ｄが投資として計上されるな

ど、一国経済の動向が最新の国際基準に沿って更に包括

的に捕捉されるようになり、また、新たな推計手法の開

発の成果も反映されたことなどから、より経済の実態に

即したＧＤＰの姿になったと考えられる。

（実額、単位：兆円）

年度（平成） 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年

Fiscal Year 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
国内総生産（ＧＤＰ） 新 529.3 531.0 509.4 492.1 499.2 493.9 494.7 507.4 517.9 532.2

旧 509.1 513.0 489.5 474.0 480.5 474.2 474.4 482.4 489.6 500.6

差 20.1 18.0 19.9 18.1 18.7 19.7 20.3 25.0 28.3 31.6

民間最終消費支出 新 294.7 296.9 291.4 287.2 287.4 288.4 291.2 300.0 298.4 299.9

旧 293.4 294.7 288.1 284.2 284.5 286.4 288.4 295.7 293.2 292.0

差 1.4 2.2 3.3 3.0 3.0 2.0 2.8 4.3 5.2 7.9

民間住宅 新 19.9 17.4 17.5 13.5 13.9 14.3 14.9 16.6 15.5 15.9

旧 18.8 16.4 16.5 12.6 12.9 13.4 14.1 15.8 14.4 14.8

差 1.1 1.1 1.0 0.9 0.9 0.9 0.8 0.8 1.1 1.2

民間企業設備 新 84.5 83.9 78.8 67.4 68.2 70.4 71.8 77.4 80.3 81.2

旧 74.7 76.8 71.0 60.7 61.9 64.3 64.8 67.4 68.4 70.1

差 9.8 7.1 7.8 6.6 6.2 6.1 7.0 10.1 12.0 11.1

民間在庫変動 新 0.9 1.7 1.7 ▲ 4.7 1.0 1.4 0.7 ▲ 1.6 0.8 2.4

旧 0.5 1.7 1.3 ▲ 5.0 ▲ 0.3 ▲ 1.4 ▲ 1.1 ▲ 2.8 0.2 1.6

差 0.5 0.1 0.3 0.3 1.3 2.8 1.8 1.2 0.6 0.8

政府最終消費支出 新 94.5 95.9 95.3 96.6 98.2 99.7 100.4 101.8 104.3 106.0

旧 91.9 93.3 92.9 94.2 95.5 96.6 97.5 98.8 101.0 102.3

差 2.6 2.6 2.4 2.3 2.6 3.1 2.9 3.0 3.3 3.8

公的固定資本形成 新 26.4 25.7 25.1 26.6 24.7 24.2 24.4 26.9 27.1 26.7

旧 22.8 22.1 21.2 22.8 21.3 20.8 21.0 23.6 23.7 23.0

差 3.7 3.6 3.9 3.7 3.3 3.4 3.4 3.3 3.4 3.7

公的在庫変動 新 ▲ 0.0 0.1 ▲ 0.0 0.0 ▲ 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0

旧 ▲ 0.0 0.1 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.1 0.1 ▲ 0.0 0.0 0.1 0.0

差 ▲ 0.0 0.0 ▲ 0.1 0.1 0.0 ▲ 0.0 0.1 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0

財貨・サービスの輸出 新 85.8 94.4 80.4 66.2 75.9 73.1 72.5 82.8 92.3 91.7

旧 84.1 92.4 78.6 64.6 74.1 71.2 70.6 80.0 88.4 87.4

差 1.7 1.9 1.8 1.6 1.8 1.9 1.9 2.8 3.9 4.3

財貨・サービスの輸入 新 77.5 85.0 80.8 60.7 70.0 77.7 81.3 96.6 100.9 91.6

（控除） 旧 76.9 84.4 80.2 60.2 69.5 77.3 80.8 95.9 99.8 90.5

差 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.4 0.5 0.7 1.2 1.1

 ※： 各項目の上段（新）は平成23年基準、中段（旧）は平成17年基準の計数を示す。

図表１－２　需要項目別にみた名目ＧＤＰ水準の改定状況（年度）
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（２）実質ＧＤＰ成長率の改定状況について

前述のように、名目ＧＤＰの水準は平成 23 年基準改

定によって全体的に上方改定されたが、実質ＧＤＰ成長

率の改定状況はどのようなものであっただろうか。今回

の基準改定による 1995 ～ 2015 年度の実質ＧＤＰ成長率

の改定は、年度によって上方改定、下方改定がまちまち

となったが、この期間の平均成長率でみると平成 17 年

基準での 0.8％に対し平成 23 年基準では 0.9％と 0.1％ポ

イントの改定にとどまった（図表１－３）。改定幅の絶

対値について平均をとってみても、0.3％ポイント程度

となり、過去 2 回の基準改定時と比べてほぼ同程度の改

定幅となっている。ただし、直近 3 年間については、上

記の平均よりやや大きい 0.5 ～ 0.6％ポイント程度成長

率がそれぞれ上方改定されている。

この直近 3 年間の需要項目ごとの寄与度の差をとるこ

とで、改定の要因をみたのが図表１－４である。まず、

2013 年度は平成 17 年基準での前年比 2.0％が平成 23 年

基準で同 2.6％に改定にされているが、これは建設部門

における産出額の推計手法改善による民間企業設備の改

定が大きく寄与している。具体的には、平成 17 年基準

までは、建設部門の産出額について、基準年は『産業連

関表』の計数を基にしつつ、延長年や中間年については、

建設活動に要したインプット（建設資材や人件費）の動

きを用いて推計していたのに対し、平成 23 年基準では、

より推計精度を高める観点から工事出来高というアウト

プットの動きを示す基礎統計を用いる方式を開発した。

2013 年度については、アウトプットベースの推計を行

ったことにより、東日本大震災からの復興需要等の建設

投資の拡大がより的確に捕捉されるようになったと言え

る。次に、2014 年度については、平成 17 年基準での前

年比▲ 0.9％が平成 23 年基準で同▲ 0.4％に改定されて

いるが、これはＲ＆Ｄ資本化の反映等による民間企業設

備の改定によるところが大きい。Ｒ＆Ｄ資本化はＧＤＰ

に対しては専ら水準に与える影響が大きいが、同年度に

ついては、基礎統計である『科学技術研究統計』（総務省）

でも研究費の支出が特に伸びており、こうした状況が今

回改定で反映されたと言える。最後に、2015 年度は平

成 17 年基準での前年比 0.9％が平成 23 年基準で同 1.3％

に改定されているが、これは前述のとおり、ＱＥから年

次推計にかけた詳細な基礎統計の反映による民間最終消

図表１－３　実質 GDP 成長率の改定状況

図表１－５　Ｒ＆Ｄ（総固定資本形成の「知的財産生産物」）
（17 年基準のコンピュータ・ソフトウェアとの対比）

図表１－４　実質 GDP 需要項目別寄与度差
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費支出（家計最終消費支出）の改定が主な要因となって

いる。

なお、先に述べたように大きな影響を与えたＲ＆Ｄの

資本化については、総固定資本形成を形態別に分けた際

の内訳である「知的財産生産物」5の動きでも確認するこ

とができる。図表１－５は、実質ＧＤＰに対する前年度

比寄与度を平成 17 年基準において対応する系列である

「コンピュータ・ソフトウェア」と比較したものだが、

2013年度以降は、Ｒ＆Ｄの資本化を含む「知的財産生産

物」が「コンピュータ・ソフトウェア」の動きとかい離

して、3年連続で実質ＧＤＰを 0.2％ポイント程度押し上

げている。Ｒ＆Ｄの資本化の反映が名目ＧＤＰの水準の

改定に大きく影響したことは前述の通りであるが、実質

ＧＤＰ成長率の改定においても一定のインパクトがあっ

たことを示している。

（３）2015 年度の実質 GDP 及びその需要項目の動向に

ついて

ここでは、平成 27 年度国民経済計算年次推計からみ

た直近の経済動向について概観する。2015 年度は、名

目 GDP が前年比 2.8％増、実質 GDP が同 1.3％増、GDP

デフレーターが同 1.4％上昇と、18 年ぶりに揃って前年

5 「知的財産生産物」は、コンピュータ・ソフトウェア、研究・開発（Ｒ＆Ｄ）、鉱物探査・評価を計上したものである。少額ではあるが、

平成 23 年基準では鉱物探査・評価を含んでいること、コンピュータ・ソフトウェアについても平成 17 年基準から平成 23 年基準にか

けて基礎統計の反映により一定の改定が生じていることには留意が必要であるが、新旧基準の差を見ることにより、概ねＲ＆Ｄ資本化

のインパクトを確認することができる。
6 平成 28 年度年次経済財政報告では、日本銀行の金融緩和を受けて住宅ローン金利が低水準で推移したことや省エネ住宅ポイント等の

各種住宅支援策の効果が発現したこともプラス要因になったと分析している。

比プラスとなった。しかし、緩やかな景気回復が続く中

でも、内需では消費や設備投資は力強さを欠いており、

外需も横ばい圏内の動きとなっている。

2015 年度の実質 GDP 成長率は前年比 1.3％と、2014

年度のマイナス成長からプラスに転じた。需要項目別に

みると、消費税率の引上げによる駆込み需要の反動から

2014 年度に前年比マイナスとなっていた民間最終消費

支出（前年比 0.5％増）と民間住宅 6（同 2.7％増）がプラ

スとなった。また、民間企業設備（同 0.6％増）、民間在

庫変動（前年比寄与度 0.4％ポイント増）も増加に寄与

した結果、民間需要は前年比 1.1％増で、GDP に対して

0.8％ポイント増加に寄与した。公的需要をみると、公

的固定資本形成は補正予算による公共事業等で 2013 年

度に大きく増加した後は、2014 年度、2015 年度と前年

比 2％程度の減少が続いた（2015 年度は同 2.0％減）一方、

政府最終消費支出は高齢化の進展等を背景とした社会保

障関係費の増加等により前年比 2.0％増となっており、

公的需要全体では前年比 1.2％増、前年比寄与度 0.3％ポ

イント増となった。外需（財貨・サービスの純輸出）を

みると、財貨・サービスの輸出が前年比 0.8％増、財貨・

サービスの輸入が前年比 0.2％減（GDP 成長率にはプラ

スに寄与）となり、前年比寄与度は 0.2％ポイント増と

図表１－６　実質 GDP 成長率　需要項目別前年度比、寄与度

（平成23暦年連鎖価格、単位：％）

（年度）

前年度比
寄与度

（対GDP）
前年度比

寄与度

（対GDP）
前年度比

寄与度

（対GDP）

国内総生産（ＧＤＰ） 2.6 *** ▲ 0.4 *** 1.3 ***

国内需要 3.1 3.2 ▲ 1.0 ▲ 1.1 1.1 1.1

民間需要 3.1 2.4 ▲ 1.4 ▲ 1.0 1.1 0.8

民間最終消費支出 2.7 1.6 ▲ 2.7 ▲ 1.6 0.5 0.3

家計最終消費支出 2.7 1.6 ▲ 2.6 ▲ 1.5 0.3 0.2

除く持ち家の帰属家賃 3.0 1.4 ▲ 3.4 ▲ 1.6 0.1 0.1

民間住宅 8.3 0.3 ▲ 9.9 ▲ 0.3 2.7 0.1

民間企業設備 7.0 1.0 2.5 0.4 0.6 0.1

民間在庫変動 *** ▲ 0.5 *** 0.5 *** 0.4

公的需要 3.1 0.8 ▲ 0.1 ▲ 0.0 1.2 0.3

政府最終消費支出 1.7 0.4 0.4 0.1 2.0 0.4

公的固定資本形成 8.6 0.4 ▲ 2.1 ▲ 0.1 ▲ 2.0 ▲ 0.1

公的在庫変動 *** 0.0 *** 0.0 *** ▲ 0.0

（再掲）総固定資本形成 7.5 1.7 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.3 0.1

財貨・サービスの純輸出 *** ▲ 0.5 *** 0.6 *** 0.2

財貨・サービスの輸出 4.4 0.7 8.7 1.4 0.8 0.1

財貨・サービスの輸入（控除） 7.1 ▲ 1.2 4.1 ▲ 0.8 ▲ 0.2 0.0

201520142013
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なった（図表１－６）。

このほか 2015 年度の経済動向で興味深い点の一つは、

訪日外国人が日本国内で行った消費、いわゆるインバウ

ンド消費の動向である。2015 年の訪日外国人数は、燃

油サーチャージの値下げや為替の円安方向への推移によ

る割安感の定着等 7 を背景に、前年比 47.1％増の 1,973 

万 7 千人と、当時の政府目標であった 2,000 万人の達成

に迫るほど急増した。これに伴い、2015 年度のインバ

ウンド消費は、実質 GDP 成長率に対して前年比 0.2％ポ

イント増加に寄与している。なお、インバウンド消費は、

GDP 統計においては民間最終消費支出ではなく、「非居

住者家計の国内での直接購入」として財貨・サービスの

輸出に計上される。

（４）GNI（国民総所得）の動向について

ここで、GDP に近接する概念であり、国民経済を所

得面で捉える指標である GNI（国民総所得）についても

触れておく。まず、名目で見た場合、GNI は GDP に「海

外からの所得の純受取（受取－支払）」を加えた概念で

あるが、2015 年度の名目 GNI は、GDP と同じく前年比

2.8％増となった（図表１－７の（名目））。これは海外

からの所得の受取と支払がともに前年比増となったもの

の（前者が前年比 5.2％、後者が同 9.8％）、前者から後

者を控除した「海外からの所得の純受取」の前年比寄与

7 日本政府観光局（JNTO）の報道発表資料（平成 28 年 1 月 19 日）では、訪日外国人増加の主な要因として、クルーズ船の寄港増加、航

空路線の拡大、燃油サーチャージの値下がりによる航空運賃の低下、これまでの継続的な訪日旅行プロモーションによる訪日旅行需要

の拡大、円安による割安感の定着、ビザの大幅緩和、消費税免税制度の拡充等が挙げられている。
8 海外との貿易に係る交易条件の変化に伴う実質所得（購買力）の変化のこと。詳細は国民経済計算の「用語解説」を参照されたい。

http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/h27/sankou/pdf/term.pdf
9 例えば、米国でも“Final sales of domestic product”として公表されている。
10 ＩＭＦの四半期別国民経済計算マニュアルでも、在庫変動はＧＤＰの小さな構成項目であるが、大きなプラスから大きなマイナスに大

きく振れることがあり得、しばしば四半期別成長の主要因の 1 つとなる、などと記述されている。

度は 0.1％ポイントにとどまったことによる。

一方、実質でみた GNI は GDP に「海外からの所得の

純受取」とともに海外との交易条件（輸出価格の輸入価

格に対する比）の変化に伴う購買力の変化を表す交易利

得・損失 8 を加えたものである。この実質 GNI は、前年

比 2.7％増と、実質 GDP の前年比（1.3％増）を上回る

結果となった（図表１－７の（実質））。これは、「海外

からの所得の純受取」の前年比寄与度が名目値と同様

0.1％ポイントにとどまったのに対して、2014 年後半か

らの原油等エネルギー価格の下落を背景に、交易条件の

改善が進んだことで、交易利得が実質 GNI に対して前

年比 1.3％ポイント増加に寄与したことによるものであ

る。

（５）最終需要の動向について

平成 27 年度国民経済計算年次推計（支出系列等）及

び平成 28 年 7-9 月期 2 次速報の公表時より、参考系列

として「最終需要」が新たに表章され、毎回の速報公表

資料でも利用可能となった。これは、GDPから民間在庫

変動及び公的在庫変動を控除したもので、在庫変動以外

の需要項目の合計、すなわち最終消費支出と総固定資本

形成、財貨・サービスの純輸出の合計である 9。

「在庫変動」については、特に四半期ベースでは GDP

成長率を大きく振れさせることがあり得 10、そうした場

図表１－７　名目・実質 GNI 前年度比寄与度
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合に GDPから在庫変動による要因を取り除いた系列で

ある「最終需要」でも経済動向を捉えることに一定のニ

ーズがあると考えられる 11。

図表１－８は実質の最終需要と GDP の成長率の推移

を示している。両者は、基本的に動きは一致しているも

のの、消費税率引上げによる影響が在庫投資によって平

準化されたとみられる時期などを除けば最終需要の方が

やや振れ幅の小さい傾向にある。あくまで参考系列であ

るものの、その性質を理解した上で参照すれば、経済局

面のより明快な理解に資することが期待される。

２ 分配系列の動向

（１）はじめに

本章では、生産活動と当該生産活動により生み出され

た所得の配分、及び配分された所得により行われる消費

支出を示す「所得支出勘定」について概観する。特に、

同勘定に表章されている家計の貯蓄（貯蓄率）について、

17 年基準（前回基準）と 23 年基準（今回基準）とを比

較し、その改定要因を分析する。所得支出勘定の基本的

な流れを追いながら、家計の貯蓄に大きく寄与する概念

上の変更点を触れるとともに、主要な数値がどのように

変化したのかについて述べていきたい 12。

「（２）所得支出勘定とは」では、所得支出勘定の流れ

11 例えば、平成 27 年 11 月の「月例経済報告等に関する関係閣僚会議」では、資料の中にＧＤＰと最終需要の両方を掲載して、説明に使

用した。

 http://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2015/11kaigi.pdf
12 本章では、家計の貯蓄を求めるために必要な項目について触れるが、所得支出勘定の各項目の詳細については、「2008SNA に対応した

我が国国民経済計算について（平成 23 年基準版）」を参照されたい。（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/2008sna/2008sna.html）
13 家計、一般政府、対家計非営利団体の場合は「現物所得の再分配勘定」という勘定があり、そこで「調整可処分所得」という項目が表

章されるので、少し事情が異なる。ただし、他の制度部門と同様に可処分所得からのアプローチでも貯蓄を求めることはできる。

を説明し、その最終バランス項目である貯蓄がどのよう

にして導き出されるか、また、貯蓄の中で特に注目され

る家計の貯蓄に関して今回の基準改定でどのような変更

点があるかに触れることとしたい。「（３）主要計数の紹

介と分析」では、分配系列において特に主要な計数であ

る雇用者報酬・可処分所得・貯蓄の動向について述べる。

（２）所得支出勘定とは

所得支出勘定は、SNA 体系における生産活動と消費

活動とを結ぶもので、生産の成果（付加価値）がどのよ

うに配分されたか（第 1 次所得の配分勘定、所得の第 2

次分配勘定等）及びそのようにして配分された所得がど

のように消費支出に利用されたのか（所得の使用勘定）

を示す勘定体系である。所得支出勘定では、金融機関、

非金融法人企業、一般政府、家計（個人企業を含む）、

対家計民間非営利団体の 5 つの制度部門ごとにどれだけ

の額を支払いどれだけの額を受け取ったかが勘定形式で

記録されており、生産活動の結果発生した所得がどのよ

うに分配され、どれだけが消費支出され、残りが貯蓄に

回るのかを示す役目を果たす。制度部門ごとに勘定は複

数あるが、各勘定が相互に関連しており、「所得の発生

勘定」に始まり、「第 1 次所得の配分勘定」、「所得の第

2 次分配勘定」と続き、最終的に「所得の使用勘定」で

各制度部門の貯蓄につながる 13。また、所得支出勘定は

図表１－８　実質の最終需要と GDP の成長率
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受取と支払の総額は同額となる。そのため、受取と支払

が同額になるように調整するためのバランス項目（受取

の総額から支払の項目の総額を引いたもの）が各勘定に

存在する。所得の発生勘定は「営業余剰・混合所得」、

第 1 次所得の配分勘定では「第 1 次所得バランス」、所

得の第 2 次分配勘定では「可処分所得」、所得の使用勘

定では「貯蓄」となる。このバランス項目が次の勘定で

受取、つまりもともと所有していた金額として計上され

る。たとえば、第 2 次所得の分配勘定では受取項目に「第

1 次所得バランス」が、所得の使用勘定では受取項目に

「可処分所得」が計上され、このバランス項目の増減は

次の勘定に影響する。なお、それぞれのバランス項目は

固定資本減耗を控除する前の「総」ベースと、これを控

除した後の「純」ベースがあるが、ここでは一般的に用

いられることが多い「純」ベースの計数を用いる。

制度部門は 5 つあり各制度部門で発生する項目は異な

るが、以下では主に家計 14 に着目し、その貯蓄の動向を

概観する。

（所得の発生勘定）

所得の発生勘定は、生み出された付加価値が労働（雇

用者報酬）、企業（又は資本）（営業余剰・混合所得）、

および政府（生産・輸入品に課される税（マイナス）補

助金）に分配される流れを示した勘定表である。JSNA

では一国全体の所得の発生勘定を推計、表章している。

所得の発生勘定のバランス項目は営業余剰・混合所得で

ある。

（第 1 次所得の配分勘定）　

第 1 次所得の配分勘定は、所得の発生勘定で現れる「雇

用者報酬」、「営業余剰・混合所得」に加えて、財産所得

の受払いを加えて推計、表章したもので、各制度部門に

ついて勘定が作成される。当該勘定のバランス項目は「第

1 次所得バランス」である。家計については、雇用者報

酬の受取（雇用者報酬は家計の勘定にのみ現れる）、営

業余剰・混合所得の受取（持ち家産業を含む個人企業分）、

財産所得の支払及び受取、バランス項目としての第 1 次

所得バランスが記録される。

「雇用者報酬」は「賃金・俸給」に、厚生年金等の社

会保険料や企業年金への掛金等のうち事業主（雇主）の

負担分である「雇主の社会負担」を加えたものである。

雇用主が、雇用者のために負担している社会保険料等の

事業主負担分を雇用者報酬に加算するのは、当該負担分

14 所得支出勘定の「５．家計（個人企業を含む）」と同一

も雇用者である家計に一度支払って、雇用者が当該社会

負担を政府等に支払っているものと擬制計算するためで

ある（これを「迂回処理」と言う）。次に「営業余剰・

混合所得」は、家計の場合、住宅賃貸業（持ち家）以外

の個人企業の「混合所得」と住宅賃貸業（持ち家）の「営

業余剰」で構成される。所得の発生勘定で見たように、

生み出された付加価値は、企業（営業余剰）、家計（雇

用者報酬）及び政府に分配されるが、住宅賃貸業（持ち

家）以外の個人企業の場合、生み出された付加価値を企

業分（営業余剰）と雇用者分（雇用者報酬）に分けよう

としても、両者が一体となっており分割することができ

ないことから、「混合所得」として一括に計上している。

一方、家計が所有している持ち家は実際には賃料などは

払われないものであるが、SNA 上では自分の所有して

いる持ち家から、住宅サービスが生み出されており、当

該サービスに対する賃料を自ら払ったものと記録してい

る（当該産業を本稿では「住宅賃貸業（持ち家）」と呼

んでいる）。つまり、当該「住宅賃貸業（持ち家）」は住

宅サービスを産出しており、中間投入を控除した分の付

加価値が発生する。「住宅賃貸業（持ち家）」については

雇用者報酬が概念上存在しないという整理で、「混合所

得」ではなく「営業余剰（持ち家）」として、所得の発

生勘定のバランス項目が算出される。

最後に、「財産所得」は金融資産や土地などを運用し

たことにより生じる所得のことである。具体的には利子

や配当、賃貸料などがこの項目にあたる。「財産所得」

については、自らの運用による利子収入などに加え、銀

行等からの借入れに対する利子の支払いなどがあるため、

支払にも計上される。

これらの 3 つの項目から、家計においては「第 1 次所

得バランス」は以下の式であらわされる。

第 1 次所得バランス＝ 雇用者報酬＋営業余剰・混合所得 

＋財産所得（受取） 
－財産所得（支払）・・・(1)

つまり、「第 1 次所得バランス」は、雇用に関する受

取（雇用されている場合は「雇用者報酬」、個人企業の

場合は「混合所得」の一部）に、所有している財産から

得られる純受取（「財産所得」の受取マイナス支払）、個

人企業としての企業の得る利益（「混合所得」の一部及

び「営業余剰（持ち家）」）を加えたものとなる。

また、上記の式の結果より導きだされた「第 1 次所得
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バランス」は、「所得の第 2 次分配勘定」にて受取項目

の一つとして存在し、「可処分所得」に影響する。

今回の基準改定では、「雇用者報酬」に関してその定義・

範囲や推計手法及び水準に変更があったが、当該点につ

いては「（３）主要計数の紹介と分析」において解説する。

（所得の第 2 次分配勘定）

所得の第 2 次分配勘定は、第 1 次所得の配分勘定のバ

ランス項目である「第 1 次所得バランス」から始まり、

これに、「所得・富等に課される経常税」、「純社会負担」、

「現物社会移転以外の社会給付」などの経常移転のやり

取りを計上するもので、バランス項目は「可処分所得」

である。家計については、「第 1 次所得バランス」から

始まり、「所得・富等に課される経常税」の支払、「純社

会負担」の支払、「その他の経常移転」の支払及び受取、「現

物社会移転以外の社会給付」の受取が加除され、可処分

所得が導かれる。

「所得・富等に課される経常税」とは、所得や利潤を

得た時に、一般政府に対して支払が課される経常的な移

転取引のことである。相続税や贈与税など経常的に支払

いが行われないものは含まれない。税であるため、家計

などが支払い、一般政府が受け取ることとなり、具体的

には所得税や住民税などが該当する 15。

次に、「純社会負担」とは 17 年基準における「社会負

担」に対応する項目であり、2008SNA で年金受給権の

記録に関する勧告が変更・明確化されたことに伴い、構

成項目も図表２－ 1 の通り変更となっている。「純社会

負担」とは老齢や疾病等の事由が生じた際に社会保険制

度から給付を受け取るよう、社会保険制度に対し家計が

行う支払のことを指す。ここで「純社会負担」の構成項

目を見てみると、「雇主の現実社会負担」と「雇主の帰

属社会負担」という第 1 次所得の配分勘定の「雇用者報

酬」の構成項目と同じ項目がある。「雇用者報酬」は受取、

「純社会負担」は支払であるため、第 1 次所得の配分勘

定で「雇用者報酬」の一部として受け取り、所得の第 2

次分配勘定で「純社会負担」の一部として支払うことに

なり、結果としてキャンセルアウトされる。そのため、

バランス項目である可処分所得にはこれらの構成項目は

反映されなくなる。同様に、詳細は省略するが、「財産

所得」の受取にある「年金受給権に係る投資所得」と「純

社会負担」の構成項目の「家計の追加社会負担」は、年

15 17 年基準では「生産・輸入品に課される税」に分類されていた事業税も今回の基準改定から、「所得・富等に課される経常税」に含ま

れる。
16 こういった巨大災害は「経常移転」ではなく、「資本移転」として記録される。
17 個人間の仕送り（居住者と非居住者間の労働者送金を含む）、贈与、寄付（義援金等）の移転が含まれる。

金受給権の運用による増加分を追加的に社会保険制度に

支払ったとものと迂回処理しているものであり可処分所

得には反映されない。

「現物社会移転以外の社会給付」は、ある特定の事象

や状況から生じる様々なニーズに備えるために家計に支

払われる経常移転のうち、現物社会移転以外のものを指

す。現物社会移転とは、無料か経済的に意味のない価格

のいずれかによって、政府および対家計民間非営利団体

から家計に提供される財・サービスであり、非市場産出

分と、市場産出の購入分に分かれる。前者は政府や非営

利が自ら生産しているサービスを無料または経済的に意

味のない価格で受け取るものであり、具体的には国公立

や私立の学校教育など、後者は、医療サービスや介護サ

ービスの公費負担分などが例として挙げられる。「現物

社会移転以外の社会給付」はこれらの現物以外の社会給

付であることから、現金による支払が主なものとなり、

「現金による社会保障給付」、「その他の社会保険年金給

付」、「その他の社会保険非年金給付」、「社会扶助給付」

から成り立つ。その中でも政府による公的年金や児童手

当などである「現金による社会保障給付」が最も占める

割合が大きい。「その他の社会保険年金給付」には、企

業年金による給付や（後述する）発生主義で記録する退

職一時金の支給額が、「その他の社会保険非年金給付」

には発生主義で記録される以外の退職一時金の支給額等

が記録される。「社会扶助給付」は生活保護費や恩給等

が記録される。なお、同項目には、平成 17 年基準では

公費負担医療給付（生活保護法等に基づく政府による医

療費負担分）が計上されていたが、平成 23 年基準では

現物社会移転に記録されていることに注意されたい。

「その他の経常移転」は今まで紹介した「所得・富等

に課される経常税」、「純社会負担」、「現物社会移転以外

の社会給付」以外の経常移転のことを指し、内訳項目は

家計の場合、「非生命純保険料」「非生命保険金」「他に

分類されない経常移転」に分けられる。まず「非生命純

保険料」は家計が支払う損保や定型保証などの生命保険

以外の保険料等のことであり、「非生命保険金」は保険

会社や定型保証会社から家計が受け取る保険金等のこと

である。ただし、「非生命保険金」には、巨大災害が発

生した際の保険金の支払いは含まれず、例えば東日本大

震災の保険金は含まれていない 16。「他に分類されない経

常移転」は、罰金や社会給付以外のその他の移転 17 など



－ 10 －

「季刊国民経済計算」第 161 号

が含まれている。

これらの各項目を差し引きし、家計の可処分所得は以

18  企業会計では配当の支払は、損益計算書ではなく、貸借対照表における「利益剰余金」として計上される。
19 この他に、SNA では在庫品評価調整を行っている点も異なる。
20 2008SNA マニュアルにおいても、第 1 次所得の配分勘定を「企業所得勘定」と「その他の第 1 次所得の配分勘定」に分け、「企業所得

勘定」において同じ考え方の「企業所得」がバランス項目として定義されている。マニュアルによると、この「企業所得」は企業会計

において理解されている損益の概念に近い所得概念とされている。

下の式で表される。

　　家計の可処分所得＝ 第 1 次所得バランス＋現物社会移転以外の社会給付＋その他の経常移転（受取） 
－所得・富に課される経常税－純社会負担－その他の経常移転（支払）・・・(2)

コラム１　主要系列表２「国民所得・国民可処分所得の分配」の参考系列について

本節では、主に家計部門について記述しているが、このコラムでは、主要系列表 2「国民所得・国民可処分所

得の分配」（以後、主要系列表 2 と記載する）における変更点として参考系列の「法人企業所得」を紹介する。

主要系列表 2 は、生産活動によって発生した付加価値（純）を生産要素別と制度部門別とを折衷した分類項目

で示すものであり、制度部門別所得支出勘定の各制度部門の該当項目から組み替えて作成している。

主要系列表 2 は、所得支出勘定でいうところの「第 1 次所得の配分勘定」と「所得の第 2 次分配勘定」の項目

をまとめたものであり、「雇用者報酬」、「財産所得」、「企業所得」に集約され、これら 3 つの合計値は要素費用

表示の国民所得として示される。次に、「生産・輸入品に課される税」、「補助金（控除）」を加えることによって

市場価格ベースの国民所得となる。さらに、制度部門別に経常移転の純受取額が加わり、可処分所得（純）が導

き出される。これらを合算したものが「国民可処分所得」となる。

今回の基準改定ではこれらの記載項目や流れにおいて基本的に変更はないものの、参考系列として、企業会計

ベースの経常利益により近い概念の項目を設けることとした。具体的には、主要系列表 2 の「企業所得」のうち、

法人企業部分、すなわち制度部門別には家計部門に含まれる個人企業を含まない部分は、所得支出勘定の企業部

門の第 1 次所得バランスと等しく、企業会計上の経常利益 18 とは配当支払後である等の違いがある 19。そこで、参

考系列として、法人企業の企業所得のうち、配当等を支払う前の概念である「法人企業所得」を新たに推計、表

章している。具体的には、法人企業部分の「企業所得（企業部門の第 1 次所得バランス）」に、法人企業の分配

所得（配当等）の支払及び海外直接投資に関する再投資収益の支払を足し戻したものである 20。さらに「民間法

図表２－１　基準改定による社会負担の変更点

平成23年基準（2008SNA) 平成17年基準（1993SNA）

純社会負担 社会負担

現実社会負担

雇主の現実社会負担

雇主の強制的現実社会負担

雇主の自発的現実社会負担

雇用者の社会負担

雇用者の強制的社会負担

雇用者の自発的社会負担

帰属社会負担

（控除）年金制度の手数料

(1) 発生主義ベースで記録する（会計基準対象の）退職一時金の支給額

(2) 雇主の帰属年金負担は新概念（確定給付型企業年金等について、現在勤務費用＋年金制度の手数料

                                                   －雇主の現実年金負担）

(3) 発生主義ベースで記録しない（会計基準非対象の）退職一時金等の支給額（雇主の帰属非年金負担に相当）

(4) 家計による実際の保険料・掛金支払

(5) 財産所得（年金受給権に係る投資所得）の迂回処理分

(6) 新設（企業年金の運営費用に相当）

雇主の現実社会負担

雇主の帰属社会負担

家計の現実社会負担

家計の追加社会負担

(1)
(2) (3)

(4)

(5)
(6)
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人企業所得」も民間法人企業の企業所得を出発点として、同一の項目を足し戻したものである 21。

以下の図表２－２（１）は、「企業所得」（第 1 次所得バランス）のうち法人企業部分と今回新たに参考系列と

して表章した「法人企業所得」の推移（左目盛）、及び非金融法人及び金融機関の「支払配当」（右目盛り）を比

較したものである。これを見ると、2000 年以前は「支払配当」が 5 兆円近辺で安定的に推移しており、「企業所

得（法人部分）」と「法人企業所得」は概ね平行的に推移しているが、2000 年代中ごろを境に、世界金融危機に

起因する景気後退期を除き、「支払配当」増加するとともに、「法人企業所得」の増加傾向がより顕著に表れてい

ることが分かる。

このうち、「支払配当」の伸び率を見てみると（図表２－２（２））、2010 年度、2012 年度や 2014 年度のように、

「企業所得（法人部分）」と「法人企業所得」の伸び率に差がある年については、「配当支払」が大きく伸びたり（2012、

2014 年度）、逆に「配当支払」が大きく落ち込んでいる（2010 年度）ことが分かる。

21 17 年基準では「民間法人企業所得に係る所得・富税」という項目を掲載していたが、今回の基準改定では上記の掲載内容の変更に伴い

主要系列表 2 からは削除されている。同項目は付表 20「民間・公的企業の所得支出勘定」における「民間法人企業」の「所得の第 2 次

分配勘定」の「所得・富に課される経常税」に掲載している。

図表２－２（１）　「企業所得」と「法人企業所得」の推移

図表２－２（２）　2010 年以降の「企業所得」と「法人企業所得」の伸び率比較

(a)「企業所得」と「法人企業所得」  (b)「支払配当」
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（３）主要計数の紹介と分析

①雇用者報酬

（賃金・俸給）

平成 23 年基準での「雇用者報酬」の水準は、平成 17

年基準に比べ、概ね上方改定となった。これは、雇用者

報酬の 8 割程度を占める「賃金・俸給」の中でも多くを

占める現金給与が上方改定になったためである。現金給

与は単純化すれば「一人当たりの賃金」と「雇用者数」

の積と考えることができるが、今回の改定の要因の一つ

は、このうち雇用者数の推計の基礎となる「国勢調査」

について、最新の平成 22 年国勢調査を反映したことに

より、平成 18 年以降 22 の雇用者数が大きく上方改定し

たことがあげられる。これに加えて、現金給与のうち役

員報酬分の定義・概念の変更や推計手法の見直しも「賃

金・俸給」の上方改定の要因となっている。具体的には、

役員賞与の取り扱いの変更である。役員賞与は、平成

17 年基準までは「財産所得」の配当として扱われてい

たが、平成 17 年に施行された改正会社法により、役員

賞与は役員給与と同様に費用処理されることとなったた

め、今回の平成 23 年基準改定を機に、JSNA でも「雇

用者報酬」に算入することになった 23。また、役員賞与

も含む役員報酬の推計手法についても、今回の基準改定

においてより的確にその動向を捕捉するための見直しを

行っている。具体的には、役員報酬は一人当たりの役員

報酬について非役員との給与格差率を求め推計を行って

おり、この給与格差率について、従来は「法人企業統計」

の計数を活用して推計を行っていたが、「国勢調査」や「経

済センサス‐活動調査」を用いて得られる SNA 上の役

員の範囲との違いにより格差率を過小評価する傾向があ

ることから、各種の基礎統計を活用し、給与格差率を適

正化することとした。

（雇主の社会負担）

このように、「賃金・俸給」は種々の要因から概ね上

方改定となった一方で、「雇主の社会負担」は今回の基

準改定により、各年を通じて下方改定となっている。こ

れは専ら、2008SNA への対応に伴う概念変更によるも

のであり、具体的には、「確定給付型企業年金等に係る

発生主義での記録への変更」による。2008SNA では雇

22 平成 17 年基準では、「国勢調査」が、平成 17 年の雇用者数のベンチマークとして利用されていたため、今回、平成 22 年調査が雇用者

数の平成 22 年のベンチマークに利用されるようになったことにより、前回のベンチマーク年（平成 17 年）と平成 18 年以降の雇用者

数の改定につながっている。
23 「平成 23 年産業連関表」でも同様の見直しが行われている。
24 現在勤務増分＋年金制度の手数料－雇主の現実社会負担として計算される「雇主の帰属年金負担」で調整される。
25 ただし、「退職一時金」の中でも「退職給付に関する会計基準」の対象とならないものは従来通り「帰属社会負担」に含まれる。具体

的には中央政府や地方政府、対家計民間非営利団体による退職一時金がこれに該当すると整理している。

用関係をベースとする社会保険制度（確定給付（DB）

型制度）に係る取引やポジションを発生主義で記録する

よう勧告されている。「発生主義」とは「債務が発生し

た時点でその取引を記録する」ということであり、DB

型制度について、平成 17 年基準では、「雇主の社会負担」

について企業が積立を行った実額が記録される等の扱い

であったものが、平成 23 年基準では 2008SNA の勧告を

踏まえて、債務の発生時点で記録をするという扱いを貫

徹することとなった。すなわち、DB 型制度では、概ね

勤務期間に応じてその給付金額が決まる制度であるため、

実際の積立額とは別に、雇用している雇用者の勤続年数

に応じて将来支払うべき年金債務金額が決まってくる。

これらは、現在価値に割り引かれて「年金受給権」とし

て、家計の資産、金融機関の負債として計上される。

DB 型制度に係る雇主の社会負担については、従前は実

際に雇主が支払った掛金等負担分を記録する扱いだった

ものが、2008SNA では、当期における追加的な勤務に

応じた受給権の増分（現在勤務増分と呼ばれ、日本の会

計制度では勤務費用に相当する）を記録することとされ

ている。そして、現在勤務増分に制度の運営費用（年金

制度の手数料）を加え、実際の雇主の掛金等負担額（雇

主の現実社会負担）を控除した残りは「雇主の帰属社会

負担」に記録されることとなっている。

我が国の場合、DB 型制度としては、「退職給付に関

する会計基準」の対象となる制度となっており、厚生年

金基金や確定給付企業年金といった企業年金に加え、退

職一時金も含まれる。退職一時金については、同会計基

準の対象となるような発生主義で記録すべき部分につい

て、平成 17 年基準では、「帰属社会負担」として現実の

支給額を記録していたため、退職一時金支給額が雇用者

報酬の水準に影響するようになっていたが、平成 23 年

基準では、この部分（実際の雇主による支給額）は「雇

主の現実社会負担」として記録される一方で、上述のと

おり、その上位項目である「雇主の社会負担」自体は、

現在勤務増分という発生主義に基づく引当額に規定され

ることから、雇用者報酬の水準には影響しないこととな

った 24 25。このように、平成 23 年基準では、DB 型の企

業年金等について、雇主の社会負担を含めて発生主義に

よる記録を貫徹したことにより、実際の雇主の掛金負担



－ 13 －

平成 27 年度国民経済計算年次推計の概要について

や退職一時金の支給額を記録していた平成 17 年基準に

比べて、雇主の社会負担が結果として下方改定される要

因となった。

（基準改定による水準の改定）

ここからは今回の基準改定で雇用者報酬の水準や伸び

率がどのように改定されたかを見ていこう。図表２－３

に示すとおり、23 年基準改定で雇用者報酬の実額は概

ね 8 兆円程度の上方改定となった。前述したように、上

方改定の要因は主に「賃金・俸給」で、特に雇用者数の

基礎統計が平成 22 年の「国勢調査」を取り込んだこと

や役員報酬の推計方法の変更によるところが大きい。一

方、伸び率については、特に最近年について、基準改定

前後で大きくは変わっていない。

図表２－４は雇用者報酬の基準改定による改定幅を

「賃金・俸給」、「雇主の現実社会負担」、「雇主の帰属社

会負担」の各項目について分析したものである。各項目

別では「賃金・俸給」、「雇主の現実社会負担」は上方改

定、「雇主の帰属社会負担」は下方改定となっている。「雇

主の現実社会負担」の上方改定と「雇主の帰属社会負担」

下方改定は退職一時金の発生主義計上分が「雇主の現実

社会負担」に分類が変更になったことによるものであり、

「雇主の社会負担」全体としては、2008SNA への対応に

より、結果として下方改定となっている。

図表２－３　基準改定による雇用者報酬の変化（水準、伸び率）

図表２－４　要因別雇用者報酬の基準改定による改定幅
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②家計の貯蓄・可処分所得

（可処分所得）

図表２－５では、家計の可処分所得の実額と伸び率を

示している。今回の基準改定によって、雇用者報酬の上

方改定を主な要因として、家計の可処分所得の水準は上

方改定された一方、伸び率に関しては基準改定によって

大きくは変化していないことがわかる。

26 年金受給権に係る投資所得が、純社会負担のうち家計の追加社会負担と相殺される。
27 雇主の社会負担が、純社会負担の雇主の現実社会負担と雇主の帰属社会負担と相殺される。
28 純社会負担のうち、可処分所得への影響として残るのは家計の現実社会負担－年金制度の手数料になる。

次に、平成 23 年基準における雇用者報酬と可処分所

得の伸び率の関係を図表２－６に示している。これによ

ると、平成 17 年基準も同様であるが、可処分所得は雇

用者報酬に対して変動幅が小さいものとなっている。

この原因について考察してみよう。まず、家計の可処

分所得は (1) 式と (2) 式を使って、以下の通り展開できる。

家計の可処分所得＝ 財産所得（純）26＋営業余剰・混合所得 +雇用者報酬 27＋現物社会移転以外の社会給付  

＋その他の経常移転（純）－純社会負担 28－所得・富等に課される経常税・・・(3)

ここで、(3) の式の構成要素により、可処分所得の対

前年度差を要因分解したのが図表２－７である。可処分

所得の伸びと雇用者報酬の伸びの関係としては、一般に、

雇用者報酬が増加すると、それに応じて所得・富等に課

される経常税や純社会負担も増加するなどにより、可処

分所得の伸びが抑制されている。この背景の一つには、

いわゆるビルトインスタビライザーがあると考えられる

が、これに加えて、公的年金制度において、社会保険料

図表２－５　基準改定による家計の可処分所得の変化（17 年基準、23 年基準）

図表２－６　雇用者報酬と可処分所得の伸び率の関係
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率（純社会負担に反映される）が定期的に上昇する一方、

年金給付は抑制措置が取られているという面があると考

えられる。一方、2009 年度については、世界金融危機

に端を発する景気後退に伴い雇用者報酬が大きく減少す

る中で、純社会負担の減少や現物社会移転以外の社会給

付、景気対策として行われた定額給付金やエコカー補助

29 17 年基準における「年金基金年金準備金の変動」に対応する項目。ただし、年金受給権に係る記録の発生主義化の徹底に伴い、従来の

企業年金に係る取引を記録したものに、退職給付に関する会計基準の対象となる退職一時金も含まれている。
30 家計の社会負担（うち一般政府への支払分）は「４．一般政府」の「家計の現実社会負担」の受取額から得られる。
31 (6) 式の「純社会負担」で残っていた「家計の現実社会負担」の中でも「自発的社会負担」、「現物社会移転以外の社会給付」のうち、「そ

の他の社会保険年金給付」が「年金受給権の変動調整」と打ち消しあう。

金などによりその他の経常移転（純）が増加し、家計の

可処分所得の減少を補っていたことがわかる。

（家計の貯蓄）

最後に家計の貯蓄、貯蓄率について概観する。家計の

貯蓄率は、(4)、(5) 式のとおり定義される。

貯蓄＝家計の可処分所得＋年金受給権の変動調整 29 －最終消費支出

＝財産所得（純）＋営業余剰＋雇用者報酬＋（現金による社会保障給付）＋社会扶助給付

　　　　 ＋その他の経常移転（純）－所得・富等に課される経常移転  

－家計の社会負担（うち一般政府への支払分）30 31  ・・・（4）

貯蓄率 = 貯蓄
・・・(5)

可処分所得 + 年金受給権の変動調整

図表２－７　可処分所得の要因別前年差
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図表２－８　家計の貯蓄と貯蓄率（17 年基準、23 年基準）
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まず、図表２－８において平成 17 年基準と平成 23 年基

準の貯蓄率の違いについて示す。家計の貯蓄率の大まか

な推移の傾向は基準改定前後で大きくは変わらないが、

水準としては足元の二か年度を除いて 2% ポイント程度

高まっていることがわかる。この基準改定による変化の

要因について項目ごとに考察したものが図表２－９32 で

ある。2005 年度から主に雇用者報酬等を通じた可処分

所得の上方改定が家計貯蓄の上方改定に影響していると

いう傾向がある一方で、足元の 2013 年度、2014 年度につ

いては最終消費支出の上方改定が大きくなっており、貯

蓄率の改定幅は限定的なものとなっていることがわかる。

３ 生産系列の動向

（１）平成 23年基準改定における主要な変更点 33

平成 23 年基準改定においては、前述のとおり最新の

「平成 23 年産業連関表」等の取り込みに加え、2008SNA

への対応による R&D の資本化等、推計方法の改善とし

て建設部門の産出額推計方法の見直し等があり、生産側

32 家計の貯蓄「率」を比較する際は分母の増減も関係しているので、分母が増えることによる貯蓄率の減少も「可処分所得（逆符号）」

として項目に算入している。
33 平成 23 年基準改定における変更内容の全体像及び各変更内容の詳細については内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部「国民経済

計算の平成 23 年基準改定の概要について〜 2008SNA への対応を中心に〜」（2016 年９月）http://www.esri.go.jp/jp/archive/snaq/snaq161/
snaq161_b.pdf 参照。

GDP（経済活動別国内総生産）の水準にも大きな影響が

あった。また経済活動別分類を国際標準産業分類（ISIC 

Rev.4）とできるだけ整合的になるよう見直したことに

より、経済活動別付加価値の国際比較可能性が向上した。

特に、これまで別掲されていた一般政府（平成 17 年基

準では政府サービス生産者）及び対家計民間非営利団体

（同対家計民間非営利サービス生産者）が市場生産者（同

産業）と一体的に表章されたことで、制度部門にとらわ

れず、より経済活動の実態に即した付加価値の構成がわ

かるようになった。

さらに、基準年（平成 23 暦年）以降について、供給・使

用表（SUT）の枠組みを導入したこともあり、統計上の不

突合が大幅に縮減されるようになった。これにより、支

出側 GDP を推計するコモディティ・フロー法のアプロ

ーチと生産側 GDP を推計する付加価値法のアプローチ

の結果が統合され、GDP の等価関係がより明確に表現さ

れるとともに、GDP の推計精度が向上したと考えられる。

本章では、これらの推計方法の見直しの概略について

解説するとともに、生産側 GDP の推計結果について紹

図表２－９　家計の貯蓄率の基準改定による変動要因
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介する。

（２）経済活動別分類の変更

SNA の体系では、生産活動についての意思決定を行

う主体の単位として「事業所（establishment）」が位置付

けられている。当該事業所のうち、同一の主活動を行っ

ている事業所は、国際標準産業分類（ISIC。直近のもの

は ISIC Rev.4）に従って同質的なグループである「産業

（industry）」に分類される。JSNA の平成 23 年基準改定

では、経済発動別分類を、上記の ISIC Rev.4 とできる限

り整合的な形で見直しを行った。

具体的には、平成 17 年基準までの JSNA では、市場

生産者を意味する、「産業」と、非市場生産者を意味す

る「政府サービス生産者」や「対家計民間非営利サービ

ス生産者」に分けた上で、更に内訳分類を設定する形と

なっており 34、また、サービス業については大きく「サ

ービス業」と一括りにまとめられるなど、国際標準産業

分類 35とは必ずしも整合的でない分類体系となっていた。

平成 23 年基準ではこれを改め、市場生産者（旧産業）、

一般政府（旧政府サービス生産者）、対家計民間非営利

団体（旧対家計民間非営利サービス生産者）を区別する

ことなく表章し、また、サービス業について、ISIC 

34 この「産業」、「政府サービス生産者」及び「対家計民間非営利サービス生産者」の区分は、1968SNA の区分に基づくものである。
35 1993SNA においては ISIC Rev.3 と整合。
36 経済活動別分類の新旧についてより詳細は「2008SNA に対応した我が国国民経済計算について（平成 23 年基準版）」（平成 28 年 11 月

30 日内閣府）も参照されたい。

Rev.4 とできる限り整合的となるよう細分化を行った。

この結果、経済活動別の付加価値額等の国際比較可能性

が向上したと言える。平成 23 年基準における具体的な

経済活動別分類と国際標準産業分類との対応関係は下図

３－１のとおりである 36。なお、市場生産者、一般政府、

対家計民間非営利団体それぞれの付加価値額はフロー編

付表２「経済活動別の国内総生産・要素所得」において

再掲という形で表章されており、引き続き制度部門別の

付加価値額が把握できるようになっている。

（３）供給・使用表の枠組みによる推計精度の向上

平成 23 年基準改定における大きな推計方法の変更点

の一つとして供給・使用表（Supply and Use Tables:SUT）

の枠組みを活用した生産側 GDP と支出側 GDP の精度向

上に向けた取組があげられる。支出側 GDP を推計する

コモディティ・フロー法（以下、「コモ法」という。）と

生産側 GDP を推計する付加価値法の間では、それぞれ

用いている基礎統計や推計方法の違いにより、前者から

推計される財貨・サービス別の中間消費と後者から推計

される財貨・サービス別の中間投入は一致せず、これが

統計上の不突合の一つの要因となりうる。平成 23 年基

準では、新たに供給・使用表の枠組みを用いて、中間消

図３－１　経済活動別分類新旧対応表

平成17年基準 平成23年基準 （参考）ISIC　Rev.4 大分類

1. 産業  1.  農林水産業 A. 農林漁業
 (1)  農林水産業  2.  鉱業 B. 鉱業及び採石業
 (2)  鉱業  3.  製造業 C. 製造業
 (3)  製造業 D. 電気、ガス、蒸気及び空調供給業

 (4)  建設業
E. 水供給業、下水処理、廃棄物処理

    及び浄化活動
 (5)  電気・ガス・水道業  5.  建設業 F.  建設業

 (6)  卸売・小売業  6.  卸売・小売業
G.  卸売・小売業；自動車・

    オートバイ修理業
 (7)  金融・保険業  7.  運輸・郵便業 H.  運輸・保管業
 (8)  不動産業  8.  宿泊・飲食サービス業 I.  宿泊・飲食業
 (9)  運輸業  9.  情報通信業 J.  情報通信業
 (10) 情報通信業 10. 金融・保険業 K.  金融・保険業
 (11) サービス業 11. 不動産業 L.  不動産業
2. 政府サービス生産者 M.  専門、科学及び技術サービス業
 (1)  電気・ガス・水道業 N.  管理・支援サービス業
 (2)  サービス業 13.  公務 O.  公務及び国防、強制社会保障事業
 (3)  公務 14.  教育 P.   教育
3. 対家計民間非営利ｻｰﾋﾞｽ生産者 15.  保健衛生・社会事業 Q.  保健衛生及び社会事業
 (1) 教育 R.  芸術、娯楽、レクリエーション業
 (2) その他 S.  その他のサービス業

 4.  電気・ガス・水道・廃棄物

      処理業

12.  専門・科学技術、業務支
援

16.  その他のサービス業

（備考）「平成 17 年基準」の「産業」及び「平成 23 年基準」は経済活動別大分類、「政府サービス生産者」

「対家計民間非営利サービス生産者」は国民経済計算年報付表２「経済活動別の国内総生産・要素所得」

における分類。
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費と中間投入を一致させ、コモ法や付加価値法等の推計

値を統合している 37。コモ法と付加価値法の推計結果を

財貨・サービス別により精度が高いと考えられる推計値

に統合することにより、推計精度の向上及び統計上の不

突合の大幅な縮減が図られている。実際、一国全体の「統

計上の不突合」（＝支出側 GDP －生産側 GDP）は、基

準年以降、平成 23 暦年、平成 24 暦年、平成 25 暦年で、

それぞれ▲ 535 億円、111 億円、▲ 1821 億円となり、

平成 17 年基準と比べ大幅に縮減している 38 39。

（４）推計結果

具体的な推計結果から平成 23 年基準改定の影響を見

てみよう。まず、図３－３は経済活動別の付加価値構成

比の平成 17 年基準から平成 23 年基準への改定差を示し

ている。ここからは、平成 23 年基準における R&D の

資本化を受けて、R&D 産出額の大きな第二次産業（特

に製造業）のシェアが全期間を通じて高まったことが読

み取れる。経済活動別の R&D 投資額は、フロー編付表

22「固定資本マトリックス」において、「研究・開発」

37 当該、コモ法と付加価値法等の推計値の統合は、基準年以降について、第 3 次年次推計において行っている。取組の詳細については、

吉岡・鈴木（2016）を参照。
38 なお、国民経済計算年報の主要系列表 1「国内総生産（支出側）」とフロー編付表１「財貨・サービスの供給と需要」にそれぞれ計上さ

れる財貨・サービスの純輸出の乖離から、これらの年についても統計上の不突合はゼロとはならない。ただし、平成 23 年基準改定に

際して、こうした純輸出についても JSNA 内の整合性を可能な限り高める取組を講じたところである（詳細は、田原（2015）を参照）。
39 これに対応する平成 17 年基準における基準年以降の平成 17 暦年、平成 18 暦年、平成 19 暦年の統計上の不突合は、それぞれ 1 兆 3858

億円、9719 億円、1 兆 1592 億円だった。
40 経済活動別の R&D 投資額は副次生産物としての研究開発（企業内研究開発）だけでなく、研究開発を主産物とする研究機関への支出

額も含むが、特に製造業においては、その大宗は企業内研究開発であり経済活動別の R&D 投資額に近似できる。

として表章されているが、これを見ると「輸送用機械」

や「化学」、「はん用・生産用・業務用機械」といった製

造業で R&D 産出額が大きいことがわかる 40。

平成 23 年基準における経済活動別付加価値構成比を

時系列的に見ると、1994 年以降、製造業や建設業とい

った第二次産業のシェアが低下し続けてきた一方、「情

報通信業」や「専門・科学技術、業務支援サービス業」、「保

健衛生・社会事業」等がシェアを高めてきており、経済

のサービス化が進展してきたことが見て取れる。ただし、

直近では第二次産業のシェアがわずかに増加する傾向が

見られる。これは、東日本大震災からの復興需要や各種

経済対策等を背景に建設業の付加価値額が増加したこと

に加え、2014 年秋以降の原油・天然ガス等の原材料価

格下落を背景に、製造業の付加価値額が増加したことに

よると考えられる。

続いて、図３－４では、国際標準産業分類に対応した

平成 23 年基準の経済活動別分類で 2015 暦年の付加価値

構成比の国際比較を行っている。ここでは、一例として

ドイツや英国との比較を行っており、厳密には各国間で

図３－２　供給・使用表の枠組みを活用した推計値の統合の概念
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分類に相違がある点に留意は必要であるが、日本はこれ

らの国々と比べると、ドイツとは製造業のシェアが近し

い一方で、相対的に「卸売・小売業」のシェアが大きく、

逆に研究開発サービス 41 や対事業所サービスを含む「専

門・科学技術、業務支援サービス」のシェアが小さいこ

とがわかる。

41 ここでの「研究開発サービス」は、研究開発を主産物とする研究機関を差し、副次生産物としての研究開発（企業内研究開発）は各経

済活動の付加価値として記録されている。

４ 資本勘定の動向

（１）純貸出（＋）／純借入（－）

①純貸出（＋）／純借入（－）とは

純貸出（＋）／純借入（－）は、資本勘定のバランス項目

であり、貯蓄及び資本移転による正味資産の変動と、非

図３－３　経済活動別付加価値構成比の改定差

図３－４　経済活動別付加価値構成比の国際比較

-1.5％

（暦年）

-1.0％

-0.5％

0.0％

0.5％

1.0％

1.5％

2.0％

1
99

4

1
99

5

1
99

6

1
99

7

1
99

8

1
99

9

2
00

0

2
00

1

2
00

2

2
00

3

2
00

4

2
00

5

2
00

6

2
00

7

2
00

8

2
00

9

2
01

0

2
01

1

2
01

2

2
01

3

2
01

4

第１次産業 第２次産業 第３次産業

（備考）第１次産業は農林水産業、第２次産業は鉱業、製造業及び建設業、

　　　　第３次産業はそれ以外の経済活動からなる。

1.1%

0.6%

0.7%

0.1%

0.2%

1.0%

20.5%

22.8%

9.8%

2.7%

3.0%

2.5%

5.6%

4.6%

6.2%

14.0%

9.8%

10.9%

5.2%

4.4%

4.6%

2.5%

1.6%

3.0%

5.0%

4.8%

6.5%

4.5%

4.1%

7.2%

11.5%

10.9%

13.0%

7.3%

11.1%

12.3%

5.1%

6.0%

4.7%

3.6%

4.5%

5.9%

6.9%

7.7%

7.9%

4.4%

3.7%

0%

3.5%

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

日本

100%

英国

ドイツ

農林水産業 鉱業 製造業

建設業 卸売・小売業 運輸・郵便業

情報通信業 金融・保険業 不動産業

公務 教育 保健衛生・社会事業

電気・ガス・水道・廃棄物処理業

宿泊・飲食

専門・科学技術、業務支援サービス

その他のサービス

（備考）Eurostat、内閣府「国民経済計算」より作成。経済活動別付加価値の合計に対する構成比。英国及びドイツの「その他のサー

ビス」には「雇い主としての世帯活動、並びに世帯による自家利用のための分類不能な財及びサービス生産」を含む。
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金融資産の純取得（純固定資本形成、在庫変動、土地の

純購入）の差額として導出される。額が正であれば純貸

出（いわゆる貯蓄超過、黒字）であり、負であれば純借

入（いわゆる投資超過、赤字）を表す。換言すれば、純

貸出（＋）／純借入（－）は、当該年度における制度部門別

に経常的な収支と資本的な収支を合計した収支尻を示す

図表４－１　純貸出（＋）／純借入（－）の実額及び改定状況

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
一国全体 18.7 21.4 24.0 10.2 16.3 17.8 8.4 3.9 1.8 8.7 17.5

非金融法人企業 30.7 15.5 17.0 10.2 31.4 34.4 26.6 28.0 34.1 23.2 25.3

金融機関 5.0 13.0 12.4 11.3 10.6 7.1 8.0 6.5 6.5 5.3 1.9

一般政府 -21.0 -15.8 -14.5 -28.0 -50.1 -44.7 -44.2 -40.8 -36.4 -25.4 -17.4

家計 6.5 12.0 11.3 16.8 27.1 21.4 18.9 9.9 -2.5 4.2 6.1

18.4 20.7 24.3 12.1 15.9 16.5 8.1 4.1 0.2 7.7

非金融法人企業 30.9 10.4 13.1 13.8 32.5 36.1 28.8 30.3 33.3 23.9

金融機関 3.5 0.4 12.1 -0.6 2.4 0.9 5.4 5.2 3.6 4.0

一般政府 -20.9 -3.6 -13.5 -16.5 -42.9 -40.4 -41.9 -41.0 -36.8 -25.4

家計 2.2 11.4 10.5 12.5 22.9 18.1 15.5 8.9 0.2 6.8

0.2 0.6 -0.4 -1.9 0.4 1.3 0.3 -0.3 1.6 1.0 8.9

非金融法人企業 -0.2 5.1 3.9 -3.6 -1.0 -1.7 -2.2 -2.4 0.8 -0.6 2.1

金融機関 1.5 12.6 0.4 11.8 8.2 6.1 2.5 1.3 2.9 1.3 -3.4

一般政府 -0.1 -12.2 -1.0 -11.5 -7.2 -4.3 -2.3 0.2 0.4 0.0 8.0

家計 4.3 0.6 0.8 4.2 4.2 3.3 3.4 1.0 -2.6 -2.6 1.8

改定差
(2015年度は
対前年度差)

一国全体

(単位：兆円)

改定後
(23年基準)

改定前
(17年基準)
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ものであり、一般政府の場合は、いわゆる「財政収支」

を示す指標となる。

純貸出（＋）／純借入（－） ＝正味資産の変動－非金融資産の純取得 

＝（貯蓄＋純資本移転）－（純固定資本形成＋在庫変動＋土地の純購入）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※純資本移転＝資本移転（受取）－資本移転（支払）

一方、制度部門別の金融勘定においては、取引要因に

よる金融資産の変化と負債の変化の差額として、純貸出

（＋）／純借入（－）（資金過不足）が記録される。これと、

資本勘定の純貸出（＋）／純借入（－）は概念的には一致す

るものであるが、実際の推計上は、基礎統計や手法の違

いにより開差が生じている。

②純貸出（＋）／純借入（－）の動き

以下は、2005 年度から 2015 年度までの制度部門別（非

金融法人企業、金融機関、一般政府、家計（個人企業を

含む））の純貸出（＋）／純借入（－）の実額及び改定状況

を表及びグラフで示したものである（図表４－１）。

2015 年度の一国全体の純貸出（＋）／純借入（－）につ

いてみると、2014 年度の 8.7 兆円から 17.5 兆円（前年

度差＋ 8.9 兆円）へと黒字幅が大幅に拡大した。以下、

この内訳である制度部門別に変動要因をみていく。

非金融法人企業については、2014 年度の 23.2 兆円か

ら 2015 年度は 25.3 兆円（同＋ 2.1 兆円）へと黒字幅が

拡大している。これは、主に在庫変動の増加（積増し幅

の拡大）（同 +1.6 兆円）、純固定資本形成が増加したこ

と（同 +0.3 兆円）等が黒字幅縮小に寄与したものの、

主に営業余剰が増加したことによる貯蓄の増加（同＋

（兆円）
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5.4 兆円）による黒字幅拡大の影響が大きかったこと等

が背景にある。

金融機関については、2014 年度の 5.3 兆円から 2015

年度は 1.9 兆円（同▲ 3.4 兆円）へと黒字幅が縮小して

いる。これは、2014 年度以降、5 年間の時限措置として、

厚生年金基金の解散を促進する取組がなされたことを背

景に、厚生年金基金の代行返上が増えたこと等により資

本移転（支払）が増加（同 +3.1 兆円）したこと等が影

響している。

一般政府については、2014 年度の▲ 25.4 兆円から

2015 年度の▲ 17.4 兆円（同＋ 8.0 兆円）へと赤字幅が

縮小している。これは、消費税率引上げを背景とした税

収の増加 42（同＋ 3.9 兆円）があったこと等により貯蓄が

増加したこと（同＋ 3.8 兆円）や、上記の厚生年金基金

の代行返上等により資本移転の純受取が増加（同＋ 3.2

兆円）したこと等が影響している。

家計（個人企業を含む）については、2014 年度の 4.2

兆円から 2015 年度は 6.1 兆円（同＋ 1.8 兆円）へと黒字

幅が拡大している。これは主に雇用者報酬が増加したこ

と（同＋ 3.9 兆円）等により貯蓄が増加（同＋ 1.7 兆円）

したこと等が影響している。

③ 平成 23 年基準と平成 17 年基準の純貸出（＋）／純借入

（－）の比較

次に、平成 23 年基準と平成 17 年基準での、純貸出（＋）

／純借入（－）の比較を行う。なお、非金融法人企業及び

対家計民間非営利団体については、大きな改定差はない

ことから、ここでは、金融機関、一般政府、家計（個人

企業を含む）について分析する。

金融機関及び一般政府については、2006 年度や 2008

年度に顕著であるように、正負逆の同規模の改定差とな

っている。これは、平成 23 年基準改定において、公的

企業から一般政府への例外的な支払については、国際基

準（2008SNA）の規定に沿って、これまでの「資本移転」

から「持分の引出し」として記録するよう変更した影響

である。公的企業から一般政府への例外的な支払の詳細

については、一般政府のプライマリーバランスの項で説

明を行う。

家計（個人企業を含む）については、基本的には上方

42 消費税収は、企業の納付時期が企業ごとに異なるため、税率の引上げがあった 2014 年度のみならず、その翌年度である 2015 年度も増

加する傾向がある。
43 政府の財政健全化目標の達成状況については、「中期財政計画」（平成 25 年 8 月 8 日閣議了解）により東日本大震災からの復旧・復興

対策の経費及び財源を除いたベースで検証することとされており、上記達成状況の検証に用いられているプライマリーバランスについ

ては「中長期の経済財政に関する試算」を参照のこと。
44 FISIM（Financial Intermediation Services Indirectly Measured）とは「間接的に計測される金融仲介サービス」のこと。

改定されているが、直近の 2 年度は若干の下方改定とな

っている。背景としては、第 2 節の家計の貯蓄の項で述

べたとおり、雇用者報酬の上方改定等による貯蓄の改定

が純貸出（＋）／純借入（－）の改定を規定している面が大

きいが、それ以外の要因としては、土地の純購入の推計

において、不動産投資法人分について 2010 年度以降利

用可能となった「不動産証券化の実態調査」の売却額を

反映したことで、土地の純購入が上方改定（赤字方向へ

の改定要因）となったことが、特に足元の純貸出（＋）／

純借入（－）の下方改定に効いている。

以上のように、2008SNA 対応や大規模かつ詳細な基

礎統計の取込みを行った平成 23 年基準改定により、特

に金融機関や一般政府の純貸出（＋）／純借入（－）につい

て基調的な動きが確認できるようになるなど、より経済

実態を反映した推計結果となったと考えられる。

（２）一般政府のプライマリーバランス

①プライマリーバランスとは

我が国の国民経済計算においては、付表６「一般政府

の部門別勘定」において、前節で述べてきた「純貸出（＋）

／純借入（－）」に加え、参考として一般政府及びその内

訳部門（中央政府、地方政府、社会保障基金）ごとに、「プ

ライマリーバランス」を表章している 43。

プライマリーバランスとは一般的に、借入を除く税収

等の歳入から、過去の借金への元利払いを除いた歳出を

差し引いた収支のことを表し、その時点で必要とされる

政策的経費をその時点の税収等でどれだけまかなえてい

るかを示す指標とされている。我が国の国民経済計算の

「一般政府の部門別勘定」においては、プライマリーバ

ランスは「純貸出（＋）／純借入（－）」から利子の純支払

を除いたもの、すなわち、

　 純貸出（＋）／純借入（－）＋支払利子（FISIM44 調整前）

－受取利子（FISIM 調整前）

として算出される。ここで利子が FISIM 調整前となっ

ているのは、国民経済計算上の利子は FISIM を調整し

た後の概念（例えば、借入利子の支払であれば、借入利

子率と参照利子率の率差と借入残高の積により求められ
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る部分が控除された後）であるが、IMF の『政府財政統

計（GFS）マニュアル』において、政府の収支について

はこうした調整を行う前の実際に取引される利子の受払

を記録することとされていることによる。

②プライマリーバランスの動き

以下は、国民経済計算上の 2005 年度から 2015 年度ま

での一般政府及びその制度部門別（中央政府、地方政府、

社会保障基金）のプライマリーバランスの実額、対名目

GDP 比を表及びグラフで示したものである（図表４－

２、３、４）。

まず、2015 年度の一般政府のプライマリーバランス

についてみると、一般政府全体では▲ 14.3 兆円、対名

目 GDP 比で▲ 2.7％と、いずれもマイナス幅が縮小した。

これは、2009 年度以降、6 年連続のマイナス幅縮小とな

る。

これを制度部門ごとにみていく。中央政府については、

2014 年度の▲ 20.9 兆円から 2015 年度は▲ 17.9 兆円と

対前年度差＋ 3.0 兆円となった。マイナス幅縮小の要因

は、主に消費税や源泉所得税、2014 年 10 月より新設さ

れた地方法人税等の税収増等によるものである。地方政

府については、2014 年度の 0.9 兆円から 2015 年度は 2.3

兆円と対前年度差＋ 1.4 兆円となった。中央政府同様、

税収増等が主な要因となった。特に増収となったのは地

方消費税であり、これは 2014 年度の消費税率引き上げ

の効果が、2015 年度に本格的に現れたことによるもの

であると考えられる。社会保障基金については、2014

年度の▲ 1.6 兆円から 2015 年度は 1.4 兆円と対前年度差

＋ 2.9 兆円となった。純貸出（＋）／純借入（－）の項で述

べたように、代行返上を行う厚生年金基金が増えたこと

に伴う資本移転（受取）の増加や現実社会負担の増加等

によるものである。

③ 平成 23 年基準と平成 17 年基準のプライマリーバラン

スの比較

次に、平成 23 年基準と平成 17 年基準の比較を行って

いく。上表のとおり、地方政府と社会保障基金について

は大きな改定差はないことから、ここでは改定差が大き

い中央政府についてのみみていく。

中央政府については、2006 年度から 2011 年度の各年

図表４－２　プライマリーバランス実額

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
一般政府 -17.9 -13.3 -12.0 -23.8 -45.6 -39.8 -38.6 -35.1 -32.1 -21.6 -14.3

中央政府 -16.3 -12.5 -9.7 -21.7 -38.0 -31.9 -35.0 -30.8 -28.4 -20.9 -17.9

地方政府 2.7 4.0 3.2 4.4 1.9 0.3 3.2 2.3 2.2 0.9 2.3

社会保障基金 -4.2 -4.8 -5.5 -6.5 -9.5 -8.3 -6.7 -6.6 -5.9 -1.6 1.4

-17.8 -1.3 -11.0 -12.3 -38.3 -35.2 -36.4 -35.3 -32.4 -21.6

中央政府 -16.3 -0.5 -8.7 -10.2 -30.6 -27.1 -32.8 -30.8 -28.8 -20.9

地方政府 2.7 4.0 3.3 4.4 1.8 0.2 3.2 2.3 2.3 1.0

社会保障基金 -4.2 -4.8 -5.5 -6.5 -9.5 -8.3 -6.8 -6.7 -5.9 -1.6

-0.1 -12.1 -1.1 -11.5 -7.3 -4.6 -2.2 0.2 0.4 0.0 7.3

中央政府 0.0 -12.0 -1.0 -11.5 -7.4 -4.8 -2.2 0.1 0.5 0.0 3.0

地方政府 -0.1 -0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 -0.1 -0.1 1.4

社会保障基金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 2.9

(単位：兆円)

改定後
(23年基準)

改定前
(17年基準)

一般政府

改定差
(2015年度は
対前年度差)

一般政府

図表４－３　プライマリーバランス対名目ＧＤＰ比

(単位：％)

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

一般政府 -3.4 -2.5 -2.3 -4.7 -9.3 -8.0 -7.8 -7.1 -6.3 -4.2 -2.7

中央政府 -3.1 -2.4 -1.8 -4.3 -7.7 -6.4 -7.1 -6.2 -5.6 -4.0 -3.4

地方政府 0.5 0.7 0.6 0.9 0.4 0.1 0.6 0.5 0.4 0.2 0.4

社会保障基金 -0.8 -0.9 -1.0 -1.3 -1.9 -1.7 -1.4 -1.3 -1.2 -0.3 0.3

-3.5 -0.3 -2.1 -2.5 -8.1 -7.3 -7.7 -7.4 -6.7 -4.4

中央政府 -3.2 -0.1 -1.7 -2.1 -6.5 -5.6 -6.9 -6.5 -6.0 -4.3

地方政府 0.5 0.8 0.6 0.9 0.4 0.0 0.7 0.5 0.5 0.2

社会保障基金 -0.8 -0.9 -1.1 -1.3 -2.0 -1.7 -1.4 -1.4 -1.2 -0.3

0.1 -2.3 -0.1 -2.2 -1.2 -0.6 -0.1 0.3 0.4 0.2 1.5

中央政府 0.1 -2.3 -0.1 -2.2 -1.3 -0.7 -0.2 0.3 0.4 0.2 0.7

地方政府 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3

社会保障基金 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.6

改定差
(2015年度は
対前年度差)

一般政府

改定後
(23年基準）

改定前
(17年基準)

一般政府
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2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

（％）

平成23年基準

平成17年基準

-3.4 
-2.5 

-2.3 

-4.7 

-9.3 
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-2.0
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0.0

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

一般政府 平成23年基準

平成17年基準

（％）

図表４－４　プライマリーバランス対名目ＧＤＰ比グラフ
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度において実額で 1 兆円以上の減額改定となっている。

この主な要因は、前節で簡単に述べたように、平成 17

年基準では、資本移転（受取）として扱っていた公的企

業から一般政府への例外的な支払を、平成 23 年基準で

は 2008SNA を踏まえ、「持分」という金融資産の引出し

（及び対応する現金・預金の増加）として記録したこと

による。

平成 23 年基準以降は、まず例外的支払に該当する要

件として、①特別な立法措置がとられるなどの例外的・

不定期の支払であること、②公的企業から一般政府への

支払いについては、その原資が公的企業の累積準備金の

取り崩しまたは資産売却に基づくものであること、と定

義している。その上で、公的企業から一般政府への例外

的支払については、従来の「資本移転」ではなく、一般

政府による公的企業に対する「持分」の引出し（金融資

産の減少）及び見合いの「現金・預金」の増加（金融資

産の増加）として記録することとした 45。

これにより、平成 17 年基準以前の JSNA においては、

「資本移転」として記録されていた公的企業から一般政

府への例外的支払が、平成 23 年基準以降は、「持分」と

いう金融資産・負債の取引に記録されるようになり、こ

うした例外的支払が一般政府の純貸出（＋）／純借入

（－）、及び、プライマリーバランスに影響しないように

なった。2005 年度以降で、例外的支払として扱われる

ようになったものについて、図表４－５に示す。

45 なお、一般政府から公的企業への例外的な支払については、(i) 公共政策の目的の結果として発生した累積損失を補填するような支払い

の場合は「資本移転」として資本勘定に、(ii) 確実な収益の期待がある下で行われる支払いの場合は一般政府の「持分」の追加（金融

資産の増加）及び見合いの「現金・預金」の減少として金融勘定に記録することとしたが、平成 17 年基準以前に「資本移転」として

記録していたもので、平成 23 年基準において取り扱いを変更した取引はない。
46 なお、政府の財政健全化目標の達成状況の検証に用いられているプライマリーバランスでは、国民経済計算の計数を基にしつつ、従来

からこうした支払の大宗は特殊要因として控除されているため、その点では特段の影響はないと思われる。

上述以外にも、政府諸機関の分類の一部変更（例えば、

特許特別会計が中央政府から公的非金融企業へ変更）等

も、純貸出（＋）／純借入（－）やプライマリーバランスの

計数改定に影響しているが、例外的支払がある年度を除

けば、その水準は平成 17 年基準と平成 23 年基準で大き

な変化はないと言える。

このように、2008SNA と整合的になるよう例外的支

払の扱いを変更することで、一般政府の純貸出（＋）／純

借入（－）の国際比較可能性を高めるとともに、一時的な

要因の影響が取り除かれることで、純貸出（＋）／純借入

（－）、及び、プライマリーバランスのよりすう勢的な動

きの把握が可能となった 46。

５ ストック編の動向

（１）ストック編の構造

以下では、ストック編の計数について解説する。まず、

計数についてふれる前に、ストック編の主な構造につい

て紹介したい。ストック編は、前章までで述べてきた、

フロー編における取引等の結果を受けた資本蓄積の状況

を暦年末時点で記録するものであり、ストック編におい

て基本となる勘定は、貸借対照表勘定である。貸借対照

表は、企業の財務諸表等で作成される貸借対照表と基本

的な構造は同じで、左側に資産、右側に負債・正味資産

が掲載され、資産は金融資産、非金融資産に分割される。

図表４－５　公的企業から一般政府への例外的支払（2005 年度から 2015 年度）

年度 資金の流れ 根拠法 金額

2006
財政融資資金特別会計(現：財政投融
資特別会計)　⇒　国債整理基金特別
会計

財政運営のための公債の発行の特
例等に関する法律

12兆円

2007 日本郵政公社　⇒　一般会計
日本郵政公社法(公社解散時の規
定)

約1兆円

2008
財政投融資特別会計　⇒　一般会計、
国債整理基金特別会計

財政運営のための財政投融資特別
会計からの繰入れの特例に関する
法律

計約11.3兆円

2009 財政投融資特別会計　⇒　一般会計

財政運営に必要な財源の確保を図
るための公債の発行及び財政投融
資特別会計からの繰入れの特例に
関する法律

約7.3兆円

2010 財政投融資特別会計　⇒　一般会計
財政運営のための公債の発行の特
例等に関する法律

約4.8兆円

財政投融資特別会計　⇒　一般会計 約1.1兆円
(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構
⇒　一般会計

約1.2兆円
2011

東日本大震災に対処するために必
要な財源の確保を図るための特別
措置に関する法律
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ただし、SNA では基本的に資産・負債は全て時価評価

されるとともに、企業会計では純資産の部に含まれる発

行株式については、SNA では時価評価された上で負債

として記録されるという違いがあることに注意が必要で

ある。そして、資産から負債を控除したものが正味資産

となり、一国全体では国富とも呼ばれる。また、金融資

産と負債の差額分について、一国全体では「対外純資産」

となる。

（２）2015 暦年末の状況

国民経済計算における貸借対照表のイメージは図５－

１のとおりであるが、2008SNA への対応に伴い、金融

資産の分類が細分化され、①「投資信託受益権」を債券

と同列ではなく株式等の持分と同様の分類として表章す

る、②「保険・年金準備金」を「保険・年金・定型保証」

に概念拡張・名称変更、③「雇用者ストックオプション」

の追加などの変更がなされている。これを、直近の

2015 暦年で見てみると、表５－１であり、一国全体の

グロスの資産及び負債・正味資産は 1 京円を超えた 1 京

219 兆円となっており、そのうち金融資産は 7268 兆円、

非金融資産は 2951 兆円、負債は 6929 兆円、資産と負債

の差額である正味資産は 3290 兆円となっている。正味

資産のうち、一国全体では対外純資産となる、金融資産・

負債の差額を見ると 339 兆円となっている。

正味資産は、2014 暦年末から 2015 暦年末にかけ、約

14 兆円減っている。その中でも非金融資産は前年比で

増えている一方で、対外純資産は約 24 兆円減っており、

正味資産が前年から減少したのは、対外純資産の動向が

要因であると分かる。なお、前年末と当年末の資産・負

債の残高差は、取引による変動と調整額による変動の 2

つに分けられる。取引による変動は、一般に設備投資な

どで資産を取得した場合などが含まれ、調整額による変

動は、大規模災害等による資産の毀損などが含まれるそ

の他の資産量変動勘定と、キャピタルゲイン・ロスなど

図５－１　国民経済計算における資産、負債、正味資産の関係

表５－１　2015 暦年末の貸借対照表

非金融資産

生産資産

固定資産 正味資産（一国全体では国富）

在庫

非生産資産

土地等

金融資産

貨幣用金・ＳＤＲ等 負債

現金・預金 貨幣用金・ＳＤＲ等

貸出 現金・預金

債務証券 借入

持分・投資信託受益証券 債務証券

保険・年金・定型保証 持分・投資信託受益証券

金融派生商品・雇用者ストックオプション 保険・年金・定型保証

その他の金融資産 金融派生商品・雇用者ストックオプション

その他の負債

金融資産・負債差額
（一国全体では対外純資産）

（単位：兆円）

期末資産 期末負債・正味資産

金融資産 7268 負債 6929 
うち株式以外 6551 うち株式以外 5969 
うち株式 717 うち株式 960 

( 金融資産・負債差額 ) 339 

非金融資産 2951 正味資産 3290 
生産資産 1800 

固定資産 1736 
在庫 64 

非生産資産 1151 
合計 10219 合計 10219 
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が含まれる再評価勘定に分けられる。

（３）正味資産（国富）の動向

続いて、ストック編の主要計数について、平成 23 年

基準改定による影響を見てみよう。まずは、一国全体の

正味資産、すなわち国富について、平成 23 年基準（平

成 27 年度年次推計）及び平成 17 年度基準（平成 26 年

度年次推計）における推移を示したものが図５－２とな

る。これをみると、平成 23 年基準の計数が 17 年基準の

計数から平行的に上方にスライドしており、その改定幅

は概ね 200 兆円弱となっている。正味資産は定義上、非

金融資産と金融資産・負債差額（一国全体では対外純資

産）の合計値であるが、正味資産の大部分は非金融資産

が占めることから、非金融資産の推移を見てみよう 47。

図５－３が非金融資産の平成 23 年基準（平成 27 年度年

次推計）及び平成 17 年度基準（平成 26 年度年次推計）

47 実際、対外純資産については、「本邦対外資産負債残高」を基礎統計としており、今回の基準改定によってはほとんど改定がなされて

いない。
48 「住宅の改定差」には、不動産仲介手数料の資本化以外の要因（推計の精緻化等）を含む点に注意が必要である。

における推移を示したものであるが、これを見ると、概

ね正味資産と同額だけ 23 年基準が上方にスライドして

おり、その改定要因の大半がＲ＆Ｄ資産であることが分

かる。また、防衛装備品や、住宅の改定差も上方改定に

寄与しており、後者は住宅関連の不動産仲介手数料を固

定資産へ計上したことが影響している 48。これらはいず

れも 2008SNA により取り扱いに変更があった項目、す

なわち、研究開発、防衛装備品及び不動産仲介手数料の

固定資産への計上による影響であり、正味資産の上方改

定要因の大半が 2008SNA に対応したことによるもので

あると言える。

（４）対外純資産の動向

続いて、対外純資産の動きについて見てみよう。対外

純資産は、1994 年以降、概ね右肩上がりで残高を増加

させており、特に 2011 年から 2014 年までは 4 年連続で

図５－２　正味資産（国富）の推移

図５－３　非金融資産の推移

（単位：兆円）

（単位：兆円）
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残高を積み増している。一方で、2015 年は 5 年ぶりに

前年から対外純資産額が減少となった。

ストック編の資産・負債の前年からの変化額は、実際

の取引要因と価格変動を含む調整勘定に分けることがで

きる。ここでは、特に対外純資産の 2014 年末から 2015

年末にかけての変化額について要因分解してみよう。

表５－２は、対外資産と対外負債について、それぞれ

の 2014 年末から 2015 年末にかけての残高及びその変化

分を、取引要因とその他要因に分解したものである。そ

の他要因は、価格変動によるものと、それ以外の要因が

含まれる。これを見ると、対外純資産は、取引としては

16 兆円増えていたものの、その他の要因で 41 兆円減っ

た結果、2015 年末は前年比マイナスとなったことが分

かる。その他の要因の内訳をみると、①対外資産のその

他要因が、現金預金、金融派生商品をはじめとしたほぼ

すべての項目でマイナスとなっていること、②対外負債

の債務証券、持分等のその他要因がプラスとなっている

こと、が要因であることが分かる。①は、2014 暦年末

と 2015 暦年末で、特に対ユーロで円高が進んでおり、

これが外貨建て資産の円建てでの減価につながったもの

と考えられる。また、②は、主に国内株式の価格が上昇

したことから、海外投資家の保有する株式が増価したこ

とが原因であると考えられる。

表５－３　為替レートの推移（暦年末）
（単位：ドル / 円、ユーロ / 円）

2011年末 2012年末 2013年末 2014年末 2015年末

ドル 77.57 86.32 105.37 119.80 120.42

ユーロ 100.37 113.89 145.32 145.45 131.10

（出典：日本銀行、ECB）

表５－４　株価の推移（暦年末）
（単位：円）

2011年末 2012年末 2013年末 2014年末 2015年末

日経平均 10395.2 16291.3 17450.8 19033.7 19114.4

（日経平均株価）

図５－４　対外純資産の推移

表５－２　2015 暦年における対外資産・負債の変動要因
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（単位：兆円）

取引 その他 取引 その他

外貨準備高 151 0 -2 149 外貨準備高 2 0 0 2

現金・預金 4 11 -12 3 現金・預金 8 1 0 9

貸出 130 -4 0 127 借入 156 1 1 158

金融派生商品 36 0 -6 31 金融派生商品 45 0 -8 37

その他 635 37 -4 668 債務証券、持分等 336 20 23 379

その他 45 6 0 51

対外純資産 363 16 -41 339

合計 957 44 -24 977 合計 957 44 -24 977

2015
変動要因 変動要因

対外資産 対外負債

2014 20142015
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コラム２　国際収支関連統計からみた対外純資産のストックとフローの関係

表５－２では、対外資産及び負債の変動を、取引要因とその他の要因に分割して分析した。しかし、「その他」

の要因は、一括りに分類するには多様な内容が含まれている。国民経済計算においてその他の要因をつぶさに分

割することは困難であるが、国民経済計算の基礎統計である、国際収支統計及び本邦対外資産負債残高に立ち返

ってみることで、その他の要因を、為替変動による要因と、それ以外に分けて要因をみることができる。具体的

には、本邦対外資産負債残高において、増減要因の試算が公表されている。

当該表を見るにあたって一点注意しなければならないのは、当該表の取引フローは、国際収支統計の金融収支

の値がそのまま入っているため、国際収支統計上の誤差脱漏を含む値となっている点である。具体的には、当該

表では 2014 年から 2015 年にかけての取引フローが 21 兆円となっているが、2015 年における国際収支統計の誤

差脱漏は 5 兆円を含んでいるため、図５－２の同項目の 16 兆円よりも大きくなっていることが分かる。（なお、

今回の年次推計の対象ではないが、2016 年における国際収支統計の誤差脱漏は 9 兆円となっており、動向分析

には一層の注意が必要となっている）。

具体的に同試算値の内訳を見てみると、資産側においては、ほぼすべての項目で為替相場変動によるマイナス

幅が大きくなっており、また、負債側では証券投資のうち株式の為替相場変動以外の要因によるプラス幅が大き

くなっていることが見て取れる。当該内容からも、本論の表５－２における分析と整合的な結果が見て取れる。

参考図５－１　本邦対外資産負債残高増減要因（試算）（暦年）

資産 負債

2014
変動要因

2015 2014
変動要因

2015
取引 為替変動 その他 取引 為替変動 その他

直接投資 142 16 -5 -1 152 直接投資 24 0 0 0 24 
証券投資 410 37 -11 -13 423 証券投資 285 21 0 15 321 
金融派生商品 56 -16 0 5 45 うち株式 168 2 0 15 185 
その他投資 183 -5 0 3 180 金融派生商品 60 -18 0 4 46 
外貨準備 151 1 -2 -1 149 その他投資 211 8 1 -1 219 

純資産 363 21 -18 -27 339 
合計 942 32 17 -8 949 合計 942 32 -17 -8 949 

（出典：財務省）

参考図５－２　国際収支の動向（暦年）

2014 2015 2016
経常収支 2.6 16.4 20.6 

貿易・サービス収支 -13.5 -2.3 4.6 
第 1 次所得収支 18.1 20.7 18.1 
第 2 次所得収支 -2.0 -1.9 -2.1 

資本移転収支 -0.2 -0.3 -0.7 
金融収支 5.5 21.1 28.9 
誤差脱漏 3.1 5.0 9.0 

（出典：日本銀行）
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まとめ

本稿では、JSNA の平成 23 年基準改定の概略及び平

成 27 年度国民経済計算年次推計の主要な結果を解説し

た。SNA は体系自体が非常に複雑であり、統計利用者

がこれらの情報を活用するのは必ずしも平易ではないな

か、これに加え、平成 27 年度国民経済計算年次推計で

は最新の国際基準である 2008SNA の反映が行われたこ

とから、その複雑さはより増しており、結果を解釈し、

分析等に活用することは、以前より一層困難さを増して

いる。こうした状況において、国際基準の変更内容をは

じめとした SNA に最も詳しい立場にある、JSNA の推

計担当者が、基準改定の概要とともに、年次推計結果の

背景等をトピック的に統計利用者にできる限り丁寧に説

明していくことは重要なことであると考えており、本稿

がわずかでもその役に立つことを期待したい。
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国民経済計算の平成 23 年基準改定の概要について 
～ 2008SNA への対応を中心に～

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部

1 本稿は、平成 28 年 9 月 15 日に公表した「国民経済計算の平成 23 年基準改定に向けて」の内容を解説しつつ、補足的な情報も加えた

ものであり、同資料（以下の URL を参照）もあわせて参照いただきたい。

 http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/2008sna/pdf/20160915_2008sna.pdf 
2 前回の基準改定は、平成 23 年度に実施し、「平成 17 年産業連関表」を取り込んだ「平成 17 年基準改定」。

 基準改定により、名目値＝実質値となる（つまり、デフレーター＝ 100）となる年次（一般に、参照年というが、本慣例上、JSNA では

「基準年」と呼ぶ。）も更新され、現在の 2005 年（平成 17 年）から 2011 年（平成 23 年）となる。
3 内閣府経済社会総合研究所「基本計画の工程表及びプロジェクトチームの基本的考え方」
4 内閣府「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」（平成 25 年 3 月～平成 26 年 7 月）。なお、同研究会における資料、議事要旨につ

いては以下の内閣府ウェブサイトを参照されたい。

 http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/kenkyu/setsumei_top.html
5 この間、JSNA と密接不可分な基礎統計である、「国際収支統計」（財務省・日本銀行）や「資金循環統計」（日本銀行）においても、

2008SNA と整合的な形での大規模な改定が行われている。具体的には、JSNA の海外勘定（居住者と非居住者の取引やポジション等を

記録）の基礎統計である「国際収支統計」については、平成 26 年 3 月に、2008SNA と整合的な国際収支統計の国際基準である「国際

収支マニュアル第 6 版（BPM6）」に準拠する改定が行われた。また、JSNA の金融面のフローやストックの基礎統計である「資金循環

統計」については、本年（平成 28 年）3 月に、2008SNA の概念を取り入れた改定が実施されている。後述するように、JSNA の平成 23
年基準改定では、これらの改定された基礎統計を取り込むこととなる。

１ はじめに1

国民経済計算（以下、SNA という。）は、一国の経済

について生産・分配・支出という経常取引から、資産・

負債の取引、ストック残高に至るまで、包括的、整合的、

統合的に記録する統計であり、国際連合で加盟国合意の

下で採択された基準に基づき、各国政府（ないし政府関

係機関）において作成されている統計である。我が国の

国民経済計算（以下、JSNA という。）は、内閣府（平

成 12 年以前は経済企画庁）において昭和 41 年以降作成

されており、平成 12 年以降は、「1993SNA」と呼ばれる

国際基準に準拠している。

SNA の国際基準については、経済・金融環境の変化

に対応する形で、不定期に更新・改定が行われている。

その最新のものとして、平成 21 年 2 月には国連におい

て「2008SNA」が採択されており、米国や欧州各国とい

った主要先進国では過去数年のうちに 2008SNA への対

応を図っている。我が国においては、約 5 年に 1 度作成

される「産業連関表」（総務省等）や「国勢統計」（総務

省）、「住宅・土地統計」（総務省）といった大規模かつ

詳細な基礎統計を取り込み過去の計数を再推計する「基

準改定」と呼ばれる作業を約 5 年おきに行っているが 2、

次回の基準改定－具体的には「平成 23 年産業連関表」（平

成 27 年 6 月に確報公表）を取り込み、平成 28 年末以降

の公表を予定している「平成 23 年基準改定」－の機会に、

2008SNA への対応を行う予定としている。

ここに至る経緯を簡単に整理すると以下のとおりとな

る。まず、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（統

計委員会における諮問・答申を経て平成 21 年 3 月に閣

議決定された、いわゆる第 I 期基本計画）を踏まえ、内

閣府経済社会総合研究所より、平成 23 年 3 月に、同計

画に掲げられた JSNA の整備・改善に係る施策の工程表

が公表されたが、その中で、2008SNA 導入について平

成 17 年基準改定の「次」の基準改定時（すなわち本年

末予定の平成 23 年基準改定時）に実施することが位置

付けられた 3。これを踏まえる形で、2008SNA に掲げら

れた各事項（1993SNA からの変更・明確化事項）への

対応に係る方針について、有識者を交えた内閣府の研究

会 4 を通じて具体的な検討が行われた。その間、平成 26

年 3 月閣議決定の「公的統計の整備に関する基本的な計

画」（いわゆる第 II 期基本計画）において、JSNA の基

準改定を行う平成 28 年度末までに 2008SNA への移行を

行うことが施策として掲げられ、さらに、平成 26 年 9

月から平成 27 年 3 月にかけては、統計委員会（及び同

国民経済計算部会）において、JSNA の基準改定におけ

る 2008SNA 対応の方針について審議された。この結果

として、平成 27 年 3 月には、統計委員会より「国民経

済計算の作成基準の変更について」として答申が得られ

たところである 5。

2008SNA への対応を含む JSNA の平成 23 年基準改定

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 161 号　2017 年］

本稿は、平成28年9月30日に公表した論文を季刊国民

経済計算No.161掲載論文として再掲したものである
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は、その内容が多岐にわたるものであり、後述するよう

に、研究・開発（R&D）が新たに総固定資本形成に計

上されることにより国内総生産（GDP）に大きな影響が

あるなど、JSNA の見方・使い方を少なからず変更する

ものとなる。このように、約 16 年振りとなる国際基準

対応を含む大規模な改定を控える中で、本稿では、統計

利用者の利便性に資する観点から、平成 23 年基準改定

の概要として、2008SNA 対応による変更事項を中心に

解説を行うことを目的とする。第 2 節では、2008SNA

に概要と諸外国の状況について概観し、第 3 節では、

JSNA の次回基準改定における 2008SNA への対応方針

について主だった事項を中心に概略を述べる。第 4 節で

は、2008SNA 対応以外の次回基準改定における変更事

項について簡単に触れ、第 5 節は、前二節の議論をまと

める形で、基準改定による基準年（平成 23（2011）年）6

における名目 GDP 水準やその内訳項目への定量的な影

響（現時点の暫定値）について見る。第 6 節はまとめと

する。

２ 2008SNAと諸外国の対応状況

SNA の国際基準は、第 2 次世界大戦後、国際連合で

とりまとめられた「1953SNA」をはじめとして、

「1968SNA」、「1993SNA」を経て、「2008SNA」で 4 つ目

となる。1953SNA から 1968SNA へは、従前のフロー（国

民所得統計）のみの体系からストックを含む包括的な体

系への拡充、1968SNA から 1993SNA へは、勘定体系の

詳細化や現物社会移転、無形固定資産の導入等が行われ

ており、2008SNA では、一つ前の国際基準である

1993SNA に立脚しながら、90 年代以降の経済・金融環

境の変化を織り込むなど、60 超の事項について概念・

定義の変更や明確化が行われている。また、2008SNA

では、国際収支マニュアル（BPM）等の関連する他の

統計に係る国際基準との整合性がより図られるとともに、

国際会計基準（IAS）との親和性も意識されたものとな

っている。

2008SNA における 1993SNA からの変更・明確化事項

は多数に上るが、主には以下の 4 つの分野に集約される。

第一は、非金融資産の範囲の拡張等であり、具体的には、

R&D や兵器システムに対する支出を総固定資本形成等

に記録するとともに、その蓄積を固定資産等のストック

として計上すること（以下、資本化と呼ぶ。）が含まれる。

また、固定資産の内訳として、生産活動における知識ス

6 以下で、推計対象年のことを指す場合は、全て西暦で表現する。

トックの重要性の高まりを反映して、従来の「無形固定

資産」に代わり、R&D を含む「知的財産生産物」が位

置付けられている。

第二は、金融分野のより精緻な記録である。具体的に

は、90 年代以降の金融商品・活動の多様化・発展や

IAS 改定に対応して、金融資産の内訳分類や金融機関の

内訳部門を改定するとともに、雇用者ストックオプショ

ンを新たに記録することや、IAS と整合的に確定給付型

の企業年金等に係る年金受給権を厳格に発生主義に基づ

いて記録すること等が含まれている。

第三は、一般政府や公的企業に係る取扱いの精緻化で

ある。具体的には、各種機関の一般政府や公的企業への

分類基準が明確化されるとともに、一般政府と公的企業

との間の例外的な資金の受払の取扱いの精緻化等が含ま

れている。また、中央銀行の産出額の明確化もこの範疇

に位置づけられる。

第四は、経済のグローバル化への対応である。具体的

には、国際的な分業など企業の経済活動のグローバル化

が進行する中で、国際収支に係る最新の国際基準である

BPM 第 6 版（BPM6）と整合的な形で、財貨・サービス

の輸出入を記録する等の変更が行われている。

2008SNA への主要先進国の対応状況をみると、欧米

をはじめ多くの主要先進国で既に対応済みとなっている。

具体的には、平成 21 年末に豪州が各国に先駆けて対応

したほか、平成 24 年秋にはカナダが一部対応を実施し

た。また、平成 25 年夏には米国が国民所得生産勘定

（NIPA）において 2008SNA の主要項目を取り入れた。

また、EU 加盟国は、平成 26 年秋にかけて、2008SNA

の欧州版である ESA2010 に対応した。

既に 2008SNA に対応している諸外国では、R&D の資

本化をはじめ GDP 水準に影響がある事項については積

極的に対応している。国際基準への対応に伴う名目

GDP 水準への影響としては、改定前 GDP 比でみて、主

要先進国の平均では＋2% 台半ば、レンジでは＋1 ～ 5%

台とされている（図表１。各国のより詳細状況について

は、多田（2015）を参照）。この影響の大宗は、R&D の

資本化によるものであり、平均では＋2% 弱、レンジと

しては＋0.5 ～ 4％程度となっている。

３ 次回基準改定における2008SNAへの対応

本節では、平成 28 年末以降予定している次回の平成

23 年基準改定に際して対応する予定の 2008SNA の主な
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事項として、R&D の資本化、これに伴う特許等サービ

スの扱いの変更、防衛装備品の資本化、所有権移転費用

の扱いの精緻化、中央銀行の産出額の明確化、雇用者ス

トックオプションの記録、企業年金受給権の記録の変更、

一般政府と公的企業との間の例外的支払の精緻化、国際

収支統計との整合性向上といった事項について、その対

応方針の概要を示す。なお、政府諸機関の分類基準の明

確化など 2008SNA の一部事項については、平成 23 年度

に実施された平成 17 年基準改定の際に既に対応済とな

っている点に留意されたい。

図表１　諸外国における 2008SNA 対応（GDP 水準への影響）

1.4  
（出所）多田（2015）より。

国際基準対応要因

名目GDP水準への影響

その他

統計的要因うちR&D
2010年アイスランド 2014年 5.5 1.4 1.4 4.1
2010年アイルランド 2014年 4.2 3.6 3.5 0.6

イスラエル 2012年 2013年 6.4 2.3 2.2 4.1
イタリア 2010年 2014年 3.4 1.5 1.3
英国

1.9
2010年 2014年 4.9 2.3 1.6 2.6

エストニア 2010年 2014年 1.2 1.4 0.9 -0.2
オーストラリア 2009年2007-08年度 4.4 1.7 1.4 2.7
オーストリア 2010年 2014年 3.2 3.7 2.3 -0.6
オランダ 2010年 2014年 7.6 1.7 1.8 5.9
カナダ 2010年 2012年 2.5 1.7 1.3
韓国

0.8
2010年 2014年 7.8 5.1 3.6 2.7

ギリシャ 2010年 2014年 1.8 1.3 0.6 0.6
スイス 2011年 2014年 5.7 3.5 3.2 2.2

2010年スウェーデン 2014年 5.5 4.4 4.0 1.1
スペイン 2010年 2014年 3.3 1.6 1.2 1.7

2010年スロバキア 2014年 1.9 1.8 0.6 0.1
スロベニア 2010年 2014年 2.1 2.0 1.9 0.1
チェコ 2010年 2014年 4.3 3.1 1.2 1.2

デンマーク 2008年 2014年 2.5 2.7 2.6
ドイツ

-0.2
2010年 2014年 3.3 2.7 2.3 0.6
2010年ニュージーランド 2014年 1.2 1.3 1.1 -0.1

ノルウェー 2011年 2014年 1.5 1.7 1.4 -0.2
ハンガリー 2010年 2014年 1.6 1.6 1.2 0.0
フィンランド 2010年 2014年 4.7 4.2 4.0 0.5
フランス 2010年 2014年 3.2 2.4 2.2
米国

0.8
2010年 2013年 3.2 3.1 2.5 0.1

ベルギー 2010年 2014年 2.8 2.5 2.4 0.3
ポーランド 2010年 2014年 1.5 1.2 0.5 0.2
ポルトガル 2010年 2014年 4.1 2.1 1.3 2.0
メキシコ 2008年 2013年 0.9 1.5 1.4 -0.6

2010年 2014年ルクセンブルグ 0.2 1.6 0.5 -1.4
－－OECD平均 3.4 2.3 1.9 1.1

－レンジ － +0.2～+7.8 +1.2～+5.1 +0.5～+4.0 -1.4～+5.9
2010年EU28平均 2014年 3.7 2.3 1.9

国名
対象年

GDP影響
2008SNA

導入年

/ESA2010
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（１）R&D の資本化 7

2008SNA においては、R&D について、知識ストック

を増進させ、それを活用して新たな応用が生まれるよう

にするための創造的作業と位置付けており、R&D への

支出について、何ら経済的便益をもたらさないことが明

らかである場合を除いて、1993SNA のように中間消費

ではなく、総固定資本形成として扱うとともに、その蓄

積の結果であるストックについて固定資産として記録す

ることを求めている。

これに対して、1993SNA に準拠している現行 JSNA

における R&D の取扱いは以下のとおりとなっている。

すなわち、R&D を実施する主体に応じて、①市場生産

者のうち R&D を主活動とする研究機関分、②市場生産

者による R&D のうち副次的に行われる企業内研究開発

分、③非市場生産者分（一般政府や対家計民間非営利団

体）に分けて考えると、まず①については、現行 JSNA

でも財貨・サービスの一形態として R&D の産出額は計

測されており、その主な需要先としては中間消費となっ

ている。次に、②については、各生産者にとっての生産

費用（雇用者報酬や中間投入等）には R&D に要した費

用（例えば、研究員の人件費）が内包されている一方で、

これらに見合う R&D としての産出額は記録されていな

い（よって、需要としても記録されていない）。また、

③について、SNA の枠組みにおいて生産費用の合計に

より計測される非市場生産者の産出額には、R&D に要

した費用相当分も内包されているが、これを R&D の産

出額という形で明示的には認識しておらず、その需要先

としては非市場生産者の自己最終消費支出（例えば、一

7 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2015a）、小林（2016）、守屋（2017）も参照。
8 「科学技術研究統計」における人件費が相当。ただし、同統計における大学等の人件費は、研究分のほか教育分も含むので、「大学等に

おけるフルタイム換算に関する調査」（文部科学省）を用いて研究専従分を抽出する。
9 「科学技術研究統計」における原材料費、リース料、その他の経費が相当。なお、生産に課される税は、同統計上、その他の経費に含

まれている。
10 決算書等から推計される研究機関向けの補助金。生産に課される税については、脚注 9 を参照。
11 「科学技術研究統計」における固定資産の購入費をもとに、恒久棚卸法により SNA 概念の時価の固定資本減耗を推計して使用。
12 「科学技術研究統計」における研究開発を実施している企業相当の売上高営業利益率等を用いて推計。

般政府の場合、政府最終消費支出）に含まれる形となっ

ている（図表２）。

一方、次回基準では、2008SNA を踏まえ、まず R&D

の産出額をより広範・明示的な形で計測する。具体的に

は、①（市場生産者研究機関分）に加え、②（企業内研

究開発分）の R&D 産出額を計測するとともに、③（非

市場生産者分）の R&D 産出額を明示的に認識すること

になる（図表２）。R&D の産出額については、各国にお

ける取扱いと同様に、研究開発に係る統計データ収集に

係る OECD のガイドライン（いわゆるフラスカティ・

マニュアル）に準拠した「科学技術研究統計」（総務省）

等をもとに、R&D 活動に要した生産費用の総額により

計測する（下式参照）。ここで、市場生産者による R&D

産出額には、これを市場価格相当で評価する観点から、

原則として、産出に使用した固定資産の収益分をマーク

アップとして加算する。

R&D 産出額＝ R&D 活動に要した生産費用の総額

　　　　　 ＝ 雇用者報酬 8 ＋中間投入 9 ＋生産に課さ

れる税（控除）補助金 10 ＋固定資本減

耗 11 ＋固定資本収益（純）12

次に、R&D への支出については総固定資本形成とし

て扱い、その蓄積を固定資産（知的財産生産物）として

記録する（図表２）。ここで、経済的便益をもたらさな

いような R&D（失敗分）については、2008SNA の原理

原則からすれば資本化の対象とはならないとも考えられ

るが、それを特定することは一般に困難であり、

図表２　R&D の資本化（平成 17 年基準と平成 23 年基準の比較）

平成17年基準（1993SNA準拠）

市場生産者分

研究機関

平成23年基準（2008SNA準拠）

R&D産出額を記録

主な需要先は中間消費

企業内研究開発

R&D産出額を記録

主な需要先は総固定資本形成

R&D産出額を記録せず
（一方、R&Dの費用は各種生産費用に内包）

R&D産出額を新たに記録

主な需要先は総固定資本形成

全体の産出額に内包（非市場生産者の産出額

は費用積上げで計測）

主な需要先は（自己）最終消費支出

非市場生産者分（大学、
国立研究開発法人等）

R&D産出額を明示的に記録

主な需要先は総固定資本形成
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2008SNA においても、慣行上、失敗分の R&D を含めて

その価値を計測することを認めていることや、諸外国の

取扱いと整合的に、全ての R&D を資本化の対象にする。

一国全体の R&D の総固定資本形成は、R&D 産出額に、

「国際収支統計」から捕捉される研究開発サービスの純

輸入額（輸入－輸出）を加えたものとなる。

R&D 総固定資本形成＝  R&D 産出額＋研究開発サー

ビスの純輸入額

また、R&D を固定資産として計上するに当たり、他

の固定資産と同様に恒久棚卸法（PIM）の下、定率法を

採用し、推計を行う。R&D 資産の償却率としては、

R&D の大宗を占める製造業について、産業毎の生産技

術・知識に関する陳腐化のスピードがそれぞれ所有する

産業用機械の償却率に反映されるという考え方の下、設

定する 13。これにより、平均使用年数に換算すると、製

造業では 9 ～ 15 年程度となる。その他の生産者分につ

いては、国際的にも一般的な平均使用年数（10 年）を

想定して償却率を設定する 14。また、実質化に必要なデ

フレーターについては、諸外国と同様、賃金指数や原材

料費等のインプットベースで計測する。

R&D の資本化は、他の主要諸国でもそうであるよう

に、GDP 水準に大きな影響を与える要素である。ここ

では、研究開発の実施主体別に、かつ GDP の三面ごとに、

その影響経路を定性的に整理する。まず①の市場生産者

の研究機関分については以下のとおりとなる 15。

・ 生産面：研究機関により産出される R&D を購入す

る各生産者の中間投入が R&D 分減少することによ

り、GDP 水準が増加

・ 分配面：上記の各生産者の営業余剰・混合所得（総）

が R&D 分増加することにより、GDP 水準が増加

・ 支出面：総固定資本形成が R&D 分増加することに

より、GDP 水準が増加

次に、②の企業内研究開発分については、以下のとお

りとなる。

・ 生産面：副次的に R&D を行う各生産者の産出額が

R&D 分増加することにより、GDP 水準が増加

・ 分配面：上記の各生産者の営業余剰・混合所得（総）

13 なお、医薬品製造業が含まれる化学は、特許期間を踏まえ、諸外国と同様に長めの償却期間を設定する予定。
14 R&D を含め平成 23 年基準の固定資産推計における償却率の考え方については、須賀（2017）を参照。
15 以下の議論においては、研究開発サービスの純輸入分は捨象し、産出額分に絞って議論する。なお、研究開発サービスの純輸入分につ

いては、企業内研究開発を行う各市場生産者の総固定資本形成として記録される予定。
16 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2015a）、小林（2014）、小林（2016）、守屋（2017）も参照。
17 1993SNA では、非生産資産である特許を源泉に、特許使用料という形でサービスが生産されるという位置づけになっている点で、体系

内に一定の非整合性があったことになる。

が R&D 分増加することにより、GDP 水準が増加

・ 支出面：総固定資本形成が R&D 分増加することに

より、GDP 水準が増加

最後に、③の非市場生産者分については、以下のとお

りとなる。

・ 分配面：固定資本減耗が、新たに計上される R&D

固定資産から発生する分だけ増加し、GDP 水準が

増加

・ 生産面：R&D 活動を行う非市場生産者の産出額が、

R&D 固定資産から発生する減耗分だけ増加し、

GDP 水準が増加

・ 支出面：総固定資本形成が R&D 産出額分増加する

一方、非市場生産者の自己消費としての最終消費支

出が同額分減少するが、これに加えて、後者（最終

消費支出）は、新たに計上される R&D 固定資産か

ら発生する減耗分だけ増加するため、結果として、

GDP 水準としては、R&D 固定資産から発生する減

耗分増加

（２）特許等サービスの記録の変更 16

R&Dの資本化に伴い、1993SNAでは「無形非生産資産」

と位置付けていた特許実体について、2008SNA では

R&D の成果として「知的財産生産物」（研究・開発）に

内包される扱いとなっている。また、ライセンス下で使

用が許諾される場合、ライセンシーからライセンサーへ

の使用料の支払は、支払形態等に応じて、サービスの支

払（中間消費）か資産取得に対する支払（総固定資本形

成）に記録されるとしている（1993SNA ではサービス

の支払（中間消費）と位置づけ 17）。

現行の JSNA では、特許権は無形非生産資産として扱

うとともに、その使用料については財産所得の受払と位

置付けている。これに対し、次回基準改定では、R&D

の資本化に対応することに伴い、特許実体は R&D とい

う固定資産に含まれるものとして扱うとともに、その使

用料の支払については、サービスの支払として扱う（こ

れを「特許等サービス」と呼ぶ）。なお、サービスの支

払か資産の取得に対する支払かを分ける情報がないこと

から全て前者として扱う。

この取扱いの変更により GDP 水準に影響が生じる。
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ここで、国内で産出された特許等サービスは、海外から

の使用料の受取分（X）と国内からの使用料の受取分（A）

に、同サービスの居住者による消費は、海外に対する使

用料の支払い分（M）と国内への使用料の支払い分（B）

から成る。ここで、国内からの受取（A）と国内への支

払は同値（B）であり、ここでは、便宜的に双方ともに

A と表す（A は国内で産出された特許等サービスの国内

消費分）。このため、特許等サービスというサービスの

供給と需要という観点では、以下の恒等式が成り立つ。

（A＋X） ＋ M ＝（A＋M）＋ X
国内産出 輸入 中間消費 輸出

これを踏まえると、三面からみた本事項の名目 GDP

への影響経路は以下のように整理でき、特許等サービス

の純輸出分が GDP 水準の増加に影響することが分かる。

ここで、特許等サービスの輸出入分は、「国際収支統計」

における産業財産権等使用料の受払を活用する（国内取

引分については「経済産業省企業活動基本調査」におけ

る技術取引額を活用する）。なお、GNI（国民総所得）

については、従前、海外からの所得の純受取と記録して

いた特許等サービスの受払分が、財貨・サービスの純輸

出に振り替えられるため影響はない。

・ 生産面：産出額が（A＋X）、中間投入が（A＋M）

増加し、結果（X－M）だけ GDP 水準が増加

・ 分配面：営業余剰・混合所得（総）（かつ営業余剰・

混合所得（純））が（X－M）だけ増加し、GDP 水

準が増加

・ 支出面：財貨・サービスの輸出が X、同輸入が M

増加し、結果（X－M）だけ GDP 水準が増加

（３）防衛装備品の資本化 18

2008SNA においては、戦車や艦艇等の兵器システム

は、政府による防衛サービスの生産に継続して使用され

るものとして、これに対する支出を 1993SNA のように

一般政府による中間消費ではなく、総固定資本形成とし

て記録し、その蓄積を固定資産として記録されるとして

いる。また、1 回限り使用される弾薬等について、その

増減分を中間消費ではなく在庫変動として扱うこととさ

れている。

現行 JSNA では、防衛省による戦車や艦艇、弾薬とい

った防衛装備品への支出は、一般政府の中間投入に計上

されている（生産費用の合計で計測される政府の産出額

18 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2015a）のほか、田原（2015）、守屋（2016）も参照。
19 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2015a）、田原・須賀（2015）も参照。

を構成し、その需要先として政府最終消費支出に内包）。

これに対し、次回基準改定では、2008SNA の取扱いを

踏まえ、決算情報や製造業関連の各種基礎統計等を活用

して、1 回限り使用される弾薬類の純増分は一般政府に

よる在庫変動に、1 年以上にわたり使用される戦車や艦

艇等への支出は一般政府による「防衛装備品」の総固定

資本形成として記録する。

防衛装備品を固定資産に計上するに際しては、他の固

定資産と同様に PIM により、定率法の下、推計を行う。

償却率の計算に際しては、防衛省資料等をもとに想定さ

れる資産としての使用年数と整合的な償却率を設定する。

具体的には、平均使用年数で見た場合、財ごとに 15 ～

35 年を想定する。

本事項の導入による GDP 水準への影響について、ま

ず防衛装備品のうち在庫に記録される分（弾薬類の純増

分）については、従前の政府による中間消費（最終消費

支出を構成）が政府による在庫変動に振り替えられるの

みであり、影響がない。一方、総固定資本形成に計上さ

れることになる戦車や艦艇等の購入費については、三面

ごとに以下のような経路で GDP 水準に影響を与える。

・ 分配面：固定資本減耗が、新たに政府の固定資産に

計上される防衛装備品から発生する固定資本減耗分

だけ増加し、GDP 水準が増加

・ 生産面：政府の産出額（生産費用の合計で計測）、

中間投入がともに防衛装備品の購入費分減少する一

方で、新たに計測される防衛装備品の固定資産から

発生する固定資本減耗分だけ産出額が増加し、GDP

水準が増加

・ 支出面：総固定資本形成が防衛装備品購入費分だけ

増加する一方、政府の自己消費としての最終消費支

出が同額分減少するが、さらに、後者が、防衛装備

品の固定資産から発生する減耗分増加するため、結

果として、GDP 水準は、防衛装備品の固定資産か

ら発生する減耗分増加

（４）所有権移転費用の取扱いの精緻化 19

1993SNA では、資産の取得に係る所有権移転費用を

その発生時に総固定資本形成として記録するとともに、

その固定資本減耗は、所有権移転の対象となる資産の（資

産寿命としての）使用年数にわたって記録される扱いで

あった。これに対し、2008SNA では、資産の取得及び

処分に係る所有権移転費用をその発生時に総固定資本形
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成として記録するとともに、これに係る固定資本減耗を、

原則として、対象となる資産の取得後、取得者が当該資

産を保有すると予想される期間をかけて記録されること

としている。

現行 JSNA では、国際基準において所有権移転費用に

相当するもののうち、対象資産の設置費用や商業・輸送

費は総固定資本形成に含まれ、対象資産の使用年数にわ

たって固定資本減耗として償却させている一方、その他

の所有権移転費用については総固定資本形成としては扱

っていない。これに対し、次回基準改定においては、所

有権移転費用のうち住宅・宅地の売買に関する不動産仲

介手数料を新たに総固定資本形成（従前は中間消費）と

して記録する（なお、その他の所有権移転費用について

は、基礎統計の制約から総固定資本形成としての計上を

見送る）。また、所有権移転費用の固定資本減耗に関して、

設置費用や商業・輸送費については、それぞれ対象資産

と一体的にその使用年数にわたって記録する一方、新た

に資本化する住宅等の不動産仲介手数料分の固定資本減

耗については、2008SNA を踏まえ、各種基礎統計を基

に設定される同一所有者の平均的な保有年数を考慮して、

定率法により記録する。20

本事項による名目 GDP 水準への影響経路については

以下のとおりである。

・ 生産面：中間投入が新たに資本化する不動産仲介手

数料分だけ減少し、GDP 水準が増加

・ 分配面：営業余剰・混合所得（総）が同手数料分増

加し、GDP 水準が増加

・ 支出面：総固定資本形成が同手数料分増加し、GDP

水準が増加

（５）中央銀行の産出額の明確化 21

中央銀行の生み出す産出額については、1993SNA で

は受取手数料や金融仲介サービス（FISIM）として計測

するとされ、計測が困難な場合は生産費用の合計で評価

されるとしている 22 のみで明確な指針はなかった。これ

に対し、2008SNA では、中央銀行の産出を① FISIM（市

場産出のみ）、②金融政策サービス（非市場産出のみ）、

20 ここで記載したほか、2008SNA では、所有権移転費用の一部として、対象資産の使用年数の終了時に発生する、資産の解体や立地地点

の原状回復に必要な費用である「終末費用」も明示的に認識されることとなっている。これに伴う固定資本減耗については、他の所有

権移転費用と異なり、対象資産の取得後、当該資産の（資産寿命としての）使用年数にわたって記録されることとされている。現行基

準の JSNA では、終末費用について特別な取扱いを行っていないが、次回基準では、2008SNA の趣旨を踏まえ、捕捉可能な原子力発電

施設の解体費用を 2008SNA で言う終末費用として位置づけ、財務諸表における原子力発電施設解体引当金の各年増加額の情報をもとに、

固定資本減耗の記録を行う予定である。
21 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2015a）、吉野・野村（2014）、山崎（2016）も参照。
22 生産費用で計測するというオプションは、1996 年の 1993SNA 一部改訂で示された。
23 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2015a）、日本銀行（2016）も参照。

③金融機関監督等サービス（市場産出、非市場産出があ

りうる）に分け、非市場産出分については、生産費用の

合計で計測し、これを一般政府が最終消費支出するもの

として記録するとともに、一般政府の純貸出（＋）／純借

入（－）に影響しないよう、同額が中央銀行（金融機関）

から一般政府に経常移転されるものと擬制するとされて

いる。

現行 JSNA においては、中央銀行の産出額は、生産費

用の合計として計測し、ここから各種の受取手数料を除

いた部分は金融機関が中間投入したものと扱っている。

これに対して、次回基準改定においては、中央銀行の産

出額については引き続き生産費用の合計で計測し、その

うち受取手数料を除く部分（金融政策サービス等の非市

場産出分）については、一般政府が消費するとともに、

同額が中央銀行から一般政府に経常移転されるものと扱

う。なお、中央銀行の FISIM については、概念上は政

府預金等が該当しうるが、規模が僅少であることや諸外

国の取扱いとの整合性を踏まえ、現行 JSNA と同様引き

続き計測・記録は行わない。

本事項が名目 GDP 水準に与える影響経路は以下のと

おりとなる。

・ 生産面：中間投入は一国全体では不変である一方、

中央銀行の非市場産出分だけ、（生産費用の合計で

計測される）政府の産出額が増加し、GDP 水準が

増加

・ 分配面：営業余剰・混合所得（総）（かつ営業余剰・

混合所得（純））が、中央銀行の非市場産出分増加し、

GDP 水準が増加

・ 支出面：政府最終消費支出が、中央銀行の非市場産

出分増加し、GDP 水準が増加

（６）雇用者ストックオプションの記録 23

企業がその役職員（雇用者）に対して付与する株式の

購入権である「雇用者ストックオプション」（以下、

ESO という。）について、1993SNA では明示的な扱いは

示されていなかったが、2008SNA では、権利付与時点

から権利確定時点までの期間（行使待ち期間）について
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は ESO の価値を雇用者報酬（賃金・俸給）に記録する

とともに、同額を家計の金融資産、雇主企業の負債とし

て記録し、権利確定時点から権利行使時点の期間（行使

可能期間）は、「金融派生商品及び雇用者ストックオプ

ション」という金融資産に振り替えた上で、家計の資産、

雇主企業の負債として記録することとしている。

現行 JSNA では、1993SNA に準拠しており、ESO に

ついては記録していない。これに対し、JSNA の次回基

準改定においては、平成 28 年 3 月に行われた「資金循

環統計」の見直しと整合的に、2008SNA の勧告に沿っ

た ESO の記録を行うこととしている。具体的には、「法

人企業統計」（財務省）における「新株予約権」の情報

等をもとに、行使待ち期間については、権利付与額を家

計の雇用者報酬受取と金融資産（その他の金融資産）に、

行使可能期間については、金融資産をその他の金融資産

から「金融派生商品・雇用者ストックオプション」に振

り替えて記録する。

本事項の導入により、雇用者報酬や金融資産・負債は

僅かに変化するが、GDP 水準への影響はない（雇用者

報酬が変化した分は、営業余剰・混合所得（純）の変化

により相殺される）。

（７）企業年金受給権の記録の変更 24

企業年金のような雇用関係をベースにした社会保険

（社会保障制度ではない企業年金等）に係る記録につい

て、2008SNA では発生主義を貫徹することが求められ

ている。具体的には、いわゆる確定給付型の制度につい

て、ストック面では、①「年金受給権」として、雇主企

業が雇用者（家計）に約束した将来の給付額の割引現在

価値を制度運用者である年金基金の負債、家計の資産に

計上し、②年金基金の年金受給権負債と運用資産の差額

を「年金基金の対年金責任者債権」として年金基金の資

産、制度に責任を持つ雇主企業の負債に記録するとされ

ている。またフロー面として、③「雇主の社会負担」（雇

用者報酬の一部）について、当期に雇用者が追加的に勤

務したことへの対価としての受給権の増分（現在勤務増

分）を記録するとともに、④年金基金から家計への財産

所得（年金受給権に係る投資所得）、及びこれと同額を

記録する家計から年金基金への社会負担（家計の追加社

会負担）について、一期前の年金受給権残高に割引率を

24 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2015a）、日本銀行（2016）、中尾（2017）も参照。
25 金融資産・負債項目としては「その他の金融資産・負債」の「未収金・未払金等」に含まれている。
26 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2015a）、山崎（2016）も参照。
27 個々の債務者の債務不履行の可能性を推定することは不可能であるが、類似する債務をまとめて考えると、そのうちどの程度が債務不

履行になるかという可能性を推定することが可能となるようなもので、同一の方針に沿って多数発行される保証が該当。

乗じた概念上の利子額（過去勤務増分）を記録すること

等が示されている。

現行の JSNA では、2008SNA が想定する確定給付型

制度として「退職給付に関する会計基準」の対象となる

制度（すなわち確定給付型の企業年金、退職一時金）に

関して、ストック面（①②）では、平成 28 年 3 月の見

直し前の「資金循環統計」と整合的に、上場企業等に限

定して発生主義により年金受給権や積立不足分 25を計上

していたが、平成 23 年基準においては、平成 28 年 3 月

の見直し後の「資金循環統計」と同様、上場企業のみな

らず一国ベースの年金受給権を推計・記録するとともに、

同様に推計された積立不足相当分を「年金基金の対年金

責任者債権」として明示的に記録することになる（現行

では積立不足相当分は、「未収金・未払金等」に含まれ

ている）。一方、フロー面（③④）については、現行基

準では、「雇主の社会負担」には実際の掛金支払額が、

財産所得等には年金基金の運用資産からの実際の収益が

記録されており、発生主義による記録がなされていない。

これに対し、平成 23 年基準では 2008SNA を踏まえ、ス

トック面とも整合を図る形で、企業会計情報（勤務費用、

利息費用）をもとに、「雇主の社会負担」や財産所得（「年

金受給権に係る投資所得」）、社会負担（「家計の追加社

会負担」）の記録を行う。

本事項の導入により、雇主の社会負担（雇用者報酬の

一部）や財産所得、金融資産・負債等はそれぞれ変化す

るが、GDP 水準への影響はない（雇用者報酬が変化し

た分は、営業余剰・混合所得（純）の変化により相殺さ

れる）。

（８）定型保証の取扱いの精緻化 26

ある債権・債務関係について、債務者が債務不履行に

陥った際に、当該債務の肩代りを行う「保証」について

は、1993SNA では偶発的債務と捉え、金融資産・負債

とは認識せず、関連する取引フローについても明示的な

取扱いはなかった。一方、2008SNA においては、保証

を①金融派生商品の形態をとるもの、②大数の法則が働

くような標準化されたもの（定型保証）27、③偶発性が高

いもの（個別保証）の 3 つに分け、②の定型保証につい

ては、非生命保険と同様に、産出額や消費（保証サービ

ス（保険サービス）の産出と消費）、分配取引（純保証
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料（非生命純保険料）と債務肩代わり（非生命保険金）

の経常移転受払）、及び金融面（定型保証支払引当金の

フローとストック）の記録を行うこととされている。

現行 JSNA では、基礎統計である「資金循環統計」（平

成 28 年 3 月の見直し前）と同様、定型保証について個

別保証と同様、偶発的債務と位置付け、金融面の記録及

び分配取引の記録を行っていない。これに対し、JSNA

の次回基準改定においては、平成28年3月見直し後の「資

金循環統計」と同様、住宅ローン保証や中小企業の信用

保証等を定型保証と位置付け、2008SNA の勧告に沿っ

て保証サービスの産出額や消費、分配取引や定型保証支

払引当金の金融フロー、ストックを記録することとする。

本事項の導入により、金融資産・負債や、生産・中間

投入、各種の経常移転に影響があるが、定型保証のサー

ビス産出額については、需要先としてはそのほとんどが

中間消費に計上されるものであり、GDP 水準への影響

はほぼない。

（９）一般政府と公的企業との間の例外的な支払

一般政府と公的企業との間の例外的な支払（高額で不

定期な支払）、とりわけ公的企業から一般政府へ支払い

が行われる場合について、1993SNA では、公的企業が

法人か準法人（政府の特別会計の一部）かによって当該

支払の記録方法が異なっていたが、2008SNA では、支

払の原資が準備金の取崩しか資産売却による場合、法人

の形態を問わずすべて「持分」という金融資産の引出し

（及び対応する現預金の増加）として、記録することと

している。

現行 JSNA では、公的企業から一般政府への例外的な

支払は、基本的に資本移転として記録し、一般政府の収

支（純貸出／純借入やプライマリーバランス）に影響す

る形となっている。これに対して、次回基準改定におい

ては、例外的な支払を「特別な立法措置がとられるなど

例外的・不定期な支払」であり、「支払の原資が資産の

売却や積立金の取崩しである」ものと定義した上で、こ

れに該当するもの（例えば、2006 年度の財政投融資特

別会計から国債整理基金特別会計への繰入 12 兆円）を、

資本移転ではなく、政府による公的企業に対する持分の

引出し（減少）及びこれと見合いの政府の現預金の増加

という金融取引として記録する。関連して、現行 JSNA

では記録されていない公的企業の負債としての持分（資

産側では一般政府が所有）が新たに記録されることとな

る。

28 このほか、財貨の修理についても、現行基準では財貨の輸出入に含まれているが、次回基準ではサービスの輸出入に含まれることになる。

この例外的な支払の扱いの変更によって GDP 水準へ

の影響等はないが、純貸出（＋）／純借入（－）やプライマ

リーバランスといった一般政府の収支は、例外的支払が

収支として計上されなくなる分、より基調的な動きを把

握できることになる。なお、政府の財政健全化目標で採

用されているプライマリーバランスでは、JSNA の計数

を基にしつつ、こうした支払の大宗は特殊要因として控

除しているため、その点では特段の影響はないと見込ま

れる。

（10）国際収支統計との整合性

2008SNA では、BPM6 と整合的に、財貨の輸出入を

所有権移転の時点で記録するという原則を徹底している。

具体的には、①財貨の加工に関して、加工依頼国（A 国）

と加工請負国（B 国）の間の財貨の往来について、所有

権が移転しない場合、財貨の輸出入ではなく、A 国の B

国への加工賃（サービス）の支払（輸入）として記録す

ることや、②商社のような居住者が、ある非居住者から

国外で財貨を購入し、これを国内に持ち込むことなく別

の非居住者に転売するような仲介貿易について、その売

買差額をサービスの輸出ではなく財貨の輸出として記録

することを勧告している。1993SNA や従前の国際収支

マニュアル（BPM5）では、加工用財貨や仲介貿易は所

有権移転原則の例外として、前者は財貨の輸出入、後者

（売買差額）はサービス輸出となっていた。

現行 JSNA では、加工用財貨や仲介貿易について、

BPM5 準拠の「国際収支統計」の考え方と整合的に記録

しているが、次回基準改定以降は、2008SNA や BPM6

準拠の「国際収支統計」と整合的に支出側 GDP の内訳

である輸出入を記録する。すなわち、加工用財貨に関し

ては、財貨の輸出入ではなく、加工賃（委託加工サービ

ス）の受払をサービスの輸出入として 28、また仲介貿易

については、仲介貿易に関しては売買差額をサービスの

輸出ではなく財貨の輸出としてそれぞれ記録する。ただ

し、詳細な財貨・サービス別や経済活動別の推計では、

基礎資料上の制約があるため、2008SNA への対応が困

難な部分も残ることになる。

なお、本事項への対応により、輸出入において、財貨

とサービスとの間のバランスは変化するが、財貨・サー

ビスを通じた輸出入には影響がなく、よって GDP 水準

への影響はない。
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４ 次回基準改定におけるその他の変更

平成 28 年末以降公表予定の基準改定においては、

2008SNA 対応以外にも様々な変更事項が予定されてい

る。第一に、冒頭に述べたように、「平成 23 年産業連関

表」をはじめとする基礎統計の反映による影響、第二に

は、建設部門の産出額をはじめとする各種の推計手法の

見直し、第三には、各種分類の変更や各事項の計上項目

の変更がある。

（１）各種基礎統計の反映

第一の基礎統計の取込みについて、特に重要なものと

して、最新の「平成 23 年産業連関表」の反映がある（産

業連関表は、対象年（＝基準改定における基準年）の財

貨・サービス別の産出、投入構造を示すものであり、

GDP の水準に影響を与える）。同表は、我が国初となる

「平成 24 年経済センサス‐活動調査」（総務省、経済産

業省）を活用し、最新の経済構造を反映したものとなっ

ており、これを取り込むことで JSNA では従来よりも精

度の高い形で過去を含め計数が再推計されることにな

る 29。また、「産業連関表」に関連して、JSNA の過去の

基準改定では従前取り込んでいなかった「接続産業連関

表」（総務省等）の情報を反映させることにより、過去

の計数が改定されるという要素もある。

このほか、雇用者数や雇用者報酬の推計に用いる「国

勢統計」について、調査結果が利用可能な平成 22（2010）

年調査結果を取込む 30 ほか、家計最終消費支出のうち住

宅賃貸料（帰属家賃を含む）の推計に用いる「住宅・土

地統計」について、最新の平成 25（2013）年調査に加

えて、前回の平成 17 年基準改定ではスケジュール上反

映できなかった平成 20（2008）年調査の情報を取り込む。

また、固定資本減耗については、前回の平成 17 年基準

改定の際に、財別×部門別（経済活動分類別）の固定資

29 なお、平成 23 年基準改定で取り込む「平成 23 年産業連関表」においては、R&D の資本化等の 2008SNA の勧告事項への対応は行われ

ていないため、これらの事項等については、JSNA において独自に推計を行うことで対応している（このほかにも、JSNA では、産業連

関表を国民経済計算の概念に合うよう組み替えて使用している）。なお、次の「平成 27 年産業連関表」に向けては、R&D の資本化等

への対応の在り方が検討されることとなっている。
30 国勢統計の最新のものは平成 27 年調査であるが、現時点（平成 28 年 9 月）では一部速報のみ公表されており、推計に必要な情報は利

用可能でない。このため、同調査の結果は、次の基準改定の際に取り込まれることになる。
31 平成 17 年基準改定時は、その時点で蓄積し、利用可能だった 3 年分のデータに基づいた推計を行った。
32 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2014b）のほか、吉岡・鈴木（2016）も参照。
33 厳密には、財貨・サービスごとの中間消費は、市場生産者による財貨・サービスの流れを推計するコモディティ・フロー法による推計

値と、非市場生産者（一般政府や対家計民間非営利団体）による財貨・サービスの供給のうち中間消費される分から成る。一方、財貨・

サービスごとの中間投入は、市場生産者を対象とする付加価値法により経済活動別に推計された財貨・サービス別の中間投入と、非市

場生産者が生産に使用した財貨・サービスの中間投入から成る。

本マトリックスに基づく恒久棚卸法（PIM）を使用した

抜本的な推計手法の改善を図ったところであるが、各種

基礎統計の見直し等に伴う総固定資本形成や関連するデ

フレーター等の改定とともに、各種資産の償却率の設定

に使用している「民間企業投資・除却調査」（内閣府）

について、調査開始以降蓄積された 9 年分のデータを反

映して再設定を行う 31。

（２）各種推計手法の見直し

第二の推計手法の見直しという点では、主には、「公

的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 26 年 3 月閣

議決定）を踏まえる形で、①供給・使用表（SUT）の枠

組みの下での推計精度の改善や、②建設部門の産出額の

推計手法の改善、等の取組が行われる。

まず、①の供給・使用表（SUT）の枠組みの活用 32 に

ついて、現行 JSNA では、概念的には等価が成り立つ生

産側 GDP と支出側 GDP との間に乖離（統計上の不突合）

が生じているが、その要因の一つとして、支出側 GDP

はコモディティ・フロー法、生産側 GDP は付加価値法

と呼ばれる異なる手法等に基づき推計を行っているため、

前者から得られる財貨・サービス別の中間消費と、後者

から得られる財貨・サービス別の中間投入が一致しない

という点がある 33。次回基準改定においては、基準年以

降、供給・使用表（SUT）と呼ばれる枠組みを活用し、

こうした財貨・サービスごとの中間消費と中間投入の間

の不突合を縮減させることを目指すこととしている。具

体的には、「工業統計（確報）」（経済産業省）等を用い

て推計された第二次年次推計（従来の確々報）の計数に

ついて、その翌年に第三次年次推計として供給・使用表

に基づく調整を行うことを予定している（年次推計の呼

称や公表周期の在り方についてはコラム参照）。
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コラム　年次推計の呼称の変更について

平成 17 年基準までの JSNA の年次推計については、ある年度について、「工業統計（速報）」（経済産業省）等

の詳細な基礎統計を用いて推計し、年度終了の 9 か月後（翌年末）に公表する最初の結果を「確報」、さらにそ

の一年後（翌々年末）に「工業統計（確報）」（経済産業省）等の情報を追加して推計・公表する結果を「確々報」

と呼称していた。これに対し、本年末の平成 23 年基準改定以降においては、最初（年度終了 9 か月後）の年次

推計結果を「第一次年次推計」、その翌年（年度終了 1 年 9 か月後）の結果を「第二次年次推計」と呼称を変更し、

さらに一年後（年度終了 2 年 9 か月後）に供給・使用表の枠組みを活用した推計結果を「第三次年次推計」と位

置付けることになる。

関連して、第一次年次推計（従来の確報）において利用する主要な基礎統計についても変更がある。具体的に

は、「工業統計（速報）」（5 年に一度の経済センサス‐活動調査の調査対象年においては、「経済センサス‐活動

調査」の製造業部分）については、統計委員会における諮問・答申を経て、2015 年対象分以降、翌年次の 6 月

頃に調査が行われることになった（例えば、2015 年を対象とする調査は「経済センサス‐活動調査」の製造業

部分であるが、同調査は 2016 年 6 月に実施されている。また、2016 年分以降の「工業統計」については、従前

であれば対象年末に調査が行われていたが、調査時期が翌年 6 月頃に変更となる）。これにより、第一次年次推

計における財貨の出荷額等のうち製造業分の推計については、「工業統計（速報）」等の結果が利用できなくなっ

たことから、2015 年分以降の第一次年次推計においては、「工業統計（速報）」等以外の情報（例えば、「経済産

業省生産動態統計」（経済産業省）」）を活用した推計を行うことになる。こうした推計手法については、今後作

成される予定の平成 23 年基準に基づく「推計手法解説書（年次推計編）」等において示す予定である。なお、第

二次年次推計（従前の確々報）については、「工業統計（確報）」（対象年の調査が「経済センサス‐活動調査」

の製造業部分であればその確報）を利用するという点では、現行からの変化はない。

以上、平成 23 年基準改定以降の年次推計について改めて整理すると以下のとおりとなる。

呼称 公表時期 主な基礎統計等

第一次年次推計（従来の確報） 年度終了 9 か月後 経済産業省生産動態統計等

第二次年次推計（従来の確々報） 年度終了 1 年 9 か月後 工業統計（確報）等

第三次年次推計（新規） 年度終了 2 年 9 か月後 （供給・使用表の枠組みの活用）

34 本事項については、内閣府（2014a）、内閣府（2014b）、葛城（2013）も参照。
35 実際、平成 17 年産業連関表に基づき推計された 2005 年値から、インプットベースで延伸された 2011 年の建設部門産出額（現行 JSNA

の計数）は、事後的に判明した平成 23 年産業連関表のそれよりも 1.7 兆円程度（消費税控除額を含むグロスベース）大きくなっており、

産出額として平成 23 年基準改定ではこの分の下方改定が見込まれる。

次に、②の建設部門の産出額の推計手法の見直し 34 に

ついて、現行 JSNA では、同産出額には、基準年につい

ては出来高ベースの各種基礎資料から推計される「産業

連関表」に基づく一方、延長年は建設部門の人件費や資

材投入等の費用合計（インプットベース）により延長推

計を行うという手法を採用してきた。しかし、こうした

延長推計値については、事後的に判明する次の基準年の

「産業連関表」の計数と乖離し、基準改定時に建設部門

の産出額が大きく改定される場合が見られるという課題

があった 35。このため、次回基準改定以降は、産業連関

表と整合的に出来高ベースの基礎統計に基づく推計方法

に変更する。これにより、総固定資本形成の大きなシェ

アを占める建設活動の実態をより的確に捉えることに資

するとともに、基準改定ごとの建設部門の計数改定が抑

制されることが期待される。

このほか、推計手法の見直しとしては、上述の①に関

連して、支出側 GDP と生産側 GDP の間の統計上の不突

合のもう一つの要因である、「産業連関表」を基に「貿

易統計」や「国際収支統計」等を活用してコモディティ・

フロー法で計上される財貨・サービスの純輸出（国民経

済計算年報フロー編付表１「財貨・サービスの供給と需

要」に計上）と、「国際収支統計」を組み替える形で記

録される支出側 GDP における財貨・サービスの純輸出

（国民経済計算年報フロー編主要系列表１「国内総生産
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（支出側）」に計上）との間の乖離について、両者の整合

性をできる限り高める取組も行う 36。また、賃金・俸給

の役員報酬については、後述する役員賞与の算入や各種

基礎統計の反映とともに、役員と非役員の給与格差に係

る推計手法の見直しを行う。また、現行では、1 年以内

に償却され、固定資産ストックへの計上を行っていない

鉱物探査・評価について、諸外国と同様複数年にわたる

使用年数を想定して、固定資産ストックへの計上を行う

等の変更も行われる。

（３）各種分類や概念・定義等の変更

次回の平成 23 年基準改定においては、経済活動別分

類（これに連動する形で、財貨・サービス別分類）、非

金融資産や金融資産・負債の分類が変更されることにな

るほか、各種の項目名の変更、各種項目の概念・定義の

一部変更等が行われる。

まず、各種分類のうち、生産側 GDP を計測するため

の「経済活動別分類」については、現行のように「産業」

（市場生産者に相当）、「政府サービス生産者」、「対家計

民間非営利サービス生産者」（いずれも非市場生産者に

相当）と 3 つに区分した上で、それぞれさらに分類する

という形式（こうした分類法は、1968SNA という国際

基準に則ったもの）を改め、国際比較可能性を考慮し、

産業分類に関する国際基準（国際標準産業分類改定第 4

版（ISIC rev4））とできるだけで整合的な分類とするよ

36 本事項については、内閣府（2014a）や田原（2014）も参照。

う変更する。これにより、これまで「サービス業」とし

て括られていた分類について、保健衛生・社会事業など、

より詳細に区分されることになる。経済活動別の大分類

レベルでの変更の内容については、図表３に示したとお

りである（なお、中分類や小分類については、今後、基

準改定結果公表時までに公表する予定）。

また、非金融資産や金融資産・負債の分類は、前節で

述べた 2008SNA への各種対応に伴う形で、原則として、

2008SNA で示されている分類に即した変更が行われる

予定である。例えば、非金融資産のうち固定資産につい

ては、現行の有形・無形の区分がなくなるとともに、「防

衛装備品」、「知的財産生産物」やその内訳としての「研

究・開発」といった新たな分類が加わる（生産資産の分

類変更については、図表４を参照）。また、金融資産・

負債については、例えば、雇用者ストックオプションや

年金基金の対年金責任者債権、定型保証支払引当金とい

った新たな分類が設けられる（金融資産・負債の分類変

更については図表５を参照）。

次に、各項目の名称変更や、概念・定義の変更につい

て主なものを紹介する。名称変更については、図表６に

まとめたとおりとなる。なお、同表には示していないが、

現行基準における制度部門別等の「資本調達勘定」につ

いては、国際基準の名称に忠実な形で、実物取引を「資

本勘定」、金融取引を「金融勘定」とそれぞれ変更される。

平成 17年基準 平成 23年基準

1. 産業  1.

（参考）ISIC　Rev.4 大分類

農林水産業 A. 農林漁業

 2.(1)  農林水産業 鉱業 B. 鉱業及び採石業

 3.(2)  鉱業 製造業 C. 製造業

(3)  製造業 D. 電気、ガス、蒸気及び空調供給業

(4)  建設業
及び浄化活動

E. 水供給業、下水処理、廃棄物処理

 5.(5)  電気・ガス・水道業 建設業 F.  建設業

 6.(6)  卸売・小売業 卸売・小売業
G.  卸売・小売業；自動車・

オートバイ修理業

 7. 運輸・郵便業 H.  運輸・保管業

 8. 宿泊・飲食サービス業 I.  宿泊・飲食業

 9. 情報通信業 J.  情報通信業

(7)  金融・保険業

(8)  不動産業

(9)  運輸業

金融・保険業10. K.  金融・保険業

不動産業11. 
 (10) 情報通信業

 (11) サービス業 L.  不動産業

2. 政府サービス生産者 M.  専門、科学及び技術サービス業

N.  管理・支援サービス業

13. 公務 O.  公務及び国防、強制社会保障事業

14. 教育 P.   教育

3. 

(1)  電気・ガス・水道業

(2)  サービス業

(3)  公務

15.対家計民間非営利ｻｰﾋﾞｽ生産者 保健衛生・社会事業 Q.  保健衛生及び社会事業

(1) 教育 R.  芸術、娯楽、レクリエーション業

(2) その他
16.

S.  その他のサービス業
その他のサービス業

12. 専門・科学技術、業務支援

 4.

　   サービス業

電気・ガス・水道・廃棄物

処理業

図表３　経済活動別分類（大分類）の新旧
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図表４　生産資産の分類変更

固定資産 有形固定資産

平成23年基準（2008SNA）

住　　　宅 住　　　宅

17年基準（1993S平 N成 A）

住宅以外の建物

その他の建物・構築物

住宅以外の建物

構築物 その他の構築物

（土地改良）

輸送用機械

機械・設備

輸送用機械

情報通信機器 その他の機械・設備

防衛装備品

育成生物資源 育成資産

知的財産生産物 無形固定資産

その他の機械・設備

研究・開発

鉱物探査・評価

コンピュータソフトウェア

在　　　庫

（有形非生産資産の改良）

原材料

在　　　庫

製品在庫

仕掛品 仕掛品在庫

うちコンピュータ・ソフトウェア

育成生物資源の仕掛品

原材料在庫製　 品

流通品

その他の仕掛品

流通在庫

としてストックにも計上。
(13) 範囲拡張（防衛装備品のうち弾薬等を含む）。

(1) 23年基準では不動産仲介手数料のうち住宅・宅地分が含まれる。

(2)(7) 集計項目として新設。

(3) 名称変更。

(4) フローで、平成17年基準では無形固定資産に含まれていたプラントエンジニアリングが移管（ストックでは平成17年基準でも構築物)。
(5) 平成17年基準で有形非生産資産の改良に含まれていた海岸、治山、農業土木（灌漑施設を除く）が移管。

(6) フローの総固定資本形成にのみ計上。ストックでは非生産資産の土地に体化される扱い。

(8)(14)(15) 内訳項目として新設。

(9)(11) 新設。

(10) 名称変更。

(12) 内訳項目として新設（17年基準では1年以内償却のためフローにのみ計上に対し、23年基準では平均使用年数1年以上

(1)

(3)

(10)

(6)

(11)

(12)

(9)

(13)

(14)

(15)

(2)

(7)

(8)

(4)(5)
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図表５　金融資産の分類変更

図表６　各項目の名称変更

平成23年基準（2008SNA） 17年基準（1993S平成 NA）

貨幣用金・SDR等 貨幣用金・SDR

現金・預金 現金・預金

貸出・借入

債務証券

貸出・借入

株式以外の証券

持分・投資信託受益証券 株式・出資金

保険・年金・定型保証 保険・年金準備金

金融派生商品金融派生商品・雇用者ストックオプション

その他の金融資産・負債 その他の金融資産・負債

に係る積立不足相当分が移管。

(8) 23年基準では雇用者ストックオプションが新設、これに伴い名称変更。

(1)

(3)

(4)

(2)

(5)

(1) 17年基準では「その他の金融資産・負債」に含まれていたIMFリザーブポジションが移管、それに伴い名称変更。

(2) 17年基準では「現金・預金」に含まれていた財政融資資金預託金が移管。

(3) 名称変更（負債性のあるものに限定）。

(4) 17年基準では「株式以外の証券」に含まれていた投資信託受益証券が移管。

(5) 名称変更。

(6) 23年基準では定型保証支払引当金が新設、これに伴う名称変更。

(7) 17年基準では「その他の金融資産・負債」に含まれていた非生命保険関係の技術準備金や、確定給付型の企業年金等

(6)

(7)

(8)

備考平成23年基準

在庫品増加

統合勘定、資本勘定、主要系列表１等
在庫変動

第1次所得の配分勘定等

その他の投資所得

保険契約者に帰属する投資所得

年金受給権に係る投資所得 その他の投資所得の内訳

投資信託投資者に帰属する投資所得

その他の投資所得の内訳。年金基金の運用
収益は年金受給権に係る投資所得に移管

社会負担 純社会負担

所得の第2次分配勘定

その他の投資所得の内訳。利子から移管（た
だし2012年値より）

分割家計の現実社会負担

家計の追加年金負担

雇主や家計の社会負担から年金制度の手数
料を控除

－

分割。年金受給権に係る投資所得と同額

（控除）年金制度の手数料 純社会負担の控除項目として新設

年金基金による社会給付 その他の社会保険年金給付

無基金雇用者社会給付 その他の社会保険非年金給付

現物社会給付

現物所得の再分配勘定

年金基金の給付のほか、退職給付に関する会
計基準の対象となる退職一時金を計上

その他の退職一時金等を計上

現物社会給付＋教科書購入費等現物社会移転（市場産出の購入）

現物社会移転（非市場産出）個別的非市場財・サービスの移転

所得の使用勘定

年金基金年金準備金の変動 年金受給権の変動調整

個別的非市場財・サービスの移転－教科書購
入費等

年金基金等に係る純社会負担－社会給付

商品・非商品販売

一般政府、対家計民間非営利団体の目的別最終消費支出

－ 自己勘定総固定資本形成

財貨・サービスの販売

現物社会給付等 現物社会移転（市場産出の購入） ※一般政府のみ

非市場生産者によるR&Dの総固定資本形成

平成17年基準

雇用者の社会負担

保険契約者に帰属する財産所得
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最後に、各種項目の概念・定義については、主に以下

の変更が行われる。

①  事業税 37 について、「生産・輸入品に課される税」

から、「所得・富等に課される経常税」に変更

②  役員賞与 38 について、「財産所得」の「配当」から、「雇

用者報酬」の「賃金・俸給」に変更

③  公費負担医療給付（生活保護の医療扶助分）につ

いて、「現物社会移転以外の社会給付」の「社会扶

助給付」から、「現物社会移転」の「現物社会移転（市

場産出の購入）」に変更 39

④  政府諸機関の分類の一部見直し

（ア）特許特別会計について、一般政府（中央政府）

から公的非金融企業に変更

（イ）自動車検査独立行政法人（平成 20 年度以降）

について、一般政府（中央政府）から公的非金融

企業に変更

（ウ）食料安定供給特別会計（平成 19 ～ 25 年度）

の業務勘定について公的非金融企業から一般政府

（中央政府）に変更

５ 基準年（2011年）における基準改定の影響

前二節で述べたように、本年末に予定している平成

23 年基準改定においては、2008SNA への対応をはじめ

として複雑かつ多岐にわたる変更が予定されている。こ

の中で、遡及期間としては、現行の平成 17 年基準で正

式系列として公表している 1994 年以降の 22 年間を予定

している。これまでの基準改定時においては、前回の基

準年の翌年から直近年までの 10 年程度の遡及期間とな

っていたが 40、平成 23 年基準では、原則全ての系列 41 に

ついて、従来の 2 倍超の遡及期間が確保されることとな

る。

さて、ここでは、主に 2008SNA への対応を通じて、

平成 23 年基準改定に際して、名目 GDP の水準がどの程

度変化するのか、という点について、新たな基準年とな

る平成 23（2011）暦年を対象に概観する。なお、ここ

37 法人事業税や個人事業税のほか、平成 20 年度から創設された地方法人特別税を含む。その課税標準は一部に事業収入や資本金、付加

価値を採用しているものの、ほとんどが所得であることから、「所得・富等に課される経常税」に移管。
38 平成 17 年施行の会社法改正において、役員賞与は役員給与と同じく費用処理する扱いに変更されることになったため、これと整合的

となるよう変更。
39 現行の平成 17 年基準では、社会扶助給付を受けた家計が、医療サービスを最終消費支出したという形で記録していたが、医療扶助が

現物移転であるとの性格を踏まえ、一般政府が、家計に無償で提供するために医療サービスを購入する（政府最終消費支出）という形

に変更。
40 なお、平成 17 年基準改定を実施した際（平成 23 年度）には、支出側 GDP とその内訳のみ 1994 年以降遡及系列を作成していたが、そ

の他の系列（生産や分配系列、ストック系列等）については、前回の基準年（平成 12（2000）年）の翌年である 2001 年以降の 10 年間

となっていた）。その約 2 年後の平成 25 年 10 月に、その他の系列についても 1994 年以降の系列を公表している。
41 ただし、付表である一般政府の機能別支出（最終消費支出）については現行基準と同様 2005 年度以降となる等の例外はある。

で紹介する計数は、平成 28 年 9 月時点での暫定的な推

計値であり、本年 12 月に公表する時点で、精査の結果

として変更がありうることに留意する必要がある。

まず、名目 GDP（支出側）の 2011 暦年の水準は、現

行平成 17 年基準の 471.6 兆円から、平成 23 年基準改定

により＋19.8 兆円上方改定され、491.4 兆円となる見込

みである（改定前 GDP に対する比率は 4.2％）。図表７

により、これを 2008SNA 要因（第 3 節）とそれ以外（第

4 節）に分けると、2008SNA 要因は＋19.6 兆円（改定前

GDP 比 4.2％）、その他要因は＋0.2 兆円（改定前 GDP

比 0.0％）となる。

さらに、「2008SNA 要因」について細分化してみると、

最大の改定要因は、諸外国の場合と同様、「R&D の資本

化」であり、＋16.6 兆円（改定前 GDP 比 3.5％）である。

R&D の総固定資本形成は、需要項目という点では、市

場生産者のうち民間企業分や非市場生産者のうち対家計

民間非営利団体分が民間企業設備に、市場生産者のうち

公的企業分や非市場生産者のうち一般政府分が公的固定

資本形成にそれぞれ計上される。ここで、非市場生産者

分について、GDP 水準に影響を与えるのは、第 3 節 (1)

で述べたとおり、あくまでも新たに固定資産として計上

される R&D 資産から発生する固定資本減耗分であり、

これは民間最終消費支出（対家計民間非営利団体分）、

政府最終消費支出（一般政府分）に反映されることにな

るが、一方で、これまでこれら最終消費支出項目に記録

されていた R&D 支出分が総固定資本形成項目に移管さ

れることから、これら最終消費支出項目への影響はネッ

トとしては限定的であるという点に留意が必要である。

2008SNA 要因ということでは、このほか、「特許等サー

ビスの扱い変更」により＋1.4 兆円（改定前 GDP 比 0.3％）、

「防衛装備品の資本化」により＋0.6 兆円（改定前 GDP

比 0.1％）、住宅関連の「所有権移転費用の扱い精緻化」

により＋0.9 兆円（改定前 GDP 比 0.2％）、「中央銀行の

産出額の明確化」により＋0.2 兆円（改定前 GDP 比 0.0％）

となっている。

一方、「その他要因」については、第 4 節で述べたよ
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うな「平成 23 年産業連関表」等の各種基礎統計の取込

み等により、上方改定要因、下方改定要因ともに存在す

る（後述するように、2008SNA 要因以外としては、民

間最終消費支出等は上方改定要因、民間企業設備は下方

改定要因）。ただし、基準年である 2011 暦年に対する影

響として、結果的にはこれらがある程度相殺し合い、＋

0.2 兆円（改定前 GDP 比 0.0％）と限定的となっている。

ただし、他の年次においては、ネットとして上方改定要

42 現時点での暫定的な試算では、建設部門の産出額の 2013 年の対前年比は、現行基準では 5.8％であるのに対して、次回基準では 11.3％
となると見込まれる。

因にも下方改定要因にも働きうるもので、マグニチュー

ドも異なりうることに留意が必要である。例えば、2013

暦年については、対前年（対 2012 年）の動きとして、

第 4 節で述べたような建設部門産出額の推計手法の見直

しにより、従前のインプットベースで計測していた産出

額よりも、出来高ベースで計測する産出額の方が高くな

ると見込まれるため、相応の上方改定要因として働くこ

とが想定される 42。

図表７　平成 23 年基準改定による名目 GDP 水準への影響 (1) －基準年（平成 23（2011）暦年）－
（要因別）

図表８　平成 23 年基準改定による名目 GDP 水準への影響 (2) －基準年（平成 23（2011）暦年）－
（需要項目別）

金額（注1）

全 体

影響する主な需要項目改定前GDP比（注2）

19.8兆円 4.2%

19.6兆円 4.2%うち　2008SNA対応

16.6兆円 3.5%研究・開発（R&D）の資本化
民間企業設備

公的固定資本形成

1.4兆円特許等サービスの扱い変更 0.3%

防衛装備品の資本化

財貨・サービスの純輸出

0.6兆円 0.1% 公的固定資本形成

所有権移転費用の扱い精緻化 0.9兆円 民間住宅0.2%

中央銀行の産出額の明確化 0.2兆円 0.0% 政府最終消費支出

うち　その他 0.2兆円 各項目0.0%

改定前（17年基準） 改定後（23年基準）（注１） 改定差（注１） 改定前GDP比（寄与度）

国内総生産（GDP） 471.6兆円 491.4兆円 19.8兆円 4.2%

　民間最終消費支出 284.2兆円 286.3兆円 2.0兆円

　民間住宅

0.4%

13.4兆円 14.3兆円 0.9兆円 0.2%

　民間企業設備 63.1兆円 69.4兆円 6.3兆円

　民間在庫変動

1.3%

-1.9兆円 1.0兆円 2.9兆円

　政府最終消費支出

0.6%

96.1兆円 99.2兆円 3.1兆円

　公的固定資本形成

0.7%

20.5兆円 23.9兆円 3.4兆円

　公的在庫変動

0.7%

0.0兆円 0.0兆円 -0.0兆円 -0.0%

-4.0兆円　財貨・サービスの純輸出 -2.7兆円 1.3兆円 0.3%

　（再掲）総固定資本形成（注２） 97.1兆円 107.6兆円 10.5兆円 2.2%

（注１） 現時点の暫定値であり、本年末の基準改定公表までに変更がありうる。また、あくまで平成 23 年

への影響であり、影響・要因は年によって異なる。

（注２） 支出側の名目 GDP として評価。つまり、改定前 GDP は、平成 17 年基準における平成 23（2011）
暦年の名目 GDP（支出側）。

（注１） 現時点の暫定値であり、本年末の基準改定公表までに変更がありうる。また、あくまで平成 23 年

への影響であり、 影響は年によって異なる。

（注２）総固定資本形成は、民間住宅、民間企業設備、公的固定資本形成の合計。
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次に、名目 GDP（支出側）について、2011 暦年にお

ける主な需要項目毎の改定状況を示したものが図表８で

ある。具体的にみると、まず民間最終消費支出は＋2.0

兆円の改定となっている。これは主には「住宅・土地統

計」（平成 20 年、25 年調査の 2 回分）の取込みにより

住宅賃貸料（含む帰属家賃）が上方改定されたことが大

きく効いている。民間住宅については＋0.9 兆円の改定

となっているが、これは前述のとおり専ら住宅関連の不

動産仲介手数料（所有権移転費用）の取扱いの精緻化の

影響による。民間企業設備は＋6.3 兆円の改定となって

おり、民間法人企業や対家計民間非営利団体（私立大学

等）の R&D 支出が資本化されたことによる増加要因の

一方で、「平成 23 年産業連関表」の取込みにより建設部

門や自動車部門の総固定資本形成（産出・供給された建

設サービスや自動車が投資に回る分）等が下方改定され

ているという減少要因があり、差し引きとしてこうした

改定幅の姿となっている。民間在庫変動は＋2.9 兆円の

改定となっているが、これは主に「平成 24 年経済セン

サス‐活動調査」の取込みにより流通在庫が改定された

こと等が要因となっている。政府最終消費支出について

は＋3.1 兆円の改定となっており、これは主に公的負担

医療給付分を民間最終消費支出から政府最終消費支出に

移管したことによる（つまり、民間最終消費支出でみれ

43 なお、前述のとおり、一般政府の R&D による影響としては、総固定資本形成相当分が減少する一方で、新たに発生する一般政府所有

の R&D 固定資産から発生する固定資本減耗分が増加するという要因があるが、これらは概ね相殺し、影響は限定的とみられる。同じ

ことは、同じ非市場生産者である対家計民間非営利団体の最終消費支出を含む民間最終消費支出にも当てはまる。

ば同額が下方改定要因になっていることを意味する）43。

公的固定資本形成は＋3.4 兆円の改定となっているが、

これは主に一般政府や公的企業による R&D 支出や一般

政府による防衛装備品支出の資本化が影響している。公

的在庫変動はほぼ改定がない。財貨・サービスの純輸出

については＋1.3 兆円の改定となっており、これは専ら

特許等サービスの取扱いの変更による影響となっている。

６ まとめ

以上では、JSNA の次回基準改定の概要として、最新

の国際基準である 2008SNA の性格や、これへの対応に

よる主な変更事項を中心に解説を行うとともに、基準改

定結果のイメージとして、基準年（2011 暦年）に見込

まれる名目 GDP 水準の改定幅やその要因等（現時点で

の暫定値）について簡単に紹介した。何度か述べたとお

り、今回の基準改定では、2008SNA 対応を含め、過去

に例のない質・量の改定が行われる予定であり、内閣府

経済社会総合研究所では、平成 28 年末以降の結果公表

というゴールを目指して、引き続き推計作業に邁進する

とともに、改定内容について本稿等も活用しながら統計

利用者への適切なコミュニケーションに努めてまいりた

い。
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国民経済計算の 2008SNA 対応等におけるデフレーターの推計※

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部価格分析課

上席政策調査員　守屋　邦子

※ 本稿の作成に当たっては、長谷川秀司国民経済計算部長、多田洋介企画調査課長、西村玲子価格分析課長をはじめとする国民経済計算

部の職員から有益なコメントをいただいた。また、本稿で紹介する「基本単位デフレーター」の見直し作業では、研究協力者であった

日本銀行調査統計局物価統計課物価統計改定グループ長の東将人企画役（当時、現同局経済調査課景気動向グループ企画役）に大変な

ご尽力を頂いた。記して謝意を表したい。なお、本稿の内容は、筆者が現在および過去に属した組織の公式の見解を示すものではなく、

内容に関しての全ての責任は筆者にある。
1 より厳密には、「品質の変化」も存在するが、ここでは「数量の変化」に含まれるものとして、整理している。

１ はじめに

我が国の国民経済計算（以下、「JSNA」という。）では、

2016 年 12 月に、平成 17 年基準から平成 23 年基準への

基準改定を実施した。基準改定とは、概ね 5 年ごとに公

表される『産業連関表』（総務省等）、『国勢統計』（総務

省）等の結果を反映させて、JSNA の計数全体を改定す

るほか、推計上の概念の変更や推計方法の見直し等も併

せて行う作業である。今回の平成 23 年基準改定では、

国民経済計算の国際基準である『System of National 

Accounts 2008』（以下、「2008SNA」という。）への対応

も行った。

「国民経済計算の国際基準」とは、国民経済計算を作

成する際の基準として国際的に合意されたものであり、

各国政府（ないし政府関係機関）はこれに基づき国民経

済計算を作成している。我が国では、内閣府がこれを作

成・公表しているが、平成 17 年基準までは 1993 年に国

連統計委員会で採択された『System of National Accounts 

1993』（以下、「1993SNA」という。）に準拠しており、

今回の平成 23 年基準への基準改定を機に、準拠する国

際基準を 1993SNA から 2008SNA に移行した。我が国に

おける 1993SNA への移行は、平成 7 年基準改定時（2000

年）であったので、準拠する国際基準の見直しは約 16

年振り、ということになる。

国際基準である「1993SNA」の見直しは、2002 年頃

からスタートし、2007 年に 1993SNA からの要改定ポイ

ントとして挙げられた 44 項目（通称「Anne Harrison ペ

ーパー」。長年国民経済計算に取り組んでいる各国のベ

テラン専門家達の間では、この 44 項目を取り纏める際

の中心人物の名前に因み、当時このように呼ばれてい

た。）がベースとなり、その後の更なる議論を経て

2008SNA として纏められ、最終的に 2009 年 2 月の国連

統計委員会で採択された。1993SNA からの概念の変更

や明確化として勧告されている事項は、2008SNA マニ

ュアルの序文、付録（Annex3）に記載されており、60

項目を超えている。これら多岐に亘る変更・明確化事項

は 4 つの分野（①非金融（実物）資産の範囲の拡張等、

②金融分野のより精緻な記録、③一般政府や公的企業に

係る取扱いの精緻化、④経済のグローバル化への対応）

に分けて整理される。

本稿では、JSNA の平成 23 年基準改定における各種

取り組みのうち、デフレーターに関する見直しについて、

説明することとしたい。以下では、まず、イントロダク

ションとして、第 2 節で JSNA におけるデフレーターの

概要について（見直し前の）平成 17 年基準を中心に説

明する。その後、平成 23 年基準改定におけるデフレー

ターの見直しについて、（１）JSNA のデフレーター推

計の基本である「基本単位デフレーター」の見直し（第

3 節）、（２）2008SNA への対応（上記 4 分野で整理して

いる勧告事項のうち、①に含まれる研究・開発（R&D）

の資本化、これに伴う特許等サービスの記録の変更、防

衛装備品の資本化）（第 4 節）、（３）建設デフレーター（第

5 節）、（４）８制度部門別総固定資本形成デフレーター

（第 6 節）、の順で説明していく。第 7 節はまとめとする。

２ JSNAにおけるデフレーターの概要

（１）デフレーターとは

デフレーターとは、名目価額（名目値）から実質価額

（実質値）を算出するために用いられる価格指数のこと

である。一般に、財貨・サービスの名目値の変化は、そ

の財貨・サービスの数量の変化と価格の変化の組み合わ

せ 1 によって生じるが、デフレーターは、名目値から価

格変動の影響を取り除くものであり（これを「実質化」

という。）、実質化された価額を「実質値」という。

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 161 号　2017 年］
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JSNA では、「名目値＝実質値×デフレーター」という

関係を満たすように、実質値及びデフレーターを作成し

ている。正確な実質値を算出するためには、品質を一定

とした財貨・サービスの「純粋な」価格変動を捕捉する

物価指数をデフレーターとして使用することが極めて重

要である。

（２）デフレーターの作成過程（「下位デフレーター」か

ら「上位デフレーター」へ）

JSNA では、前述のとおり「名目値＝実質値×デフレ

ーター」という関係を満たすよう実質値およびデフレー

ターを作成していくが、具体的には、JSNA において実

質化を行う際の最小単位である「基本単位デフレーター」

から、最終的な集計（表章）項目である「GDP デフレ

ーター」等を作成するプロセスとなる。本稿では、実質

化を行うための基本となる価格指数で「直接（エクスプ

リシット）に」算出する方法が中心となるデフレーター

（以下、「下位デフレーター」という。）と、名目値を実

質値で除すことにより、「事後的（インプリシット）に」

算出する方法が中心となるデフレーター（以下、「上位

デフレーター」という。）の二つの段階に分けて整理し

た上で、「下位デフレーター」に関する事項を中心に説

2 最終的な総固定資本形成にかかる表章項目（民間住宅、民間企業設備、公的固定資本形成等）のデフレーターについては、エクスプリ

シットに算出した８制度部門別のデフレーター等を使用して算出した項目別の実質値を表章項目ごとに連鎖統合した上で、表章項目の

名目値を実質値で除すことにより、インプリシットに推計している。
3 デフレーターの算式は、（実際にはインプリシットに算出するため）結果的に対応するものである。

明していくこととしたい。

「下位デフレーター」では、「基本単位デフレーター」

を作成するほか、この基本単位デフレーター等を使用し

て算出する「建設デフレーター」や「総固定資本形成デ

フレーター（８制度部門別（制度部門別、住宅・企業設

備別））」2 についても、エクスプリシットに作成している。

一方、「上位デフレーター」では、JSNA として公表さ

れる表章項目（「GDP デフレーター」やその内訳項目（支

出側、生産側））等、文字どおり上位項目に対応するデ

フレーターを算出しており、まず、上位項目を構成する

内訳項目ごとの名目値を対応する「下位デフレーター」

で除して実質値を算出し、これらを連鎖方式で統合する

ことにより、当該上位項目の実質値を得る（連鎖方式ラ

スパイレス数量指数）。そして、対応する名目値からこ

の実質値を除すことにより、「事後的（インプリシット）

に」デフレーターを算出する（連鎖方式パーシェ価格指

数 3）。なお、国内総生産（生産側）の実質化においては、

産出額と中間投入額のそれぞれを実質化し、その差額を

実質国内総生産とするダブルデフレーション方式を採用

している。

JSNA におけるデフレーター推計のプロセスを概観す

ると、図表１のとおりである。

図表１　JSNA におけるデフレーターの作成過程

デフレーター（国内総生産）物価指数

物価指数以外の価格情報

実質値（国内総生産）

名目値（国内総生産）

デフレーター

需要項目別

経済活動別、等

・国内企業物価指数（PPI）

・輸出物価指数（EPI）

・単価指数

名目値

コモ法８桁品目（約2,000品目）
名目値

コモ法６桁品目（約400品目）

基本単位デフレーター

６部門

①生産 ②輸入 ③輸出

④家計消費

⑤総固定資本形成

⑥中間消費

・投入コスト型、等

・輸入物価指数（IPI）

・消費者物価指数（CPI）

・農業物価指数（API）

・企業向けサービス価格指数
　（SPPI）

需要項目別

経済活動別、等

需要項目別

経済活動別、等

実質値

名目値
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（３）基本単位デフレーターの算出方法

以下では、基本単位デフレーターの算出方法について

説明したい。基本単位デフレーターは、原則としてコモ

ディティ・フロー法（以下、「コモ法」という。）で設定

されている約 400 品目（以下、「コモ法６桁品目」という。）

ごとに作成している。

コモ法とは、市場生産者（経済的に意味のある価格で

財貨・サービスを供給する生産者）によって生産される

財貨・サービスの供給および需要を推計する際に用いる

手法であり、品目ごとに、産出額、輸入、運輸・商業マ

ージンを求め、これらの合計である総供給額を中間消費、

家計最終消費支出、総固定資本形成、在庫変動、輸出の

需要項目に配分する推計方法のことである。コモ法では、

コモ法６桁品目（『産業連関表』の基本分類に基づく）

のほか、下位分類として約 2,000 品目（以下、「コモ法

８桁品目」という。『経済センサス－活動調査』（総務省・

経済産業省）や『工業統計』（経済産業省）等を参考に

作成）が設定されている。

コモ法では、前述のとおり市場生産者により供給され

る財貨やサービス（以下、市場産出という。）の推計を

行う。なお、平成 17 年基準までは建設部門はコモ法で

はなく、建設コモディティ・フロー法と呼ばれる手法（建

設業者が資材を一旦受け入れて施行するため、資材の需

要に建設活動で新たに付加される活動の付加価値分を加

えて、建設業による産出額を推計する方法。以下、「建

設コモ法」という。）により推計されていたが、平成 23

年基準では、建設コモ法が廃止され、出来高ベースの基

礎統計を用いて産出額を推計する方法への改善が図られ

たため、建設部門についても、コモ法によりカバーされ

るようになっている。

4 建設部門の名目値は、前述のとおり平成 23 年基準よりコモ法により推計されるが、デフレーターについては、平成 17 年基準と同様、

別途推計する（詳細については、項目２（６）ａ、５を参照）。
5 日本銀行が作成する『国内企業物価指数』（PPI）、『輸出物価指数』（EPI）、『輸入物価指数』（IPI）は、いずれも『企業物価指数』（CGPI）

として作成・公表されている。
6 物価指数を代用する際、当該項目に含まれない変動は、原則として除いている。例えば、輸出系統に PPI 品目を代用する場合、輸出に

含まれない変動（消費税による影響等）を除いている。

また、非市場生産者（無料ないし経済的に意味のない

価格で財貨・サービスを提供する生産者）である、一般

政府や対家計民間非営利団体が供給するサービス（以下、

非市場産出という。）の産出額の推計や需要先別配分に

ついては、コモ法ではなく、決算書等から推計する別の

手法により推計されている。

こうした中、JSNA のデフレーターの基本である基本

単位デフレーターは、コモ法６桁品目ごとに作成する

が 4、まず、その下位分類であるコモ法８桁品目に対応す

る物価指数を、各種の物価統計から抽出するというプロ

セスを採っている。物価指数としては、主に『国内企業

物価指数』（PPI）（日本銀行）5、『輸出物価指数』（EPI）（同）、

『輸入物価指数』（IPI）（同）、『企業向けサービス価格指数』

（SPPI）（同）、『消費者物価指数』（CPI）（総務省）、『農

業物価指数』（API）（農林水産省）において公表されて

いる各種系列（品目等）が用いられている。

より正確にデフレーターを推計する観点から、公表さ

れている物価指数の最小単位である品目を、対応するコ

モ法８桁レベルの 4 系統（生産、輸入、輸出、家計消費）

に紐付けていくことを原則としているが、対応する品目

が存在しない場合、代替可能と思われる物価指数を適用

していく。具体的には、例えば、①各物価統計で公表し

ている上位分類（PPI の場合であれば、「商品群」、「小

類別」といった括り）を適用する、②輸出品目を PPI の

品目で代用する 6、といった対応を行う。また、同じコモ

法８桁品目に対応する物価指数が複数存在する場合は、

当該物価統計におけるウェイトを用いたラスパイレス式

により、コモ法８桁品目の価格指数を作成する。

次に、当該価格指数と対応するコモ法８桁品目の名目

値をウェイトとして、コモ法６桁品目の価格指数をフィ

図表２ 基本単位デフレーターにおける物価指数の適用例
（コモ法６桁品目「清涼飲料」の一部抜粋）

コモ法６桁品目

コモ法８桁品目
生産系統 輸入系統 輸出系統 家計消費系統

清涼飲料

炭酸飲料 PPI 炭酸飲料 CPI 炭酸飲料

  ジュース PPI 果実飲料

PPI 野菜ジュース

IPI 果実飲料 PPI 果実飲料

PPI 野菜ジュース

CPI 果実ジュース

CPI 果汁入り飲料

CPI 野菜ジュース



－ 52 －

「季刊国民経済計算」第 161 号

ッシャー連鎖式により作成する。

図表２では、コモ法６桁品目「清涼飲料」の内訳であ

るコモ法８桁品目に適用している物価指数を例示（一部

抜粋）している。それぞれの系統に対応する物価指数（生

産系統は PPI、輸入系統は IPI 等）を適用しているが、

対応する物価指数が存在しない場合は、代替可能と思わ

れる物価指数を適用している（輸出系統に PPI を採用）。

（４）基本単位デフレーターの種類と上位項目への集計

基本単位デフレーターでは、まずコモ法８桁品目ごと

に、①「生産系統」、②「輸入系統」、③「輸出系統」、

④「家計消費系統」の 4 系統を作成し、これを組み合わ

せることにより、コモ法６桁品目ごとに、（a）「生産部門」

（①＋③）、（b）「輸入部門」（②）、（c）「輸出部門」（③）、

（d）「家計消費部門」（④）、（e）「総固定資本形成部門」（①

＋②）、（f）「中間消費部門」（①＋②）の 6 部門を推計

する（図表３参照）。コモ法８桁品目からコモ法６桁品

目に集計する際のウェイトとしては、コモ法により算出

された名目値（コモ値）を使用する。

コモ法６桁品目ごとに算出された、これら 6 部門の基

本単位デフレーターは、対応する上位デフレーターの推

計において使用する。例えば、上位項目で表章項目（公

表系列）となっている家計最終消費支出のデフレーター

を算出する場合 7、基本単位デフレーター（家計消費部門）

を使用して構成する内訳項目ごとに名目値を実質化する。

この実質値を連鎖統合することにより、家計最終消費支

出の実質値を求める。そして、家計最終消費支出の名目

値から実質値を除すことにより、家計最終消費支出のデ

フレーターをインプリシットに算出する。

7  本稿では、家計最終消費支出デフレーター等、上位デフレーター（表章項目）の推計方法については、簡単な説明に止めている。詳細

については、「推計手法解説書（四半期別 GDP 速報（QE）編）平成 23 年基準版」（参考文献の内閣府（2016a））のほか、「推計手法解

説書（年次推計編）平成 23 年基準版」（内閣府（2017a））を参照されたい。

（５）物価指数が存在しない場合の対応（「単価指数」や

「投入コスト型」等の採用）

JSNA では、上記のとおり、公表されている物価統計

の品目等を極力使用することとしており、コモ法６桁品

目の 9 割強において採用している。これは、物価統計で

は、品質一定の財貨・サービス価格が捕捉されており、

JSNA のデフレーターとして使用することが適当なため

である。しかし、同一品質のものを連続的に調査するこ

とが困難等の理由で、現時点では物価統計において捕捉

されていない分野（商業サービスや、今回の 2008SNA

対応において必要な研究・開発（R&D）、特許等サービス、

防衛装備品等）もある。こうした財貨・サービスのデフ

レーターについては、「単価指数」や「投入コスト型」

等の方法により、内閣府で独自に推計している。

まず、「単価指数」とは、価額・数量が得られる品目

について、その平均価格（「価額」／「数量」）をデフレ

ーターとするものである。単価指数では、平均価格を算

出する際の対象範囲が広く商品の特性や価格動向の同質

性を確保できない場合、物価指数の基本である「品質を

一定とした場合の価格動向」の把握が困難になってしま

う、という欠点が存在する。このため、単価指数を採用

する際は、品質変化に伴う価格変動が混在しないよう対

象とする商品の範囲を極力狭めるほか、必要に応じて移

動平均等を用いている。

次に、「投入コスト型」とは、当該品目の「市場取引

価格（産出価格（output price））」を直接捕捉することが

困難な場合に用いる推計方法の一つであり、生産（投入）

側からみた価格情報等（中間投入、付加価値）を集計す

ることにより「産出価格」を間接的に捉えようとする方

法である。投入コスト型は、後述する R&D や建設のほか、

図表３　基本単位デフレーターの構成

EPI
SPPI
CPI

PPI
SPPI
CPI
API

IPI
SPPI CPI

輸出系統 生産系統 輸入系統 家計消費系統

輸出部門 生生産産部部門門 中間消費
部門

総総固固定定資資本本
形形成成部部門門

輸入部門
家計消費

部門

基本単位デフレーター
（約400品目）産産出出デデフフレレーータターーへへ 中中間間投投入入デデフフレレーータターーへへ

国内産出のうち
輸出分

国内産出のうち
国内出荷分 中間消費のうち

国内品分

中間消費のうち
輸入品分

適当な物価指数が存在しない場合、
単価指数（=価額/数量）等を採用

総固定資本形成
のうち国内品分

総総固固定定資資本本形形成成デデフフレレーータターーへへ

総固定資本形成
のうち輸入品分
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冠婚葬祭業 8、会員制企業団体、社会福祉のように、同じ

品質の財貨・サービスが時系列で連続して発生すること

が極めて稀な場合等に採用している。

ウェイトデータとしては、当該品目に対応する『産業

連関表』の投入表を使用するほか、価格データとしては、

中間投入分については基本単位デフレーター（中間消費

部門）、付加価値分（雇用者報酬）については『毎月勤

労統計』（厚生労働省）の定期給与指数（該当産業の 5

人以上）を使用している。

『産業連関表』の投入表は、生産のために使用（投入）

された財貨・サービスを表章する「内生部門」と「粗付

加価値部門」（「営業余剰」、「雇用者所得」、「資本減耗引

当」、「間接税（関税・輸入品商品税を除く。）」、「（控除）

経常補助金」等）により構成されているが、基本単位デ

フレーターを投入コスト型で推計する際は、中間投入分

（『産業連関表』の「内生部門」の各項目）と付加価値部

分のうち雇用者報酬（『産業連関表』の「雇用者所得」）

をウェイトデータとして使用している。このため、投入

コスト型では、営業余剰等、雇用者報酬以外の付加価値

部分を十分反映できないという欠点がある。生産性分析

等の際は、「産出価格」を直接捕捉したデフレーターを

使用することが望ましいが、対応する物価指数が存在し

ないため採用している「次善の策」と言える。

このほか、商業サービス（卸売、小売）については、

SPPI 等の物価統計において、対応する物価指数が現時

点では存在しない。このため、『経済センサス－活動調

8  冠婚葬祭業は、現行 CPI（2015 年基準）では価格調査が困難等の理由により品目として採用されていない。尤も、2016 年末に経済財

政諮問会議がとりまとめた「統計改革の基本方針」において、今後の CPI 平成 32 年基準改定におけるサービスの価格（冠婚葬祭サー

ビスなど）の更なる把握拡充について検討を行うことが、課題として掲げられている。

査』、『商業動態統計』（経済産業省）の業種別販売額等

をウェイトデータ、対応する品目等の価格データについ

ては、卸売では PPI、小売では CPI をそれぞれ適用し加

重平均することにより、デフレーターを推計している。

なお、今回の 2008SNA 対応で採用する R&D、特許等

サービス、防衛装備品のデフレーターについては項目４

（３）、建設デフレーターの推計方法については項目２

（６） ａ、５で説明する。

（６）基本単位デフレーター以外でエクスプリシットに

推計するデフレーター

エクプリシットに算出しているデフレーターとしては、

上記基本単位デフレーターのほかに、建設デフレーター

や総固定資本形成デフレーター（８制度部門別）がある。

いずれも、コモ法６桁品目ごとに作成した基本単位デフ

レーター等を使用することにより作成している。

ａ．建設デフレーター

平成 17年基準 JSNAでは、建設デフレーターとして「木

造住宅」、「木造非住宅」、「非木造住宅」、「非木造非住宅」、

「建設補修」、「その他建設」の 6 品目を作成している。

それぞれの品目において、建設コモ法で推計したコモ法

６桁品目に対応する項目ごと（四半期別）の資材投入額

と、付加価値分については雇用者報酬をウェイトとし、

基本単位デフレーター（中間消費部門）と『毎月勤労統

計』の定期給与指数（建設業 5 人以上）により、投入コ

図表４　建設マトリックス（平成 17 年基準）

木　　　造 非　　木　　造 建設 その他

住　宅 非住宅 計 住　宅 非住宅 計 補修 建　設

コ モ ６ 桁 品 目

資 材 投 入 額 計

付 加 価 値 額

産 出 額

（備考）

１．網掛けの薄い部分は建設コモ法により四半期ごとに値が得られる。

２．網掛けの濃い部分は建設コモ法による産出額を『建築物着工統計』を進捗ベースに転換したもので分割して求める。

３．RAS(1) は木造および非木造の資材投入額計と付加価値額を RAS 法で住宅、非住宅に分割する。

４．RAS(2) は RAS(1) で求めた資材投入額計を使用して資材投入品目を RAS 法で住宅、非住宅に分割する。

ＲＡＳ (2) ＲＡＳ (2)

ＲＡＳ (1) ＲＡＳ (1)
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スト型で算出している。

尤も、建設コモ法では、木造・非木造のそれぞれにつ

いて住宅・非住宅別は推計されないため、『建築物着工

統計』（国土交通省）を進捗ベースに転換したもので木造・

非木造の産出額を住宅・非住宅に分割する。投入内訳に

ついては、「建設原マトリックス」をもとに RAS 法によ

り分割する。なお、RAS 法とは、産業連関分析等にお

いて使用される手法で、あるマトリックスが新しい制約

条件を満たすように修正する方法である。

建設デフレーターの推計では、四半期ごとに建設マト

リックスを作成し、ウェイトとして用いている。「建設

原マトリックス」とは、このマトリックスの初期値であ

り、『産業連関表』の投入表等により作成する。平成 17

年基準では、『産業連関表』（5 年ごとの基準年）の間で

等差補間を行うことにより、各年の「建設原マトリック

ス」を作成している（ただし、基準年（平成 17 年）以

降の「建設原マトリックス」には、平成 17 年の「建設

原マトリックス」を使用）。

建設デフレーターの推計に使用している算式は、以下

のとおり。

∑
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Dlk ：四半期の建設デフレーター（建設部門（ l ）別）

k ：T 年の四半期（1 ～ 4）

u ：T-1 年の四半期（1 ～ 4）

nik (u ) ：四半期のコモ法６桁品目 （ i） 別資材投入額

Ak(u ) : 雇用者報酬

dik (u ) ： nik (u ) に対応する四半期のコモ法６桁品目中

間消費デフレーター

dak(u ) ：建設業（5 人以上）定期給与指数

ｂ．８制度部門別総固定資本形成デフレーター

平成 17 年基準 JSNA では、エクスプリシットに算出

する８制度部門別総固定資本形成デフレーターとして、

「民間非金融企業設備」、「民間住宅」、「民間金融企業設

備」、「民間非営利企業設備」、「公的非金融企業設備」、「公

的住宅」、「公的金融企業設備」、「一般政府」を推計して

いる。機械等については基本単位デフレーター（総固定

資本形成部門）を、建設部門については建設デフレータ

ーの 5 分類（「木造住宅」、「木造非住宅」、「非木造住宅」、

「非木造非住宅」、「その他建設」）を、それぞれ対応させ

ることにより算出している。

まず、ウェイトデータとなる四半期別の「総固定資本

形成マトリックス」を作成するが、暦年値の「総固定資

本形成原マトリックス」、四半期値（制度部門別および

品目別の総固定資本形成額）により推計する。「総固定

資本形成原マトリックス」については、『産業連関表』

の付帯表である固定資本マトリックスを基本として、

JSNA の概念に合わせる処理を行い、制度部門別に組み

替えることにより作成する。平成 17 年基準では、JSNA

概念に組み替えた『産業連関表』の付帯表である固定資

図表５  総固定資本形成マトリックス（平成 17 年基準）

民　　　　間 公　　　　的

合計非金融

企業設備

住

宅

金融

企業設備

非営利

企業設備

非金融

企業設備

住

宅

金融

企業設備

一般

政府

コ モ ６ 桁 品 目

コ 

モ 

法

木 造 住 宅

非 木 造 住 宅

木 造 非 住 宅

非 木 造 非 住 宅

そ の 他 建 設

コ
モ
法

＋
建
築
物
着
工
統
計

総固定資本形成計

（ＲＡＳ法で分割）
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本マトリックス（5 年ごとの基準年）の間で等差補間を

行うことにより、各年の「総固定資本形成原マトリック

ス」を作成している（ただし、基準年（平成 17 年）以

降の「総固定資本形成原マトリックス」には、平成 17

年の「総固定資本形成原マトリックス」を使用）。

四半期値については、①各四半期の供給側推計の総固

定資本形成額を当該暦年（または、判明している直近年）

における制度部門別ウェイトにより分割したもの（列の

合計）、②各四半期の供給側推計等によりコモ法６桁品

目別の総固定資本形成額および上記 5 分類の建設産出額

（行の合計）を得る。

上記により得られた制度部門別・品目別総固定資本形

成額の初期値となる「総固定資本形成原マトリックス」

と四半期値を用いて、RAS 法により四半期別の総固定

資本形成のマトリックス（ウェイトデータ）を作成する。

次に、上記で求めた四半期ごとの総固定資本形成マト

リックスの名目値をウェイトとして、基本単位デフレー

ター（総固定資本形成部門）及び建設デフレーターを、

次の算式で連鎖統合することにより、８制度部門別の総

固定資本形成デフレーターを推計する。
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Dlk ： 四半期の総固定資本形成デフレーター（総固

定資本形成マトリックス８制度部門別（ l ））

k ：T 年の四半期（1 ～ 4）

u ：T-1 年の四半期（1 ～ 4）

nik (u ) ： 部門ごとの四半期の総固定資本形成マトリッ

クス品目 （ i） 別総固定資本形成額及び建設産

出額

dik (u ) ： nik (u ) に対応する四半期のコモ法６桁品目別

総固定資本形成デフレーター及び建設デフレ

ーター

上記のようにエクスプリシットに算出した８制度部門

別総固定資本形成デフレーターで対応する名目値を実質

化し、これを連鎖方式で集計することにより、表章項目

の実質値を得る。上位デフレーター（表章項目のデフレ

ーター）は、項目計の名目値を項目計の実質値で除すこ

とによりインプリシットに算出する。

なお、平成 17 年基準 JSNA では、市場生産者からの

産出分のみで一国全体の総固定資本形成デフレーターを

推計していたが、平成 23 年基準では、研究・開発（R&D）

の資本化に伴い、非市場生産者（一般政府、対家計民間

非営利団体）からの産出分（R&D のみ）も、対象範囲

に含まれるようになった（平成 23 年基準の詳細につい

ては、項目６を参照）。

（７）政府・非営利サービスのデフレーター

また、政府・非営利サービスのデフレーターは、エク

スプリシットに算出するものではないが参考までに説明

すると、投入コスト型でインプリシットに推計している。

以下では、簡単化のため固定基準方式の場合の算式を示

しているが、実際の推計では連鎖方式を採用している。

生産デフレーター＝

中間消費＋間接税＋固定資本減耗＋雇用者報酬
＝

＋ ＋

名目生産額

実質生産額

中間消費＋間接税

中間消費

デフレーター

雇用者報酬

雇用者報酬

デフレーター

固定資本減耗

総固定資本形成

デフレーター

３ 平成23年基準改定における基本単位デフレ

ーターの見直し

（１）見直しの手順

平成 23 年基準では、2008SNA 対応として研究・開発

（R&D）の資本化、防衛装備品の資本化等、新たな概念

が導入されたほか、平成 17 年以降の経済構造の変化を

反映し新たな構成となったコモ法６・８桁品目が設定さ

れ、これらに対応した名目値（コモ値）が推計されてい

る。

平成 23 年基準の基本単位デフレーターは、この新た

な平成 23 年基準におけるコモ法６・８桁品目の構成で、

新たに推計されたコモ値を使用して算出していくが、ま

ず、現行の平成 17 年基準の基本単位デフレーターを推

計する際、コモ法８桁品目に対応させた物価指数を参考

にしながら、平成 23 年基準の基本単位デフレーターに

対応させる物価指数を決めていく。コモ法８桁品目は、

平成 23 年基準においても平成 17 年基準と同様、2,000

品目程度が設定されているが、適用する物価指数につい

て、一つずつ丁寧に見直しを行った。

以下の図表６では、見直しの一例として、防衛装備品

（うち鋼船、航空機）を挙げている。防衛装備品の資本

化は、2008SNA 対応の一つであり、コモ法６桁品目と

して「鋼船（防衛装備品）」、「航空機（防衛装備品）」等、

5 品目が新設されたため、これらに対応する物価指数を

適用したほか、適当な物価指数が存在しない部分につい

ては、内閣府で独自に推計を行った（図表６の下線部分。
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詳細については、項目４（３）を参照）。

（２）物価統計作成部局との連携

基本単位デフレーターの見直しにあたっては、物価統

計作成部署との連携が必要不可欠である。物価統計につ

いては、5 年ごと（西暦年の末尾が 0 または 5 の年）に

基準改定が実施される。基準改定では、指数を 100 とし

て作成する時点（基準年）が更新されるほか、社会・経

済構造の変化を反映するため、採用品目やウェイトの見

直しが行われる。こうした機会を捉え、内閣府では、

JSNA のデフレーター推計に必要な物価指数の新規採用

等を要望しているが、物価統計作成部署の理解・協力に

より、今までに多くの新規品目の採用等が実現している

（例えば、PPI「鉄骨」や「橋りょう」の新規採用、SPPI

「航空施設管理・航空附帯サービス」や「水運附帯サー

ビス」の新規採用、CPI の「介護」のうち「介護（施設）」

に係る拡充等。いずれも平成 22 年基準改定時に実施さ

れている）。こうした物価統計における新規品目の採用

等は、JSNA のデフレーターの精度向上に大きく寄与し

ている。また、日本銀行が本年 2 月に公表した CGPI の

平成 27 年基準においても、内閣府から要望した EPI「鋼

船」等が新規に採用されたところである。

また、主に CPI を対応させる「家計消費系統」につ

いては、最終財（消費財）を対象としていることから、

対応させる財貨・サービスは、馴染みのある品目が多く

比較的分かり易いが、「生産系統」、「輸入系統」、「輸出

9 例えば、平成 12 年基準において SPPI（ないし CGPI）のみを対応させていた「生産系統」のうち、家計向けのウェイトが相応にあるも

の（高速道路料金、携帯電話料金、電力料金等）については、平成 17 年基準より SPPI（ないし CGPI）、CPI の両方を対応させる扱い

に変更した。平成 23 年基準では、これに加え、「総固定資本形成部門」、「中間消費部門」を作成する際は、対応させる品目を調整する（CPI
は適用せず、SPPI（ないし CGPI）のみを使用する）という更にきめ細かい対応を採ることとした。詳細については、藤原・今井（2013）
を参照のこと。

 　なお、藤原・今井（2013）で課題として挙げられている、「商業マージンの物価指数の取り込み」については、SPPI 等の基礎統計に

おいて物価指数が整備されていない状況もあり、対応を見送ることとした。今後「卸売サービス」等、物価指数が整った時点で対応を

検討していくことが必要である。

系統」については、企業が生産のために需要する中間財

等も多く含まれており、専門的な知識がなければ、どの

物価指数を適用すると良いか判断がつかない場合が多々

ある。こうした背景もあり、内閣府では、平成 17 年基

準の改定時と同様、平成 23 年基準の改定作業において

も、日本銀行の物価統計の基準改定担当者に研究協力を

委嘱し、多大な協力を得ている。尤も、平成 17 年基準

改定の際、コモ法８桁品目に対応させる物価指数を全面

的に見直したため、今回の見直しでは、平成 17 年基準

における物価指数の対応ルールを基本的に踏襲すること

とし、一部ルールの明確化や調整を行った 9。

（３）見直しの結果

コモ法６桁レベルの基本単位デフレーターにおける、

4 つの系統（生産、輸入、輸出、家計消費）別の対応す

る物価指数の詳細については、参考資料「平成 23 年基

準 基本単位デフレーター品目対応価格指数一覧」のと

おりである。一覧表は、2016 年 12 月時点のものであり、

2015 年 1-3 月期以降の推計に使用している。各種物価

統計（CGPI、SPPI、CPI、API）のうち、CPI は平成 27

年基準、それ以外は平成 22 年基準を使用している。

（４）基本単位デフレーターの基準年および遡及期間の

推計方法等

今回の JSNA 基準改定では、作成の基本となる『産業

連関表』の作成年である平成 23 年（2011 年）を基準年

図表６　見直しの具体例

平成17年基準 平成23年基準

コモ法6桁品目 生産系統 コモ法6桁品目 生産系統

鋼船 単価指数　鋼船 鋼船（防衛装備品を除く。） 単価指数 鋼船

鋼船（防衛装備品） 単価指数 護衛艦・潜水艦

航空機 PPI　航空機用原動機部品 航空機（防衛装備品を除く。） PPI　航空機用原動機部品

EPI　航空機部品 EPI　航空機部品

航空機（防衛装備品） 単価指数　戦闘機

単価指数　ヘリコプタ

PPI 航空機用原動機部品

EPI 航空機部品
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としており、基本単位デフレーターで使用する各種物価

指数の基準年（2010 年＝ 100 等）と異なっている。こ

のため、基本単位デフレーターについて、まず 2010 年

以降を作成するが、その際は、対応させる物価指数の基

準年（2010 年＝ 100）のままの状態でコモ法６桁品目ベ

ースの基本単位デフレーターを一旦推計し、その後、基

準年を平成 23 年（2011 年＝ 100）に変換するという、

今までの基準改定（JSNA においても「西暦年の 0 また

は 5 の年」を基準年としていた）にはない、特別の措置

を採っている。

また、過去に遡って基本単位デフレーターを推計する

際は、平成 23 年基準のコモ法６・８桁品目に対応する

よう、物価指数が改定される 5 年ごとに物価指数との対

応関係を調整していく。例えば、2010 年以前の期間（2005

年から 2009 年まで）の場合、2005 年基準の各種物価指

数を使用して、基本単位デフレーターを（後述の「リン

ク計数」により接続する期間も含めた）2005 年から

2010 年の間について作成する（この時点では、使用す

る物価指数の基準年のままであるため、2005 年＝ 100

となっている）。そして、前段で作成している 2010 年以

降の（2011 年＝ 100 に基準年を変換した後の）基本単

位デフレーターに 2010 年（暦年ベース）で接続する。「暦

年ベース」の接続とは、2005 ～ 2009 年と 2010 年以降

の基本単位デフレーターを接続する際、両者の 2010 年

指数（暦年ベース）により算出したリンク計数（「2010

年基準の 2010 年指数」／「2005 年基準の 2010 年指数」）

を、2005 ～ 2009 年の計数に乗じることにより、接続す

ることである。これにより、2010 年以降の基本単位デ

フレーターと接続すると同時に、基準年（2011 年＝

100）への変換も行う。

このほか、2015 年以降の計数については、基本単位

デフレーターで使用している物価指数が今後平成 27 年

基準に改定される都度、JSNA に反映していく。例えば、

2016 年 8 月に公表された平成 27 年基準 CPI については、

項目３（３）で説明したとおり 2015 年 1-3 月期以降の

基本単位デフレーターの推計に既に使用している。この

際、足許の時系列の連続性に配慮する観点から、前期比

の動きに断層が生じないよう 2015 年 1-3 月期の新旧指

数により作成した「四半期ベース」のリンク計数（「2010

年基準の 2015 年 1-3 月期指数」／「2015 年基準の 2015

年 1-3 月期指数」）を用いて接続を行っている。これは、

上記で説明した過去（2009 年以前）の計数を接続する

際の考え方（長期時系列における指数水準の安定性を確

保する観点）より、前期比の動きを重視するものである

（「暦年ベース」ではなく「四半期ベース」のリンク計数

を用いて接続を行う）。「暦年ベース」では、（当該年に

包含される）4 四半期分の価格情報でリンク計数を作成

するため、「四半期ベース」の場合より、当該四半期の

特殊要因等によって発生し得るリンク計数の歪みを小さ

くすることができる。しかし、一方で、暦年値と四半期

値の差が大きい場合（例えば、当該年の価格が大きく上

昇ないし下落した場合等）、接続前（例えば、2009 年

10-12 月期）と接続後（2010 年 1-3 月期）の間の指数変

動において、暦年リンク計数を使用することによるテク

ニカルな変動が混在する可能性がある。このため、接続

する時期と両リンク計数のメリット・デメリットを比較

図表７　基本単位デフレーターの過去への接続方法（イメージ図）

①22年基準物価指数で推計（2011年=100に変換）

2010 2011 2012 2013

基準年

②17年基準物価指数で推計（2005年＝100）

 [ 平成23年基準JSNAにおける接続方法 ]

2005 2006 2007 2008 2009 2010

←③2010年（暦年ベース）のリンク計数で接続

 　　2005～2009年の計数を2011年＝100に変換

①17年基準物価指数で推計（2005年＝100）
2005 2006 2007 2008

基準年

②12年基準物価指数で推計（2000年＝100）

 [ 平成17年基準JSNAにおける接続方法 ]

2000 2001 2002 2003 2004 2005
←③2005年（暦年ベース）のリンク計数で接続
　　　2000～2004年の計数を2005年=100に変換
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考量の上、過去（2009 年以前）を接続する際は「暦年

ベース」、2015 年以降は「四半期ベース」のリンク計数

を採用している。

４ 平成23年基準改定におけるデフレーター推

計面での2008SNAへの対応

今回の JSNA における平成 23 年基準改定では、準拠

する国際マニュアルを従前の 1993SNA から 2008SNA に

移行した。2008 年 SNA における 1993SNA からの変更

点は多岐に亘るが、ここでは、デフレーター見直しに関

する事項に絞り、かつ主なものについて説明することと

したい。具体的には、研究・開発（R&D）の資本化、

特許等サービスの記録の変更、防衛装備品の資本化、の

3 点である。

（１）研究・開発（R&D）の資本化

R&D について、平成 17 年基準では、R&D を主活動

とする市場生産者の研究機関については、その産出額を

計測し、需要先としては中間消費として扱ってきた。一

方、研究機関以外の市場生産者の R&D、即ち副次的活

動としての企業内研究開発については、R&D の産出額

は記録してこなかった。企業内研究開発については、

R&D に要する費用（雇用者報酬、中間投入、固定資本

減耗等）は各活動の生産費用に内包される扱いとなって

いる一方、産出額としては主産物や R&D を除く副次生

産物のみ計測を行ってきた。また、一般政府、対家計民

間非営利団体（NPISH）の非市場生産者分については、国

際基準で推奨されているように生産費用の合計から産出

額を計測する際、R&D に要する生産費用分も産出額に

含まれているが、R&D の産出額として明示的には認識

されておらず、その需要先はそれぞれ自己消費である政

府最終消費支出、NPISH 最終消費支出に記録されてきた。

一方、平成 23 年基準では、2008SNA の勧告に沿って、

より広範かつ明示的に R&D の産出額を計測範囲に含め

ている。具体的には、まず、市場生産者の R&D として、

研究機関分の R&D のほか、企業内研究開発も対象範囲

として拡大し、需要先については、全額総固定資本形成

として扱う。次に、非市場生産者による R&D 産出につ

いては、これを明示的に取り扱うこととし、需要先とし

ては平成 17 年基準での最終消費支出から、総固定資本

形成として記録するよう変更した。

10 「機械関連製造業」は、経済活動別分類の「はん用・生産用・業務用機械」、「電子部品・デバイス」、「電気機械」、「情報・通信機器」、「輸

送用機械」を対象範囲としている。

こうした中、デフレーターについては、平成 17 年基

準では、市場生産者の研究機関分に対応するデフレータ

ーを「投入コスト型」で算出していた。平成 23 年基準

でも、R&D のデフレーターについては、平成 17 年基準

と同様、かつ各国における R&D デフレーターの推計で

も採用されている「投入コスト型」を採用する。具体的

には、まず、市場生産者分については、平成 17 年基準

で推計していた研究機関分のほか企業内研究開発を含む

形に対象範囲を拡大するほか、非市場生産者分（一般政

府、対家計民間非営利団体）についても、デフレーター

を新設する。

平成 23 年基準におけるデフレーターは、平成 17 年基

準における市場生産者分の R&D と同様、『産業連関表』

の「投入表」をウェイトデータとして用いる（中間投入、

付加価値（雇用者報酬）に該当する項目をウェイトとし

て使用）。また、価格データとしては、中間投入には基

本単位デフレーター（中間消費部門）、雇用者報酬には

該当する『毎月勤労統計』の定期給与指数（5 人以上）

を用いる。『毎月勤労統計』の系列としては、市場生産

者分については、R&D を多く産出する経済活動（以下、

「R&D 主要産業」という。具体的には、化学、石油・石

炭製品、機械関連製造業 10、情報通信業、保健衛生・社

会事業）に対応する 4 系列（「化学工業、石油製品・石

炭製品製造業」、「機械関連製造業」、「情報通信業」、「医

療業」）を対象とし、基準年のＶ表（経済活動別財貨・

サービス産出表）における R&D 産出額をウェイトとし

て統合した値を用いる。非市場生産者が産出する R&D

分については、『毎月勤労統計』の「学術・開発研究機関」

の定期給与指数（5 人以上）を用いる。

このようにして算出した R&D の動向は、図表８のと

おりである。

（２）特許等サービスの記録の変更

1993SNA では、特許実体は無形非生産資産として扱

う一方、特許のライセンシングに関するロイヤリティで

ある特許使用料の受取はサービスの産出（需要先として

は中間消費）、即ち生産物として扱われており、マニュ

アル内で概念的な不整合がみられた。こうした中、平成

17 年基準 JSNA においては、特許実体を無形非生産資

産として整理するとともに、特許使用料については、サ

ービスの産出や購入ではなく、財産所得（賃貸料）の受

払の一部として取り扱っていた。
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一方、2008SNA では、研究・開発（R&D）の資本化

に伴い、特許実体が R&D の成果に包含される扱いとな

り、無形非生産資産ではなく生産資産として記録される

こととなった。また、ライセンス契約等の下で、特許権

等の使用が許諾された場合、ライセンシーからライセン

サーへの特許使用料の支払については、その支払形態等

に応じて、サービスの支払、または、資産の取得（総固

定資本形成）に対する支払のどちらか、いずれにしても

生産物の取引として記録される扱いに変更された。こう

した中、平成 23 年基準 JSNA においては、2008SNA の

R&D 資本化への対応と併せて、特許実体を、「研究・開

発」（固定資産）に体化して含まれるものとして扱うほか、

特許使用料について、「特許等サービス」というサービ

スの産出として記録すべく、コモ法６桁品目等を新設す

ることとなった。また、特許使用料の需要先については、

基礎資料の制約から、全額中間消費として扱っている。

特許等サービスのデフレーターについては、基礎統計

に対応する物価指数が存在しないため、新たに採用する

「生産系統」、「輸入系統」、「輸出系統」のデフレーター

を内閣府で独自に推計すべく詳細な検討を実施した。ま

ず、採用するデフレーターの候補として、先行研究（小

林（2014））において言及されている「インフレーター

方式」（「物価指数」×「料率」）による推計方法を検討

した。「インフレーター方式」は、特許等サービスにお

ける値決め方式の一つである「定率方式」（「ロイヤリテ

ィ」＝「対象商品の販売価格」×「ロイヤリティ料率」）

をモデルとしたデフレーター推計方法である。しかし、

11  輸出入系統において、PPI（ないし各国 PPI）を使用する場合に為替動向を反映するのは、輸出（ないし輸入）時の（契約通貨は現地通

貨とみなした上で）為替変動に伴う価格変化を反映するためである。一方、EPI を使用する場合は為替変動に伴う価格変化が反映され

ている「円ベース指数」を使用している。このため、こうした処理は行っていない。

時系列で連続した「料率」データの入手が困難であるこ

とが判明したため、やむを得ず断念することとした。

次に、特許等サービスの「サービス価格」を「何らか

の物価指数で代替する方法」（上記「インフレーター方式」

の「料率」を一定とみなすもの）を検討した。どのよう

な物価指数で代替するかによって複数の推計方法が考え

られるが、（a）（特許等サービスの価格が不明であるため）

「一般物価水準」で代替するという考え方、（b）「特許等

サービスを利用して生産された財貨・サービスの価格」

で代替するという考え方に基づく推計方法を検討した。

（a）については「各国 PPI 総平均指数の集計値」（「輸

出系統」のみ。以下、試算①という。）と「CGPI（PPI

または EPI）の総平均指数」（以下、試算②という。）、（b）

については「CGPI や SPPI の類別指数等の集計値」（以下、

試算③という。）の計 3 方式の試算を行ったが、最終的

には試算②（PPI 総平均指数を使用。輸出入系統では為

替指数を乗じる 11）を採用することとした（推計方法に

ついては、図表 12 を参照）。

検討結果を簡単に紹介すると、まず、試算①について

は、輸出先の「一般物価水準」で代替することを想定し

たものだが、2008 年をピークとした資源価格の変動と

思われる影響が大きく、資源価格の変動の影響を受ける

とは考えにくい特許等サービスの価格を代替するにはや

や無理があると思われるため、不採用とした。次に、試

算②の「一般物価水準」か、試算③の「特許等サービス

を利用して生産された財貨・サービスの価格」のどちら

にするかを検討した。試算③は上述の特許等サービスの

図表８　R&D の動向（総固定資本形成部門、2011 年＝ 100）
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値決め方式である「定率方式」に近い推計方法ではある

が、「どの品目（物価指数）において特許等サービスが

使用されているか」の選定が困難であり、選択する物価

指数によって結果が大きく変わり得る。このため、現時

点では「一般物価水準」で代替する試算②（PPI 総平均

指数を使用。輸出入系統では為替指数を乗じる）が最善

と判断した。

なお、各国のデフレーターについてみると、米国では

特許等サービスの輸出および輸入のデフレーターとして

「国内購入者向け販売価格デフレーター（Implicit price 

deflator for final sales to domestic purchasers）」を採用して

おり、JSNA と同様、特許等サービスのデフレーターと

して「一般物価水準」で代替する方法を採用している。

一方、英国では、特許等サービス自体のデフレーターは

採用しておらず、他の物品賃貸サービスのデフレーター

で代替している。

図表９　特許等サービス（生産系統）の試算（2010 年＝ 100）

図表 10　特許等サービス（輸出系統）の試算（2010 年＝ 100）

（出所）日本銀行『企業物価指数』等。推計方法については、図表 12 を参照。

（出所）日本銀行『企業物価指数』等。推計方法については、図表 12 を参照。
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図表 12　特許等サービスの推計方法
【試算①】

価格データ ウェイト

輸出系統 各国 PPI 総平均指数×為替（米国、EU、中国、タイ、韓国） 国際収支統計（受取）

・ 考え方： 輸出された「特許等サービス」の価格を、当該国における PPI 総平均指数（一般物価水準）で代替。

・ 価格データ： 各国 PPI 総平均指数に、当該国・地域の為替動向（対顧客外国為替相場（月中平均、仲値））を反映。

・ ウェイトデータ： 主な輸出国・地域を、財務省・日本銀行『国際収支統計』（BPM5）「特許等使用料」の「工業権・

鉱業権使用料」（受取額）より抽出。

・算式：フィッシャー連鎖式

【試算②】

価格データ ウェイト

生産系統 PPI 総平均指数 ─

輸出系統
PPI 総平均指数×為替（試算②－１）（米国、EU、中国、タイ、韓国） ─

EPI 総平均指数（試算②－２） ─

輸入系統 PPI 総平均指数×為替（米国、EU） ─

・考え方

（生産系統）： 国内で生産された「特許等サービス」の価格を、PPI 総平均指数（一般物価水準）で代替。

（輸出系統）： 輸出された「特許等サービス」の価格を、PPI（または EPI）総平均指数（一般物価水準）で代替。

（輸入系統）：輸入された「特許等サービス」の価格を、PPI 総平均指数（一般物価水準）で代替。

・価格データ： PPI（または EPI）総平均指数。輸出（または輸入）系統に PPI 総平均指数を使用する場合は、主

な輸出（または輸入）国・地域の為替動向（対顧客外国為替相場（月中平均、仲値））を反映。主

な輸出（または輸入）国・地域は、『国際収支統計』（BPM5）「特許等使用料」の「工業権・鉱業

権使用料」（受取額（または支払額））より抽出し、為替動向を反映する際のウェイトとする。

・算式：ラスパイレス式（元データである PPI および EPI の指数算式）

図表 11　特許等サービス（輸入系統）の試算（2010 年＝ 100）

（出所）日本銀行『企業物価指数』等。推計方法については、図表 12 を参照。
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【試算③】

価格データ ウェイト

生産系統
PPI、SPPI の類別指数等（試算③－１）（化学に PPI 類別「化学」を使用）

V 表
PPI、SPPI の類別指数等（試算③－２）（化学に PPI 小類別「医薬品」を使用）

輸出系統
PPI 類別指数等×為替（試算③－１）（米国、EU、中国、タイ、韓国）

SRD
EPI 類別指数等（試算③－２）

輸入系統 PPI 類別指数等×為替（米国、EU） SRD

・考え方： 国内で生産（または、輸出・輸入）された「特許等サービス」の価格を、電気機器や医薬品等「特許

等サービスを投入することにより産出された財貨・サービス」の価格（PPI、SPPI の類別指数等）で代替。

・価格デー タ：ウェイトデータに対応する PPI（または EPI）、SPPI の類別指数等。また、輸出（または輸入）系

統に PPI 類別指数等を使用する場合は、試算②と同様、主な輸出（または輸入）国・地域の為替動向（対

顧客外国為替相場（月中平均、仲値））を反映。主な輸出（または輸入）国・地域は、『国際収支統計』（BPM5）

「特許等使用料」の「工業権・鉱業権使用料」（受取額（または支払額））より抽出し、為替動向を反映

する際のウェイトとする。

・ウェイトデータ

　（生産系 統）：基準年の V 表（経済活動別財貨・サービス産出表）における R&D 産出額（経済活動別の特許等

サービス産出額の構成比は、経済活動別の R&D 産出額の構成比と連動すると仮定）。主要 7 項目（①

化学、②はん用・生産用・業務用機械、③電子部品・デバイス、④電気機械、⑤情報・通信機器、⑥輸

送用機械、⑦情報通信業）を抽出。

　（輸出系 統）：総務省『科学技術研究統計』（以下、SRD という。）の「第 10 表 産業別技術輸出対価受取額」より、

主要 8 項目（①医薬品、②はん用機器、③生産用機器、④業務用機器、⑤電子部品・デバイス・電子回

路、⑥電気機器、⑦情報通信機器、⑧輸送用機器）を抽出。

　（輸入系 統）：SRD の「第 11 表 産業別技術輸入対価支払額」より、主要 9 項目（①医薬品、②はん用機器、③

生産用機器、④業務用機器、⑤電子部品・デバイス・電子回路、⑥電気機器、⑦情報通信機器、⑧輸送

用機器、⑨情報サービス）を抽出。

・算式：フィッシャー連鎖式

「特許等サービス」の動向は、以下のとおりである。

図表 13　特許等サービスの動向（生産部門、2011 年＝ 100）
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（３）防衛装備品の資本化

2008SNA においては、いわゆる兵器システムの資本

化も大きな変更の一つである。ここで兵器システムとは、

軍艦、潜水艦、軍用機、戦車、ミサイル輸送車及び発射

台等のような車両やその他の設備を含むものを対象範囲

としている。

1993SNA では、これら兵器システムへの支出は、民

間転用可能なものだけを一般政府による総固定資本形成

として計上し、それ以外は一般政府による中間消費とし

て扱うこととされていた。これに対し、2008SNA では、

軍艦、戦車等の兵器システムについては、平和時におけ

る役割が抑止力の提供であったとしても、継続して防衛

サービスを提供しているものとみなし、固定資産に分類

されることとなっている。また、一回限り使用可能な弾

薬類については、在庫（軍事在庫）として扱うこととさ

れている。

こうした 2008SNA の勧告に対し、我が国では、平成

23 年基準改定において、平成 17 年基準で既に存在して

いた「武器」に加え、防衛装備品に該当するコモ法６桁

品目として新たに、①「電子応用装置（防衛装備品）」、

②「無線電気通信機器（防衛装備品）」、③「鋼船（防衛

装備品）」、④「舶用内燃機関（防衛装備品）」、⑤「航空

機（防衛装備品）」の 5 品目を設定した。また、平成 17

年基準で既に存在し、中間消費部門に計上されているコ

モ法６桁品目「武器」については、中間消費部門のほか

総固定資本形成部門にも計上している。

こうした中、デフレーターについては、項目３（１）

でも説明したとおり、上記③を構成する「軍艦の新造（防

衛装備品）」や、⑤を構成する「飛行機（防衛装備品）」

および「ヘリコプタ（防衛装備品）」では、基礎統計に

対応する物価指数が存在しないため、民需分の鋼船と同

様、単価指数を採用した（図表６の下線部分）。民需分

の鋼船における単価指数では貿易統計を使用しているが、

防衛装備品では防衛省資料を用いている。一方、その他

の防衛装備品については、（上記鋼船以外の）民需分と

同様に、PPI 等の基礎統計から物価指数を適用している

（① ~ ⑤の防衛装備品で適用している物価指数等につい

ては、参考資料「平成 23 年基準 基本単位デフレーター

品目対応価格指数一覧」を参照）。

防衛装備品のうち、ウェイトの大きい、③「鋼船（防

衛装備品）」、⑤「航空機（防衛装備品）」の動向は、図

表 14 のとおりである。単価指数を採用しているため、

品質を特定した価格の捕捉には限界があり、特に、⑤に

おける 2013 年の指数上昇局面には品質変化に伴う価格

変動が混在している可能性は否めないが、当該期間では

円安が進行したこともあり、輸入品が多い航空機の指数

動向としては、妥当な推移になっていると考えられる。

実際、図表 14 では、民需分（「鋼船（防衛装備品を除く。）」、

「航空機（防衛装備品を除く。）」）の動向も示しているが、

PPI 航空機用原動機部品等の代用により推計している民

需分の航空機は、この間、同様に上昇している。

なお、図表 14 でみた鋼船や航空機のうち、鋼船の民

需分については、項目３（２）で述べたとおり、日本銀

行が本年 2 月に公表した平成 27 年基準 CGPI において、

EPI の新規品目として採用された。このため、内閣府で

は、これを JSNA に取り込むべく準備を進めているとこ

ろである。即ち JSNA では、本年 5 月に公表を予定して

いる 2017 年 1-3 月期 1 次 QE より、平成 27 年基準

図表 14　防衛装備品（鋼船、航空機）の動向（総固定資本形成部門、2011 年＝ 100）
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CGPI を 2015 年 1-3 月期まで遡って取り込む予定として

いる。この中で民需分の鋼船については、現行の単価指

数から EPI 鋼船に切り替えることにより、より精度の高

いデフレーターを推計していく。

５ 平成23年基準における建設デフレーターの

推計方法

平成 23 年基準 JSNA では、建設デフレーターとして、

①「木造住宅」、②「木造非住宅」、③「非木造住宅」、

④「非木造非住宅」、⑤「建設補修」、⑥「その他建設」、

⑦「木造計」（①＋②）、⑧「非木造計」（③＋④）、⑨「建

設計」（①～⑥）の 9 品目を作成する。それぞれについて、

以下のウェイトデータと価格データを使用し、平成 17

年基準と同様「投入コスト型」により算出する。

ウェイトデータには、（a）暦年値であり『産業連関表』

の投入表等により作成する「建設原マトリックス」、（b）

四半期値であり、コモ法等で推計されるコモ法６桁品目

別の暦年値を供給側推計で四半期分割した（ないしは延

長推計した）資材投入額と、付加価値額（雇用者報酬）

を使用する。RAS 法により（b）を（a）の割合で配分し、

四半期ベースの「建設マトリックス」（ウェイトデータ）

を得る。平成 23 年基準では、建設コモ法が廃止となり、

建設部門はコモ法により推計されるが、コモ法において

も木造・非木造それぞれにおいて住宅・非住宅別は推計

されない。このため、平成 17 年基準と同様『建築物着

工統計』を進捗ベースに転換したもので木造・非木造の

産出額を住宅・非住宅に分割する。

価格データには、（a）「資材投入」部分は基本単位デ

フレーター（中間消費部門）、（b）「雇用者報酬」部分は

『毎月勤労統計』の定期給与指数（建設業 5 人以上）を

使用する。

平成 23 年基準では、ウェイトデータの推計方法の改

善を図った。平成 17 年基準までは『産業連関表』（5 年

ごとの基準年）の間で等差補間を行うことにより各年の

「建設原マトリックス」を推計していたが（当時の基準

年（平成 17 年）以降の「建設原マトリックス」には、

平成 17 年の「建設原マトリックス」を使用）、平成 23

年基準ではストック推計で毎年推計する「建設マトリッ

クス」を、暦年ベースの「建設原マトリックス」として

使用する。これにより、「建設原マトリックス」において、

基準年と基準年間の等差補間を行うことにより算出した

推計値ではなく、毎年の実績値を使用できるようになっ

た。また、ストック推計と推計方法を共通化することに

より、JSNA 体系全体としての精度向上を図った。

６ 平成23年基準における８制度部門別総固定

資本形成デフレーターの推計方法

平成 23 年基準 JSNA における総固定資本形成デフレ

ーターは、平成 17 年基準と同様、８制度部門（①民間非

金融企業設備、②民間住宅、③民間金融企業設備、④民

間非営利企業設備、⑤公的非金融企業設備、⑥公的住宅、

⑦公的金融企業設備、⑧一般政府）の括りで算出する。

ウェイトデータとしては、（a）暦年値の「総固定資本

形成原マトリックス」、（b）四半期値（各四半期の供給

側推計の総固定資本形成額を当該暦年（または、判明し

ている直近暦年）における制度部門別ウェイトにより分

図表 15　建設マトリックス（平成 23 年基準）

木　　　造 非　　木　　造 建設 その他

住　宅 非住宅 計 住　宅 非住宅 計 補修 建　設

コ モ ６ 桁 品 目

資 材 投 入 額 計

付 加 価 値 額

産 出 額

（備考）

１．網掛けの薄い部分はコモ法等により四半期ごとに値が得られる。

２．網掛けの濃い部分はコモ法による産出額を『建築物着工統計』を進捗ベースに転換したもので分割して求める。

３．RAS(1) は木造および非木造の資材投入額計と付加価値額を RAS 法で住宅、非住宅に分割する。

４．RAS(2) は RAS(1) で求めた資材投入額計を使用して資材投入品目を RAS 法で住宅、非住宅に分割する。

ＲＡＳ (2) ＲＡＳ (2)

ＲＡＳ (1) ＲＡＳ (1)
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割したもの（列の合計）、各四半期の供給側推計等によ

り得たコモ法６桁品目別の総固定資本形成額および 5 分

類の建設産出額（行の合計））を使用する。RAS 法によ

り（b）を（a）の割合で配分し、四半期ベースの「総固

定資本形成マトリックス」（ウェイトデータ）を得る。

価格データとしては、（a）機械等については、基本単

位デフレーター（総固定資本形成部門）、（b）建設デフ

レーター（木造住宅、木造非住宅、非木造住宅、非木造

非住宅、その他建設）を使用する。

また、平成 23 年基準では、2008SNA 対応のため、研究・

開発（R&D）、防衛装備品、所有権移転費用を総固定資

本形成デフレーターに新たに取り込んだ。まず、R&D

については、市場生産者からの産出分は上記８制度部門

のうち 4 部門（上記の①、③、⑤、⑦）、非市場生産者（対

家計民間非営利団体）からの産出分は民間非営利企業設

備（④）、非市場生産者（一般政府）からの産出分は一

般政府（⑧）に計上する。防衛装備品は一般政府（⑧）、

所有権移転費用は民間住宅（②）に計上する。

上記の R&D の取り込みに伴い、平成 17 年基準では、

市場生産者からの産出分のみで一国全体の総固定資本形

成デフレーターを推計していたが、平成 23 年基準より、

非市場生産者（一般政府、対家計民間非営利団体）から

の産出分（R&D のみ）も、対象範囲に含まれるように

なった。

このほか、平成 23 年基準では、建設デフレーターと

同様にウェイトデータの推計方法の改善を図った。平成

17 年基準までは JSNA 概念に組み替えた『産業連関表』

の付帯表である固定資本マトリックスをもとに、基準年

の間で等差補間を行うことで「総固定資本形成原マトリ

ックス」を推計していたが（当時の基準年（平成 17 年）

以降の「総固定資本形成原マトリックス」には、平成

17 年の「総固定資本形成原マトリックス」を使用）、平

成 23 年基準ではストック推計で毎年推計している「固

定資本マトリックス」を、暦年ベースの「総固定資本形

成原マトリックス」として使用する。これにより、「総

固定資本形成原マトリックス」において、基準年と基準

年間の等差補間により算出した推計値ではなく、毎年の

実績値を使用できるようになった。また、ストック推計

と推計方法を共通化することにより、JSNA 体系全体と

しての精度向上を図った。

図表 16 　固定資本形成マトリックス（平成 23 年基準）
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（ＲＡＳ法で分割）

（備考） 非市場生産者（政府、非営利）から産出される総固定資本形成は研究・開発（R&D）のみ。いずれも自己勘定

総固定資本形成であり自部門（一般政府、対家計民間非営利団体）に計上。
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７ 結びに代えて

以上、JSNA におけるデフレーターの推計方法につい

て概観した上で、平成 23 年基準における改善内容につ

いて紹介した。平成 23 年基準改定では、最新のウェイ

ト情報や価格情報を反映したほか、2008SNA の対応等

によるデフレーターの新設や見直しを行った。こうした

取り組みは、JSNA の精度向上につながっていると考え

られる。一方で、基礎統計の制約等から、デフレーター

推計における課題が残されているのも事実であり、これ

らについては不断の研究・検討を行っていくことが肝要

である。

（残された課題）

（１）建設デフレーター

一つは、建設デフレーターである。項目２（３）でも

述べたとおり、平成 23 年基準改定では、建設部門の産

出額の推計方法の改善を図り、平成 17 年基準まで採用

していた建設コモ法を廃止し、産出額を出来高ベースで

直接推計する方法を採用することにより、JSNA の精度

向上を図った。一方、デフレーターについては、平成

23 年基準では、平成 17 年基準の手法である「投入コス

ト型」を踏襲している。即ち「市場取引価格（産出価格

（output price））」を間接的に捉えようとする「投入コス

ト型」では、項目２（５）で述べたとおり、付加価値部

分のうち雇用者報酬のみが推計対象となるため、営業余

剰等の変化が反映されない。このため、（営業余剰等の

変化も包含される）「産出価格」を直接捕捉するデフレ

ーター（以下、「アウトプット型」という。）の研究・開

発については、今後の課題として位置づけられる 12。

しかし、建設部門のデフレーターは、「同じ建物」が

何度も建設されることはほとんどなく、「産出価格」を

直接捉えることが極めて難しい分野の一つである。各国

においてもデフレーター推計においては苦労を重ねてい

る。米国では、非住宅のデフレーターとして労働統計局

12  脚注８でも述べた 2016 年末に経済財政諮問会議がとりまとめた「統計改革の基本方針」においても、既存統計で捕捉できていない分

野の一つとして、建設（市場価格取引ベース）の価格の把握方法の研究が掲げられている。
13 本稿における「モデル型」とは、産出価格を直接捉えることができない中、何らかのかたちでモデルを設定し（例えば、米国（非住宅）

のように建設工程ごとに捉えた産出価格を集計するモデルや、米国（住宅）や英国等のような計量分析手法等により）産出価格を捉え

ようとする方法のことをいう。生産（投入）側からみた価格情報等を集計することにより産出価格を間接的に捉えようとする「投入コ

スト型」も「モデル型」の一種であるが、本稿では（「モデル型」とは別に）「投入コスト型」と分類した上で、説明している。
14  住宅については、フランスでは「モデル型」（市場取引価格を非説明変数、物件の属性（広さ、地域、住居スペースの階数、車庫、暖

房装置、築年数等）を説明変数とした回帰式（ヘドニック法）による推計。）、カナダでも「モデル型」（建設業者より入手した代表的

な新規物件（モデル）の販売価格を集計。建設業者は、実際に取引された個別の価格ではなく、モデルとして設定した物件に該当する

当該期の全取引を反映した販売価格を報告することが求められている。）が採用されている。一方、豪州では「アウトプット型」（建物

の形態（戸建て、アパート等）や地域により細分化した項目毎に、実際の販売価格（中央値）より算出した前期からの変化率を集計。）

が採用されている。

（BLS）が作成している PPI を主に使用しており、これ

らでは建設工程（例えば、床工事）ごとに「産出価格」

を推計し集計することにより建物全体としての「産出価

格」を捉える方法（以下、「モデル型」13 という。）が採

用されている。この「モデル型」における建設工程ごと

の「産出価格」は、①費用（原材料費、人件費、関連機

器費用）、②マージン（諸経費、利益）に分けて調査し

た価格情報を集計することにより、算出されている。ま

た、住宅のデフレーターとしては、センサス局（Census 

Bureau）が作成している住宅価格指数（Price Indexes for 

New Single-Family Houses Under Construction）等を使用

しており、建設コスト等から「産出価格」を回帰推計す

る「モデル型」のデフレーターとなっている。

一方、英国では、国民経済計算で使用する建設デフレ

ーターを見直し、入札価格情報等から「産出価格」を時

系列モデルにより推計する「モデル型」のデフレーター

を 2014 年 7-9 月期以降の国民経済計算に採用していた。

しかし、その後、同推計において安定的な結果が得られ

なくなったことから、この「モデル型」のデフレーター

の使用を一旦中止した。そして、2015 年 6 月（2015 年

4 月分の計数）以降、暫定的な建設デフレーターを「投

入コスト型」で作成し、2014 年 1-3 月期まで遡って国

民経済計算に反映している。このように、英国では、現

在も「産出価格」をより直接的に捉えるための検討が進

められている。また、フランスやカナダ、豪州の非住

宅 14 においても、我が国と同様、「投入コスト型」が主

に採用されている。

各国における取り組みや工夫を参考に、物価統計を担

当する各機関とも連携し、JSNA のデフレーター推計の

改善のための研究・検討を引き続き進めることが重要で

ある。

（２）研究・開発（R&D）

次に、R&D デフレーターは、上記建設デフレーター

と同様「投入コスト型」を採用しており、付加価値部分



－ 67 －

国民経済計算の 2008SNA 対応等におけるデフレーターの推計

は雇用者報酬のみで推計しているため、営業余剰等は加

味されていない。一方、名目値の推計においては、これ

が加味されている。このため、R&D においても「産出

価格」を直接捉えることが今後の課題とはいえるが、実

際は、主要国では基本的に共通して投入コスト型で推計

しているのが現状である。

この中で、米国では、例外的に、投入コスト型で推計

されたデフレーターから多要素生産性（MFP）上昇率を

控除したものを R&D デフレーターとして推計している。

ただし、これは、各産業の MFP 上昇率を R&D の生産

性に全て帰着させるというやや大胆な考え方に基づくも

のであり、EU 諸国等、他の主要先進国では採用事例が

ないという点に留意が必要と言える。そもそも「R&D

のデフレーター推計方法をどのように定義するか。」と

いう点について、国際的に統一されていない部分もあり、

今後の国際的な議論の趨勢もフォローしていきながら、

より良いデフレーター推計方法の開発に向けた継続的な

研究が重要と言える。

（３）サービス分野を中心としたデフレーターの更なる

研究・改善

我が国におけるサービス価格のうち、家計向けについ

ては CPI、企業向けについては SPPI が整備されており、

JSNA のデフレーターでも多くのサービス部門でこれら

を採用している。一方、サービス分野については、同一

品質のサービスを連続して（時系列で）捕捉することが

性質上困難であることから、物価指数として捉えるのが

困難なサービス項目が少なからず存在する。そうした中

で、例えば、日本銀行の SPPI における卸売サービス価

格の試算値の作成・公表等、改善に向けた検討も着々と

進められている 15。

JSNA においては、物価統計作成部局との連携をとり

つつ、新たに物価統計において取り込まれるようになっ

た品目については、できるだけ速やかに JSNA に取り込

んでいくとともに、基礎統計の制約等から内閣府独自で

推計しているサービス分野を中心としたデフレーターの

研究・改善に、引き続き取り組んでいくことが重要であ

ろう。

15 前述の「統計改革の基本方針」でも、既存の統計では捕捉できていない卸売サービスについて、SPPI の平成 27 年基準改定（2019 年央）

より実施することが課題として掲げられている。
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【本資料の見方等】 
○ 本資料は、平成 23 年基準国民経済計算（JSNA）におけるコモ法６桁レベルの「基本

単位デフレーター」について、４つの系統（生産、輸入、輸出、家計消費）別の対応する

物価指数の詳細（どの基礎統計のどの指数を対応させているか等）を示している。2016
（平成 28）年 12 月時点のものであり、2015 年 1-3 月期以降の推計に使用している。 

○ ここで使用している主な物価統計（『国内企業物価指数』（PPI）（日本銀行）、『輸出物価

指数』（EPI）（同）、『輸入物価指数』（IPI）（同）、『企業向けサービス価格指数』（SPPI）
（同）、『消費者物価指数』（CPI）（総務省）、『農業物価指数』（API）（農林水産省））は、

CPI が平成 27 年基準（2015 年＝100）、それ以外の物価統計は平成 22 年基準（2010 年

＝100）となっている。このため、「基本単位デフレーター」推計の際、JSNA の基準年

（2011 年＝100）に変換している。 

○ 掲載事項を一覧（表頭）に沿って説明すると、以下のとおり。 
・品目名称：「基本単位デフレーター」の項目名称を示している。市場生産者により生産

される財貨・サービスの供給および需要の推計に用いている、コモディティ・フ

ロー法（コモ法）で設定されている品目（約 400 品目）に対応している。 
・生産：「生産系統」の推計に使用している物価指数等を示している。API、PPI、SPPI

を主に使用しているほか、家計消費の割合が高い品目では、CPI も使用してお

り、消費税を含むベースで推計している。対応する物価指数がなく、（消費税が

含まれていない）他の物価指数（EPI、IPI）等で代替する場合は、消費税による

影響を含めた上で、推計している。このほか、「基本単位デフレーター」に含め

ないこととしている要因による物価指数の変動（CPI の介護や医療（診療代）に

おける自己負担比率の変更等に伴うもの等）については、可能な限り除いた上で、

推計している。 
・輸入：「輸入系列」の推計に使用している物価指数等を示している。IPI を主に使用し

ており、消費税は含まれていない。対応する物価指数がなく、（消費税が含まれ

ている）他の物価指数（PPI、CPI 等）で代替する場合は、消費税による影響を

除いた上で、推計している。 
・輸出：「輸出系統」の推計に使用している物価指数等を示している。EPI を主に使用し

ており、消費税は原則含まれないが、一部のサービス（宿泊料、飲食等）につい

ては、消費税による影響を含めた上で、推計している。対応する物価指数がなく、

他の物価指数（PPI、CPI 等）で代替する場合は、輸出には含まれない変動（上

記消費税による影響のほか、PPI 酒類の品目における酒税の変更に伴う変動等）

については、可能な限り除いた上で、推計している。 
・家計消費：「家計消費系統」の推計に使用している物価指数等を示している。CPI を主

に使用しており、消費税を含むベースで推計している。また、「基本単位デフレ

ーター」に含めないこととしている要因による物価指数の変動（CPI の介護や医

療（診療代）における自己負担比率の変更等に伴うものや、自動車取得税（エコ

カー減税）による影響等）については、可能な限り除いた上で、推計している。 
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○ 上記の 4 系統（生産、輸入、輸出、家計消費）で使用している物価指数等の表記は、以

下のとおり。  
・物価指数を使用している場合：物価統計の名称（PPI、EPI、IPI、SPPI、CPI、API）

と、使用している項目の名称を記載している（例えば、「PPI_ハム」）。より正確

にデフレーターを推計するため、物価指数の最小単位である品目を使用するこ

とを原則としているが、対応する品目が存在しない等の理由により上位分類を

使用する場合は、項目名称の後に上位分類の名称も記載している（例えば、「PPI_
水産加工食品（商）」。PPI の場合、上位分類として「商品群」、「小類別」、「類別」

といった括りがあるため、これらの略称「商」、「小」、「類」で記載）。 
・物価指数以外を使用している場合：適当な物価指数が存在しないため、独自に推計した

デフレーターを使用している場合（「単価指数」、「投入コスト型」等）の記載は、

以下のとおり。 
── 「単価指数」とは、当該品目の平均価格（「価額」÷「数量」）をデフレー

ターとして使用しているものだが、「UPI」と記載した上で、使用している

統計データ名称と項目名称を記載している（例えば、「UPI_貿易統計_玄米」）。 
── 「投入コスト型」とは、当該品目の「市場取引価格（産出価格（output 

price））」を直接捕捉することが困難な場合に用いる推計手法の一つであり、

生産側（中間投入、付加価値）からみた価格情報等を集計することにより「産

出価格」を間接的に捉えようとするもの。一覧では「投入コスト」と記載し

ている。 
── 上記以外で独自に推計したデフレーターの推計方法は区々であるため、

表記ルール等は特にないが、統計データ名称や推計方法を簡単に記載して

いる。 

○ 「基本単位デフレーター」は、6 部門により構成されている。まず、上記 4 系統に対応

させた物価指数を、コモ法６桁レベル（約 400 品目）の内訳であるコモ法８桁レベル（約

2,000 品目）ごとにラスパイレス式で集計する。次に、これらを 6 部門（①「生産部門」

（生産系統＋輸出系統）、②「輸入部門」（輸入系統）、③「輸出部門」（輸出系統）、④「家

計消費部門」（家計消費系統）、⑤「総固定資本形成部門」（生産系統＋輸入系統）、⑥「中

間消費部門」（生産系統＋輸入系統））ごとにフィッシャー連鎖式で集計することにより、

コモ法６桁レベルの「基本単位デフレーター」を推計している。 

○ なお、2010 年 1-3 月期から 2014 年 10-12 月期までの「基本単位デフレーター」推計

においても、上記の物価指数を使用しているが、CPI を含む全ての物価指数で平成 22 年

基準（2010 年＝100）を使用している。今後の物価指数の基準改定に伴う対応や、2009
年以前の遡及計数の作成方法等、デフレーター推計方法の詳細については、本季刊論文

「国民経済計算の 2008SNA 対応等におけるデフレーターの推計」の本文で説明してい

る。 

【本資料の見方等】 
○ 本資料は、平成 23 年基準国民経済計算（JSNA）におけるコモ法６桁レベルの「基本

単位デフレーター」について、４つの系統（生産、輸入、輸出、家計消費）別の対応する

物価指数の詳細（どの基礎統計のどの指数を対応させているか等）を示している。2016
（平成 28）年 12 月時点のものであり、2015 年 1-3 月期以降の推計に使用している。 

○ ここで使用している主な物価統計（『国内企業物価指数』（PPI）（日本銀行）、『輸出物価

指数』（EPI）（同）、『輸入物価指数』（IPI）（同）、『企業向けサービス価格指数』（SPPI）
（同）、『消費者物価指数』（CPI）（総務省）、『農業物価指数』（API）（農林水産省））は、

CPI が平成 27 年基準（2015 年＝100）、それ以外の物価統計は平成 22 年基準（2010 年

＝100）となっている。このため、「基本単位デフレーター」推計の際、JSNA の基準年

（2011 年＝100）に変換している。 

○ 掲載事項を一覧（表頭）に沿って説明すると、以下のとおり。 
・品目名称：「基本単位デフレーター」の項目名称を示している。市場生産者により生産

される財貨・サービスの供給および需要の推計に用いている、コモディティ・フ

ロー法（コモ法）で設定されている品目（約 400 品目）に対応している。 
・生産：「生産系統」の推計に使用している物価指数等を示している。API、PPI、SPPI

を主に使用しているほか、家計消費の割合が高い品目では、CPI も使用してお

り、消費税を含むベースで推計している。対応する物価指数がなく、（消費税が

含まれていない）他の物価指数（EPI、IPI）等で代替する場合は、消費税による

影響を含めた上で、推計している。このほか、「基本単位デフレーター」に含め

ないこととしている要因による物価指数の変動（CPI の介護や医療（診療代）に

おける自己負担比率の変更等に伴うもの等）については、可能な限り除いた上で、

推計している。 
・輸入：「輸入系列」の推計に使用している物価指数等を示している。IPI を主に使用し

ており、消費税は含まれていない。対応する物価指数がなく、（消費税が含まれ

ている）他の物価指数（PPI、CPI 等）で代替する場合は、消費税による影響を

除いた上で、推計している。 
・輸出：「輸出系統」の推計に使用している物価指数等を示している。EPI を主に使用し

ており、消費税は原則含まれないが、一部のサービス（宿泊料、飲食等）につい

ては、消費税による影響を含めた上で、推計している。対応する物価指数がなく、

他の物価指数（PPI、CPI 等）で代替する場合は、輸出には含まれない変動（上

記消費税による影響のほか、PPI 酒類の品目における酒税の変更に伴う変動等）

については、可能な限り除いた上で、推計している。 
・家計消費：「家計消費系統」の推計に使用している物価指数等を示している。CPI を主

に使用しており、消費税を含むベースで推計している。また、「基本単位デフレ

ーター」に含めないこととしている要因による物価指数の変動（CPI の介護や医

療（診療代）における自己負担比率の変更等に伴うものや、自動車取得税（エコ

カー減税）による影響等）については、可能な限り除いた上で、推計している。 
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我が国 SNA における確定給付型企業年金の記録方法の変更について

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課

研究専門職　中尾　隆宏※

※ 本稿作成に当たっては、内閣府経済社会総合研究所の長谷川秀司国民経済計算部長、多田洋介企画調査課長をはじめとする国民経済計

算部の職員から有益なコメントをいただいた。なお、本稿の内容は、筆者が属する組織の公式の見解を示すものではなく、内容に関し

ての全ての責任は筆者にある。
1 現行 JSNA では、金融勘定は FOF を使用した推計だが、実物勘定は独自推計となっている。FOF や JSNA の金融勘定では貸借対照表の

数字（ストック）からフローを推計することが多いが、実物勘定では損益計算書等のフローの数字より内訳項目を推計することが多い。

このため、同じ基礎資料を使っていても推計結果に差が出ることが多かった。
2 平成 27 年 9 月までは、国及び地方の公務員と私立学校の雇用者については共済年金に加入し、厚生年金に当たる 2 階部分と 3 階部分（職

域加算分）を一体で管理していた。平成 27 年 10 月に年金制度の一元化が行われ、2 階（厚生年金）部分は厚生年金保険と一元化され（た

だし、資産の運用等は公務員共済で行う）、旧職域加算分は分離して管理されることとなった。
3 自己都合退職の場合に退職一時金が減少することや、懲戒免職の場合は退職一時金が支払われないこともある。

１ はじめに

我が国の国民経済計算（以下 JSNA と呼称）では、昭

和 53 年（1978）に 1968SNA への対応を行い、その後、

現行と同じ金融勘定やストックも含めた計数を公表して

いる。さらに、平成 12 年に 1993SNA への対応を行って

いる。そして、昨年（平成 28 年）12 月より、2008SNA

に準拠した計数の公表を開始した。我が国では、金融資

産・負債のストック及びフロー面（金融勘定）の大規模

な改定作業や年次推計について、日本銀行調査統計局で

「資金循環統計」（以下 FOF と呼称）を作成している経

済統計課の協力を得つつ進めてきた。2008SNA での勧

告への対応を検討し始めた平成 17 年基準改定時より定

期的な勉強会を開催し、年金受給権のほか、金融機関の

内訳部門変更、ノン・パフォーミング貸付、雇用者スト

ックオプション、投資信託の留保利益、定型保証といっ

た各種の課題について互いに検討を重ねてきた。また、

これらの課題のうち年金受給権や投資信託の留保利益に

ついては、現行推計において実物面と金融面の純貸出・

純借入のかい離の要因にもなっていることから、

2008SNA への対応においては金融勘定だけでなく実物

勘定において整合的な推計方法となるように検討を行っ

てきた 1。本稿では、このうち年金受給権についての検討

内容や結果について記載する。

次の第 2 節で日本の年金制度について簡単に述べた後、

第 3 節では年金 受給権に関する 1993SNA および

2008SNA での勧告についての変更点を中心に解説する。

第 4 節では、2008SNA の勧告に沿った対応を行う上で

必要となる我が国の企業の開示データのもととなる退職

給付会計について説明する。第 5 節では基準改定以降の

推計方法および結果について述べ、6 節では推計方法と

結果の概要等を示す。最後に、第 7 節を結びとする。本

稿では、企業年金のうち確定給付型の制度（雇主企業に

より雇用者への将来の給付額が約束されているもの）を

対象にするが、確定拠出型についても適宜記載する。

２ 日本の年金制度の概要と平成17年基準JSNA
における扱い

本節では議論の前提として、現在の我が国の年金制度

の概要について触れ、いわゆる企業年金制度等について

の、前回（平成 17 年）基準の JSNA での扱いについて

簡単に述べておく。我が国では、現役世代の全員が被保

険者となる 1 階部分（国民年金（基礎年金））、民間の雇

用者及び公務員等 2 の加入する 2 階部分としての厚生年

金保険がある。平成 27 年 9 月以前は、（私学教職員も含

む）公務員等は共済年金に加入しており、厚生年金保険

に該当する 2 階部分と 3 階部分（職域加算部分）が混在

していたが、被用者年金の一元化を経て公務員等も厚生

年金保険に加入することとなった。本稿では、国民年金

（基礎年金）、厚生年金保険、平成 27 年 9 月以前の共済

年金を公的年金と呼称する。これらの制度は社会保障基

金に分類されるため、本稿で議論する 2008SNA を踏ま

えた年金受給権の計上の対象外である。

次に、我が国の企業年金等について述べる。我が国で

は、円満退社時に退職一時金を支払うという古くからの

伝統があり、（社内積立型の）退職一時金制度が発達し

ている 3。1952 年には税制上の優遇措置として「退職給

与引当金制度」が導入され、（内部積立による）退職一

時金の期末要支給額の一定割合を引当てることができる

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 161 号　2017 年］
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ようになった。一方、企業外に積立を置いた場合には、

1962 年より開始された適格退職年金制度において税制

優遇を受けることが可能となっている。また、厚生年金

保険では給付水準が低いとの問題があったことから、民

間企業の中には国に代わって厚生年金の給付の一部を代

行して行う（代行給付）とともに、企業の実情などに応

じてプラスアルファの給付（3 階）を行う厚生年金基金

（1965 年～）を設立が可能となっている 4。これらの制度

は高度成長の下発展してきたが、バブル崩壊後の運用収

益率の低下や 1998 年に公表された「退職給付会計制度」

なども経て、適格退職年金制度に代わる確定給付企業年

金制度や確定拠出年金制度の導入が 2000 年代初頭に行

われた 5。さらに、厚生年金基金についても 2002 年度よ

り代行部分の返上が可能となり、確定給付企業年金制度

や確定拠出企業年金制度への移行が行われている。

なお、企業年金とは別に、自営業者等が加入できる国

民年金基金、中小企業等の雇用者が加入する中退共等（勤

労者退職金共済機構が提供するもの）、小規模企業の経

営者や役員等が加入する中小企業基盤整備機構が提供す

る小規模企業共済などの制度も存在している。これらは

確定拠出型にあたる。また、確定拠出型年金には個人型

のものもあり、個人事業主や企業年金制度のない会社の

従業員が加入している 6。

平成 17 年基準の JSNA では、無基金の（外部積立の

ない）退職一時金を除く各制度において、年金給付のた

めの資産を運用し年金の給付を行う組織を年金基金（金

融機関）とみなしている。例えば、所得支出勘定では年

4 公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 63 号）により、平成 26
年 4 月 1 日以降、厚生年金基金の新規設立は認められていない。厚生労働省によると、平成 28 年 9 月現在、165 ある厚生年金基金のう

ち 147 が解散か代行返上を内諾済みとなっている。このため、平成 25 年度は 0.1 兆円しか代行返上が行われなかったが、平成 26 年度

は 2.1 兆円、平成 27 年度は 4.7 兆円と代行返上の金額が増加している。
5 適格退職年金の新規設定は 2002 年 3 月末以降できなくなり、10 年の移行期間を経て廃止された。
6 2017 年より、公務員や主婦などに対象範囲が広がることとなっている。

金基金への掛金（うち雇主負担分）は「雇主の自発的現

実社会負担」、給付は「年金基金による社会給付」、価格

変動によらない年金準備金の増減は「年金基金年金準備

金の変動」として計上していた。一方、無基金の退職一

時金の支払いのために内部積立を行っている預金等は雇

主企業の他の資産と区別できないため、平成 17 年基準

までの JSNA において、積立額を家計の資産や雇主企業

の負債に計上するという対応にはなっていなかった。他

方、当期中に支払う無基金の退職一時金の額を「雇主の

帰属社会負担」および「無基金雇用者社会給付」に計上

していた。「雇主の帰属社会負担」に当期中の退職一時

金の給付額が計上されるのは、雇用者の 1 年間の労働の

対価として発生した退職一時金に対する権利の当期中の

一国全体での増分は、その期の一国全体での給付額と同

額であるとみなして推計しているためである。これは、

1993SNA（および 2008SNA）において許容されている

方法である。

一方、（社会保障基金に格付けられる）公的年金につ

いては 1993SNA の扱いと変更がない。このため、家計

に年金を受給する権利（年金受給権）や、社会保障基金

にその見合いとなる将来の年金給付のための債務は計上

されない。このように、格付けによって年金受給権の計

上の有無が変わることから、年金受給権を広く計上する

国とあまり計上しない国が混在していた。そこで、

2008SNA では国際比較の観点から、本体系ではなくあ

くまで参考という扱いでこれら公的年金の年金受給権の

情報を掲載することを推奨している。我が国では厚生年

図表２－１　我が国の年金制度の仕組み

2
階
部
分

公務員等
【加入者数441万人】

（数値は平成27年3月末）

1
階
部
分

公務員など
第2号被保険者の
被扶養配偶者

第3号被保険者
932万人

出典：厚生労働省6,713万人

民間サラリーマン
【加入者数：3599万人】

自営業者など 会社員

第1号被保険者
1,742万人

第2号被保険者
4,039万人

厚生年金保

国 民 年 金 （基礎年金）
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金保険法及び国民年金法の規定により、少なくとも 5 年

に一度、国民年金や厚生年金保険についての財政の現況

及び見通しの作成（財政検証）を行うこととなっている。

直近では平成 26 年度財政検証（共済組合では財政再計

算）が行われており、この結果として公表される将来の

給付額のうち過去期間分（これまでに支払われた年金保

険料により発生済みの部分）を運用利回りにより割引計

算した給付現価が概念的には公的年金の受給権に相当す

ることになる。平成 23 年基準の JSNA の国民経済計算

年報では、こうした情報をフロー編付表６－２の欄外に

注記することとした 7。なお、財政検証によれば、ケース

により異なるものの、厚生年金保険（共済年金分と基礎

年金を含む）の給付現価（過去分）は 1,100 兆円弱と国

民年金は 100 兆円前後の給付原価が存在する。また、旧

職域部分の給付現価（将来分は存在しない）については、

共済年金の平成 26 年度財政再計算において公表されて

いる「旧職位域部分に係る積立金と収支」に掲載される

収支差額の現在価値の合計を計上している。この計上額

は、19 兆円前後となる。これらの結果は、図表２－２

のとおりである。付表６－２では、これらと同様の結果

が公表されている平成 16 年度と平成 21 年度についても

注記している。

図表２－２　平成 26 年度末の給付現価（過去分）

（兆円単位）

ケース C ケース E ケース G
厚生年金保険 1,090 1,070 1,080
国民年金 90 90 110
その他 20 19 19
合計 1,200 1,179 1,209

繰り返しになるが、こうした参考情報の注記は行うも

のの、2008SNA に対応する JSNA の平成 23 年基準改定

において「年金受給権」としては、国民年金（基礎年金）、

厚生年金（厚生年金基金を含まない）、共済年金（厚生

年金部分と平成 27 年 9 月以前に発生した職域加算部分）

の公的年金と社会保障基金に分類される一部の年金制

度 8 は推計の対象外であることに留意されたい。

7 8 つの経済前提があるが、平成 26 年財政検証レポート「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し」（厚生労働省）や「国の

財務書類」（財務省）に記載される主要な 3 ケースのみを注記する。
8 「政府諸機関の分類」において社会保障基金に分類されているもの。例えば、石炭鉱業年金基金、農業者年金基金（旧年金勘定）、農林

漁業団体職員共済組合など。
9 現行の JSNA では、分かり易さの観点から、「年金準備金」という名称で表章している。
10 11.93 ～ 11.96。なお、11.96 のとおり、積立金に含まれる資産の値上がりや値下がりによる損益は、再評価勘定に計上されるため金融勘

定には計上されない。
11 確定拠出型の場合は積立不足等が発生しないため、積立額と「年金基金に対する純持分」が一致するとしている。

３ 国民経済計算の国際基準における企業年金の

記録方法の変遷

本節では、国民経済計算の国際基準における企業年金

の扱いについて概観する。まず、従前の 1993SNA では、

外部積立のある（有基金）の年金制度について家計（雇

用者）の当該制度に対する権利が認識された。この家計

の権利は、「年金基金に対する純持分（Net equity of 

households in pension fund）9」という名称で定義されてい

る。このため、年金基金への掛金やそこからの年金給付

は、自己の財産の積み増しや引き出しとなる。年金基金

へ支払われる掛金のうち企業の負担分は、その期の雇用

者報酬の一部として家計（雇用者）が雇主企業から受け

取り、家計が年金基金に掛金として支払う形になってい

る（いわゆる迂回処理）。年金基金の掛金の受取から給

付までの間に、運用により年金給付のための積立金を増

やしていくが、1993SNA ではこの積立金に対する権利

を家計が保有するとみなしており、運用により生じた利

子・配当収入は一旦家計が受け取り、追加の掛金として

年金基金に支払う形となっている。このような家計から

の掛金の支払いによる積立金の増加から、年金給付によ

る積立金の減少を控除したものが金融勘定において家計

の資産である「年金基金に対する純持分」の増減として

計上される形となっている 10。この金融勘定を通じた増

減に、積立金に含まれる株式などの価格変動による増減

（調整勘定での増減）を加味することで、ストックの「年

金基金に対する純持分」が増減することになる。

1993SNA マニュアル第 13 章（期末貸借対照表の章）の

パラ 13.78 では、確定給付型年金の場合は、将来に約束

した水準で給付を行うのに必要な積立額を計算すること

としており、年金基金の正味資産はプラスにもマイナス

にもなりうるとしている 11 が、それ以外に必ずしも明確

な記述が行われているわけではない。一方、先述のとお

り、所得支出勘定や金融勘定での取引については、年金

に対する権利の増減ではなく、当期に支払った掛金によ

り構成されることになっている。このため、将来の給付

水準より計算されるストックと実際のキャッシュの動き

から推計されるフローの間で不整合が生じる形となって
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いた。このため、JSNA では「年金基金に対する純持分」

（JSNA では年金準備金）は、確定拠出型か確定給付型

かによらず積立資産の時価相当額や（財務諸表で責任準

備金の記載がある場合は）責任準備金を計上し、掛金等

は 1993SNA の勧告に従う形で実際の拠出額から推計を

行っていた。

1993SNA の改定（後の 2008SNA）に係る国際的な議

論を経て、平成 21 年 2 月に国連において採択された

2008SNA では、国際会計基準（IAS）との調和の下、確

定拠出型年金制度と確定給付型年金制度に分割したうえ

での計上方法を細かく規定している（2008SNA マニュ

アルの 17 章）。ここでは、家計の年金給付を受ける権利

を「年金受給権」とし、保険数理的に計算するものとし

ている 12。所得や金融のフロー勘定でも、年金基金に対

する実際に支払われた掛金等（企業や家計の負担分や、

運用財産から実際に発生する利子等の追加的な収入）で

はなく、家計（雇用者）が毎期の労働により得る年金給

付の権利の増分や年金数理的に計算された年金受給権か

ら発生すべき利子額により、年金受給権の増加のフロー

を計算することとしている 13。これにより、実際に動い

たキャッシュベースではなく、発生ベースでの計算が貫

徹されたこととなる。

なお、確定拠出型年金については、1993SNA より積

立金の時価相当額を家計の資産として計上することとさ

れており、計上方法は 1993SNA と 2008SNA で変わりは

ない。

以上のように、2008SNA では年金の発生主義での統

一された計上方法へと進化している。JSNA では、平成

23 年 3 月の FOF の遡及改定を取り入れる形で、平成 17

年基準の貸借対照表勘定（ストック面）においては

2008SNA と整合的な計上方法となっていたといえる。

ただし、計上方法としては、従来の年金準備金（運用財

産の帳簿価額に相当）に上場企業等の財務データから得

た積立不足の額を加算する形であり、対応は不十分であ

った。また、所得支出勘定や金融勘定でのフローについ

ても 1993SNA での勧告に準拠した現金主義での計上の

ままであった。そこで、第 1 節に記載したとおり、国民

経済計算部では平成 24 年頃より FOF を作成する日本銀

行調査統計局経済統計課とともに、2008SNA の勧告に

12 割引率、予想昇給率、退職率、死亡率、一時金選択率などの計算基礎を設定し、そのもとで計算された給付額の割引現在価値を計算する。

また、年金の積立金は年金基金が保有するものとなり、家計はそれとは別の年金受給権（年金の給付を受ける権利）を保有することと

なった。
13 給付による減少については従来と同じで、年金の給付額を使用する。
14 退職給付会計基準では、「「確定拠出制度」とは、一定の掛け金を外部に積み立て、事業主である企業が、当該掛け金以外に退職給付に

係る追加的な拠出義務を負わない退職制度をいう。」と規定されている。一方、「「確定給付制度」とは、確定拠出制度以外の退職給付

制度いう」と規定している。

沿った計数の作成方法を検討してきた（先行研究として

は、多田（2013）を参照）。その結果、FOF においては

平成 28 年 3 月の遡及改定より 2008SNA 勧告に沿った年

金受給権の計数の公表を行っており、JSNA でも後述す

るように、昨年 12 月より公表を行った平成 23 年基準改

定において 2008SNA の勧告に沿った発生ベースでの年

金受給権の計数の公表を行っている。

４ 企業会計基準での年金受給権の取扱いと

2008SNAとの関係

本節では、我が国の企業会計における年金受給権の取

扱いについて概観する。我が国の企業会計では、2001

年 3 月期決算以降において、「退職給付会計」が導入され、

注記として企業の雇用者に対する退職給付債務等が記載

されるようになった。企業会計基準では、企業の債務を

開示することが主たる目的であるため、当初の掛金以外

の追加的な費用の発生が起こりうる確定給付型制度を退

職給付会計の対象としている 14。このため、退職一時金

のように将来の給付水準を約束するものは「確定給付制

度」に含まれている。一方、2008SNA においては、外

部積み立て（退職給付会計でいう年金資産）のない退職

一時金制度等（無基金雇用者社会給付）については、厳

密な意味での発生ベースでの計上を強制しているわけで

はなく、年金受給権（企業から見た退職給付債務）の設

定も必要ない。この意味で、我が国の企業会計基準と

2008SNA の勧告は必ずしも概念・範囲が一致するもの

ではないという留保はあるが、2008SNA で勧告する保

険数理的に計算された年金受給権（ストック）は会計基

準の退職給付債務に、将来の年金給付のための運用資産

（時価）は会計基準の年金資産に、当期中の雇用者の労

働に対する年金受給権の増分（現在勤務増分、フロー）

は勤務費用に、年金受給権に相当するだけの運用資産（雇

用者の過去の労働により積みあがった分）から発生する

利子額（過去勤務増分）は利息費用にそれぞれ相当する。

国際会計基準や米国会計基準においても同様のものが開

示されている。特に、米国会計基準では 1990 年代より

これらの開示があり、我が国の企業でも米国市場に上場

するものは米国会計基準をとっていることから、これら
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の計数の開示がなされていた。

なお、2013 年度（平成 25 年 4 月 1 日以後開始する事

業年度の年度末）より退職給付会計が変更された。これ

により、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用がオンバランス化され、純資産の部に計上されること

となった（以前は、退職給付債務と年金資産の差のうち

これら未認識項目を除いたが退職給付引当金として負債

計上されていた）。また、退職給付債務や年金資産の増

減についても細かく表記されることとなった。後者につ

いては今まで得られなかった情報を入手できるようにな

る点では今後の JSNA の推計手法の改良等に役立つかも

しれないが、今のところ開示されている年数が少ないこ

とからデータの蓄積を待つ必要がある。

最後に、確定拠出型年金については、有価証券報告書

の連結財務諸表等の注記に制度採用の有無や当期の要拠

出額は記載されている。企業は掛金を拠出することのみ

が求められるため、その情報があれば足りるからである。

５ 2008SNAでの変更点とJSNAでの対応方針

年金受給権が発生主義での計上となることから、雇主

の支出には大きな影響を与えることになる。例えば、あ

る企業の運営する年金制度に積立不足がある場合、損失

を補うための特例掛金は、費用ではなく年金給付を行う

年金基金への債務の返済（金融取引）となる。一方、運

用財産が株価上昇などにより増加するなど積立に余剰が

ある場合には、企業の負担する掛金を減額することも考

えられる。この場合も発生主義の下では企業の支払う掛

金は減額されず、減額分は年金基金から余剰分の一部を

引出した（金融取引）とみなすこととなる。このように

変化が大きいものの、雇用者報酬等の企業にとっての費

用は、営業余剰が変化する形で相殺されるため GDP に

影響しない。

第３節で述べた通り、国民経済計算の最新の国際基準

である 2008SNA における確定給付型企業年金の計上方

法のポイントは、

①  雇用者報酬として記録されるものが当期中の実際

の掛金（企業負担分）の拠出額から、当期中の雇

用者の労働に対する対価として発生した年金受給

権の増分（現在勤務増分と呼ぶ）となること

②  年金に係る積立金を運用したことによる投資所得

（財産所得のうち「年金受給権に係る投資所得」、

社会負担うち「家計の追加社会負担」にも同額が

15 厚生労働省が 5 年ごとにテーマを変えながら調査を行っている。

迂回計上）が当期中の実際の利子・配当の額から、

前期末の年金受給権に相当する運用資産があった

場合に発生する利子・配当の額（過去勤務増分と

呼ぶ）となること

③  確定給付型年金制度に対する家計の持分（年金受

給権）は、同年金制度のための運用資産の額では

なく、現時点までに発生した将来の年金給付額の

割引現在価値を記録

④  年金制度の積立不足の責任は導管に過ぎない年金

基金ではなく、雇主企業が負う

の 4 点である。ただし、③は、前述のとおり、1993SNA

でも（必ずしも明確・詳細ではないものの）そのように

記載されていたのは第 3 節で述べたとおりである。

ここで 2008SNA の勧告に対応するためには、現在勤

務増分、過去勤務増分、年金受給権の 3 つの計数を推計

することが必要となる。これらの計数を直接推計するに

は、企業ごとの確定給付型企業年金の制度について、ど

のような年金制度（掛金、加入年数、年金給付を受ける

ことができる年数と金額、退職一時金の選択が可能か等）

がどのような割合で存在するかということや、制度ごと

の現役世代の勤続年数や退職率、退職世代も含めた各世

代の死亡率などを調べ、保険数理計算を行う必要がある。

年金制度についての統計調査としては、平成 25 年度の

就労条件総合調査 15 などがあるが、そこからどのような

年金制度があるか把握できたとしても、制度ごとの雇用

者の年齢構成、退職までの平均年数、現時点での賃金水

準、昇給率、その制度で年金を受け取っている退職世代

の年金の残存分などが不明である。このため、何らかの

仮定の下で推計しなくてはならないことから、仮定の設

定次第で推計結果が大きく変わることが考えられる。ま

た、推計に使用できるデータについても限界があるため、

直接計算することは困難である。そこで、第 4 節で述べ

たとおり、企業会計基準においては 2008SNA と概ね整

合的な方法で記録が行われていると整理できることから、

企業の開示するデータを使用して推計を行うことが適当

と判断される。企業ごとのデータは有価証券報告書など

の開示書類で把握可能である。そこで、以下では、企業

の開示データと 2008SNA 勧告の関係、企業の開示デー

タの推計での使用方法について説明する。なお、第 4 節

でみたように、企業会計で確定給付型として位置づけら

れている退職一時金については、2008SNA では推計が

困難であるという理由から厳格な意味では発生ベースで

の受給権等の記録は必要とされていない。しかし、我が
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国の企業会計では確定給付型企業年金と退職一時金に関

する情報が一体不可分なものとなっていることから、企

業会計情報を JSNA の推計に適用する場合には退職一時

金も含めて対応することが適当であると考えられる。

国内企業の有価証券報告書は、国内市場で株式公開を

行っている（上場）企業のほか、一定以上の社債等の有

価証券を発行している企業が対象となる。このうち連結

子会社のある企業は連結ベースで、子会社のいない企業

は単体ベースで退職給付に係る情報を開示することとな

る。その際開示される情報は選択した会計基準により多

少異なるが、2008SNA の勧告で必要とされるデータに

対し、図表５－１のような対応関係にある 16。また、

2008SNA マニュアルでの記述と、企業会計基準第 26 号

「退職給付に関する会計基準」の用語の定義を比較する

と、図表５－２のようになる。

まず、現在勤務増分と勤務費用については、基本的に

同じものであると考えられる。また、会計基準でも雇用

者の拠出分を含まないものと考えられる。なお、厚生年

金基金を除く我が国の確定給付型年金制度では雇用者が

16 会計基準により用語が異なるが、説明の都合上、我が国の会計基準の用語を使用する。
17 付録３の A3.130 には、基金の資産は基金に属すると記載されているが、本編には特に記載されていない。
18 信託協会、生命保険協会、全国共済農業協同組合連合会が、「企業年金（確定給付型）の受託概況」を公表している。

掛金を拠出するものは少ない。そこで、JSNA において

雇用者が掛金を負担するのは厚生年金基金のみと考える

こととしている。

図表５－２の現在勤務増分以外については、雇用者の

負担分と雇主企業負担分は区別の必要がなく、年金資産

や年金受給権には家計の支払いが原資となるものも含ま

れる。最後に、2008SNA では、貸借対照表に係る 13 章

を含め、ストックにおける年金の積立不足に係る記述は

ない。このため、年金基金の運用資産のストック面につ

いての記述自体がないが 17、年金基金の運用資産につい

ては、年金基金の保有する資産を指すものと考える。

このように、2008SNA の勧告と退職給付会計の開示

データは、概念上、基本的に一致するため、対応表のと

おりそれぞれのデータを用いる。もちろん、上場企業等

の有価証券報告書を集計してそのまま使用すると、カバ

レッジが一国にならないほか、海外子会社が含まれると

いう問題や、連結対象の子会社が上場すると集計の際に

重複が生じるなどの問題がある。この問題を解消するた

め、業界団体のデータ 18 から一国合計値がわかる年金資

図表５－１　2008SNA と企業会計基準との対応関係

2008SNA 年金受給権 現在勤務増分 過去勤務増分 年金基金の運用資産

退職給付会計（日本） 退職給付債務 勤務費用 利息費用 年金資産

米国会計基準 予測給付債務 勤務費用 利息費用 年金資産

国際会計基準 確定給付制度債務 当期勤務費用 利息費用 制度資産

図表５－２　2008SNA と企業会計基準との定義の比較

SNA 年金受給権
会計期末に、受給者の平均寿命の長さの保険数理推計を使用して、退職後に支払われ

ることになる額の現在価値の推計値（17.147）

企業会計 退職給付債務
「退職給付債務」とは、退職給付のうち、認識時点までに発生していると認められ る
部分を割り引いたものをいう。

SNA 現在勤務増分 当期の雇用者報酬としての受給権の増加分（17.145）

企業会計 勤務費用 「勤務費用」とは、1 期間の労働の対価として発生したと認められる退職給付をい う。 

SNA 過去勤務増分
制度のすべての加入者にとって退職（および死亡）が 1 年近づくという事実に基づく

受給権の増加、割引の巻き戻し分（17.145、17.147）

企業会計 利息費用
「利息費用」とは、割引計算により算定された期首時点における退職給付債務につ い
て、期末までの時の経過により発生する計算上の利息をいう。 

SNA
年金基金の運用

資産

確定給付型では、特に定義されていない

（ストックについては、積立不足等の定義がなされていない）

企業会計 年金資産

「年金資産」とは、特定の退職給付制度のために、その制度について企業と従業員 と
の契約（退職金規程等）等に基づき積み立てられた、次のすべてを満たす特定の資産

をいう。 
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産について、一国の合計値と有価証券報告書の合計との

間で膨らまし率を作成し、他のデータ（勤務費用、利息

費用、退職給付債務の各計数）にかけることで一国ベー

スに膨らませる処理を行うこととした。具体的には下式

のとおり計算する。

一国ベース各種データ＝
年金資産（一国（業界団体データ））

年金資産（上場企業等）
×上場企業等各種データ

この計算式の結果、一国ベースの現在勤務増分、過去

勤務増分、年金受給権（ストック）が算出でき、年金受

給権（ストック）と年金資産の差から積立不足（ストッ

ク）を計算することができる。ここで得られた計数をベ

ースに、所得支出勘定以下が推計されていくこととなる。

なお、今回の改定では、民間法人企業に加え確定給付型

企業年金制度が存在する主な公的企業も対象とする。

以下、推計方法の変更の対象となる法人企業を雇主企

業、雇用者を家計、年金の資産の管理と給付を行うもの

を年金基金と呼ぶ。数値例として、国内の大手自動車会

社（A 社とする）の有価証券報告書に記載されている「従

業員給付制度」の項目から国内制度の年金及び退職金制

度の関連情報を転記した。運用により発生する利子や配

当などの収入については推計の結果を用いて説明する。

A 社の有価証券報告書の注記に記載される情報は米国

会計基準のものである。我々が年金受給権の推計で使用

するのは予測給付債務であり、現在勤務増分は勤務費用、

過去勤務増分は利息費用が該当する。また、年金資産公

正価値は年金資産の時価残高となる。上段の予測給付債

務の増減の内訳のうち従業員による拠出額は掛金のうち

雇用者負担分（平成 17 年基準 JSNA では「雇用者の自

発的現実負担」）に当たるもの、退職給付支払額は A 社

での退職一時金と年金基金からの退職一時金または年金

給付を足したものとなる。下段の表のうち年金資産実際

運用収益は、年金資産からの利子および配当に加えてキ

ャピタルゲイン・ロス（評価損益）も含まれている。会

社による拠出額は、年金基金への雇主企業の掛金負担に

相当し、従業員による拠出額はこちらも掛金のうち雇用

者負担分に当たる。下段の退職給付支払額は年金資産か

ら発生するため、年金基金からの年金給付（平成 17 年

基準 JSNA では「年金基金による社会給付」）となる。

その他は、他企業との合併や代行返上などの他の要因に

よる年金資産の増減である。ここに記載した内容は図表

５－４にまとめた。この表も参照しつつ、説明を進めて

いく。

実際の推計では図表５－５のように膨らまし率を作成

図表５－３　A 社の有価証券報告書

A 社の退職金及び年金制度の関連情報 （100 万円単位）

2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

期首予測給付債務 1,480,387 1,594,411 1,657,520 1,721,225
勤務費用 60,261 64,549 73,256 78,611
利息費用 27,804 24,618 21,746 17,509
従業員による拠出額 918 856 871 893
退職給付支払額 -61,388 -61,693 -64,462 -66,443
その他 86,429 34,779 32,294 160,361
　期末予測給付債務 1,594,411 1,657,520 1,721,225 1,912,156

期首年金資産公正価値 927,545 1,090,258 1,244,466 1,447,802
年金資産実際運用収益 145,141 133,964 212,908 -94,669
会社による拠出額 53,906 56,386 38,917 53,060
従業員による拠出額 913 856 871 898
退職給付支払額 -36,988 -36,998 -38,019 -37,767
その他 -259 0 -11,341 -88
　期末年金資産公正価値 1,090,258 1,244,466 1,447,802 1,369,236
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して各計数を膨らませる。ここでは膨らましは行わず説

明する。A 社 1 社の場合は膨らまし率が大きく、変動も

大きいため一国の計数を推計するのは困難である。しか

し、上場企業等（3000 社超）の有価証券報告書を集計

すると、1 ～ 2 倍の間に落ち着き、膨らまし率の変動も

大きくならない。

まず、図表５－６に金融面での債権・債務関係を、図

表５－７に実物面での受払を図示している。図表５－７

は、いわゆる迂回処理のためやや複雑になっている。

生産勘定では年金基金が信託銀行等に支払う運用コス

トなどの年金制度に係る手数料をコスト積上げ方式によ

り産出額として計上する。ここでの推計は、平成 17 年

基準の JSNA と相違ない。この手数料については、所得

の使用勘定において家計が最終消費することになる。図

表５－４において、手数料は会社が拠出する掛金に含ま

れていると考えられる。なお、以降の説明では基本的に

手数料分を捨象して説明する。

所得の発生勘定および所得の第 1 次配分勘定では、年

金に係る社会負担に相当する雇用者報酬の受払いが行わ

れる。平成 17 年基準の JSNA では、「雇主の現実社会負

担」として各種年金制度への掛金のうち雇主負担分が計

上され、無基金の退職一時金の支払額が「雇主の帰属社

会負担」に計上されてきた。また、雇主企業が負担する

年金基金への掛金は「会社による拠出額」であり、2015

年は 53,060 百万円である。無基金の退職一時金の支払

額は、全体の支払額 66,443 百万円から年金資産よりの

支払額 37,767 百万円を控除した 28,676 百万円となる。

一方、次回基準では「雇主の現実社会負担」には当期中

に雇主が支払った各種年金制度への掛金と無基金の退職

一時金の額を計上する一方、ここでの雇用者報酬の額が

発生ベースでの現在勤務増分（勤務費用）に一致させる

ため、

　雇主の現実社会負担＋雇主の帰属社会負担

＝当期勤務増分（＋年金制度の手数料）

となるように「雇主の帰属社会負担」が決定される。こ

の帰属社会負担というものは、名前のとおり帰属計算（持

ち家に係る住宅賃貸料などと同じ）により計上されるも

のであるため、実際には金銭の受払いは行われていない

ものとなる。年金制度の手数料を捨象すると、A 社の確

定給付型制度に係る雇用者報酬額は図表５－８のように

なる。

平成 23 年基準における「雇主の帰属社会負担」の符

図表５－４　対応関係

項目 内容

期首予測給付債務 前期末の年金受給権

勤務費用 当期勤務増分

利息費用 過去勤務増分

従業員による拠出額 雇用者の掛金負担分

退職給付支払額 無基金雇用者社会給付＋年金基金の社会給付

その他 その他の要因による年金受給権の増減

　期末予測給付債務 当期末の年金受給権

期首年金資産公正価値 前期末の年金資産（時価）

年金資産実際運用収益 利子・配当収入＋保有利得・損失

会社による拠出額 雇主の掛金負担分

従業員による拠出額 雇用者の掛金負担分

退職給付支払額 年金基金の社会給付

その他 その他の要因での年金資産の増減

　期末年金資産公正価値 当期末の年金資産（時価）

図表５－５　膨らまし率の計算

（100 万円単位）

2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

年金資産（A 社） 1,090,258 1,244,466 1,447,802 1,369,236
年金資産（一国） 122,288,700 120,716,400 130,278,700 126,686,800
膨らまし率 112.165 97.003 89.984 92.524
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号により、平成 17 年基準での計上方法よりも雇用者報

酬が増えるかどうかが決まる。マイナスの場合は、当期

に必要な額（当期の勤務費用）以上に企業が拠出してい

ることになる。これは、積立不足の穴埋め（特例掛金）

がある場合や、当期中の退職者数が多いなどの要因で無

基金の退職一時金が通常（勤務費用に入る分）よりも多

いことを示す。一方、プラスの場合は、（株価の上昇な

どにより）運用成績が良かったなどの理由で掛金が少な

くて済んだ場合や当期中の退職者数が少ないなどの要因

で無基金の退職一時金が通常よりも少ない場合である。

この差額は、積立不足解消のための拠出となるため、金

融勘定において雇主企業と年金基金の間の金融取引とし

て計上される。

ここで、補足説明として、平成 17 年基準の JSNA に

おいて無基金の退職一時金（無基金雇用者社会給付）が

「帰属社会負担」に計上されていたのに対し、平成 23 年

基準ではこれが「雇主の現実社会負担」に計上されると

いう変更について敷衍する。先述のとおり、平成 17 年

基準では、1993SNA マニュアルの 7.45 に記載されてい

るように、「帰属社会負担」に計上されるものは、雇主

が毎年（自己勘定内にある退職給付用の預金などに）蓄

積している、雇用者が将来に退職一時金の受取る資格を

保証するのに必要とされる社会負担の価額と等しい金額

であり、この帰属報酬の推計値として当期の退職一時金

の額を計上していた。また、無基金（外部積立がない）

という記載のとおり雇用者の貸借対照表には積立額など

図表５－６　金融面での債権・債務関係

図表５－７　実物勘定での受払

家計

（雇用者）

法人企業

（雇主企

業）

金融機関

（年金基金）

年金基金の対年金責任者債権

年金受給権

その他

（運用先）

年金資産

うち年金制度手数料は、

法人企業

家計最終消費支出へ

（雇主企業）
家計

（雇用者）

金融機関

（年金基金）

その他

（運用先）

雇主の現実社
会負担

財産所得（（積立不足に係る擬制的）利子）

雇主の帰属社
会負担

雇主の現実社
会負担

雇主の現実社
会負担

家計の現実社
会負担

家計の追加社
会負担

年金受給権に係
る投資所得

財産所得
（利子・配当）

その他の社会保
険年金給付

年金受給権の
変動調整
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に対する権利などは何も計上されない上 19、積立額から

発生する利子や配当などの投資所得もない。実際に現金

が動くのは、退職一時金の支払い（「無基金雇用者社会

給付」）が行われる時点だけである。一方、平成 23 年基

準の JSNA では、無基金の退職一時金の支払いも年金基

金を通して行う扱いに変更し、これに対する年金受給権

も計上する。もちろん、無基金であることからこの退職

一時金制度に対する年金受給権の全額が積立不足となり、

雇主企業は年金基金に対して同額の債務を負うこととな

る 20。企業が自己勘定内から実際に無基金雇用者社会給

付を行うと、従前の基準であればそのまま雇用者へお金

を給付する形となっていたが、平成 23 年基準では年金

基金への掛金としてお金が移りその分だけ積立不足（雇

主企業と年金基金の間の債権・債務）が減少する形とな

る 21。その後、そのお金はそのまま年金基金から雇用者

（退職者）へ給付され、年金受給権（年金基金と雇用者

の間の債権・債務）が減少するという扱いとなる。

2008SNA マニュアルによると、実際に拠出した掛金の

額を「雇主の現実社会負担」、現在勤務増分と年金制度

の手数料の和から実際に払った掛金を控除したものを

「雇主の帰属社会負担」としており、この「雇主の帰属

社会負担」は金融勘定における積立不足（「年金基金の

19 1993SNA において、積立がないものは雇用者の貸借対照表に何も計上されない。
20 企業の資産にはこれに対応した預金等が一定程度存在している。
21 家計を経由する扱いには変わりがない。このため、「雇主の現実社会負担」に加える。
22 「雇主の現実社会負担」がこの現金の分だけ発生し、「雇主の帰属社会負担」が減少する。これにより、積立不足（雇主企業の年金基金

への債務）が減少する。

対年金責任者債権」）の増減を構成する。また、名称の

とおり「雇主の帰属社会負担」は、実際の掛金拠出額の

当期負担額として必要な額（現在勤務増分）に対する過

不足を表すため、実際には現金の動かない部分（帰属計

算）となる。当期末までに退職する人に対して支払う退

職一時金は、掛金として現金で年金基金に支払い、そこ

から雇用者に現金給付される扱いとなる 22。

このため、仮に継続雇用される人と当期末までの退職

する人の退職一時金に係る雇用者報酬を計算すると図表

５－９のようになる。

次に、所得の第 1 次配分勘定において、財産所得とし

て「年金受給権に係る投資所得」が年金基金から雇用者

に支払われる。これは前期末の年金受給権に相当する年

金資産から当期中に発生すべき収益で、利息費用を膨ら

ませたものになる。このため、「年金受給権に係る投資

所得」は現行 JSNA で、「保険契約者に帰属する財産所得」

としていた年金準備金からの実際の利子・配当収益とは

一致しない。我が国では、無基金退職一時金に係る年金

受給権が計上されることから、年金の運用資産よりも年

金受給権のほうが大きくなる。このため、期待運用利率

が異ならなければ、「保険契約者に帰属する財産所得」

のうち確定給付型年金分よりも「年金受給権に係る投資

図表５－８　A 社の確定給付年金に係る雇用者報酬

図表５－９　無基金退職一時金に係る計上

（100 万円単位）

平成 17 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

　雇主の現実社会負担 53,906 56,386 38,917 53,060
　雇主の帰属社会負担 24,400 24,695 26,443 28,676
合計（雇用者報酬） 78,306 81,081 65,360 81,736
平成 23 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

　雇主の現実社会負担 78,306 81,081 65,360 81,736
　雇主の帰属社会負担 -18,045 -16,532 7,896 -3,125
合計（雇用者報酬） 60,261 64,549 73,256 78,611

平成 23 年基準 平成 17 年基準

継続雇用される人 現在末までに退職する人 すべての雇用者

雇用者報酬 現在勤務増分 現在勤務増分 現在勤務増分 *
　雇主の現実社会負担 ゼロ 退職一時金の額 ゼロ

　雇主の帰属社会負担 現在勤務増分 現在勤務増分－退職一時金の額 現在勤務増分 *

* 平成 17 年基準では、現在勤務増分の全雇用者分を集計値は現在の退職一時金と一致するとみなして推計
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所得」の方が大きくなる。つまり、年金基金は実際の収

益（「保険契約者に帰属する財産所得」）以上の金額を投

資所得として家計に支払う必要が出てくる。この差額分

だけ本来は導管であるはずの年金基金の第 1 次所得バラ

ンスが減少し、最終的には純貸出（＋）／純借入（－）が常

にマイナスになってしまう恐れがある。この点について

は、米国を中心に問題提起が行われ、United Nations and 

European Central Bank（2014）においては、この不足分

を補うために積立不足への責任を負うべき雇主企業から

年金基金への利子（「積立不足に係る擬制的利子」と呼ぶ）

の支払いを記録することを提言している。この「積立不

足に係る擬制的利子」の JSNA での取り扱いを検討した

結果、上記の計上方法を採用することとした。我が国で

は、無基金の退職一時金も年金受給権の範囲としている

ことから、積立不足の規模が大きくなっており、同利子

額を計上しないと年金基金の純貸出（＋）／純借入（－）が

常にマイナスとなってしまう可能性が高いことが理由の

一つである。もっとも、2000 年以降は金利の水準が低

いことから「積立不足に係る擬制的利子」自体の規模は

徐々に小さいものとなっている。しかし、遡及推計の範

囲である 1990 年代は利子率が高いことや、今後の動向

次第では利子率が再び上昇することによってこの金額は

重要となる可能性があると考えられる。この「積立不足

に係る擬制的利子」については、不足分（過去勤務増分

と実際の収益額の差）をそのまま計上する方法と前期末

の積立不足残高に利息費用を計算した時に用いたのと同

じ利子率をかける方法が考えられるが、我が国では後者

の方法をとっている。例えば、A 社の場合、2015 年の

利息費用は 175 億円であり、前期末の年金受給権（予測

給付債務）は 1.7 兆円である。つまり、概ね 1％の利子

23 2011 年 6 月に公表された、改定後の IAS19 号「従業員給付」では、利息の純額（期首の積立不足額に、利息費用計算時の割引率をかけ

たもの）が企業の損失として即時認識されることとなっている。積立不足に係る擬制的利子は、これと整合的な概念である。
24 積立が過剰な場合は、利子がマイナスになることもある。例えば、FOF において国内銀行部門の「年金基金の対年金責任者債権」がマ

イナスとなっている年があり、この場合、利子額もマイナスとなる。
25 IAS19 での利息収益に相当。

が発生していることになる。一方、前期末の積立額は

1.4 兆円のため、3000 億円の積み立て不足がある。そこで、

積立不足に係る利子として 30 億円（積立不足額の 1％）

を発生させ、年金基金に支払う扱いとする 23。この結果、

所得の第 1 次配分勘定では、財産所得において雇主企業

から年金基金への利子の支払いが計上される 24。なお、

我が国の場合、上記の利子額を計上しないと多くの場合、

年金基金の純貸出（＋）／純借入（－）はマイナスになるも

のの、2014 年の A 社のようにキャピタルゲインによる

運用収益が多い場合は、積立不足が増加することにはな

らない。つまり、この擬制的な利子を計上しないと年金

の給付のための資金がなくなるということではない点に

は留意が必要である。ここで、A 社の実際の運用収益の

うち利子・配当分を、期首の年金資産の額に利息費用を

計算した時の利子率をかけたもの 25 と仮定すると、家計

（雇用者）の受け取る財産所得等は図表５－ 11 のように

変化する。なお、前述のとおり平成 17 年基準では年金

の積立金より発生した実際の利子・配当を家計の財産所

得に計上していたが、平成 23 年基準では年金の積立金

に加えて積立不足相当額を含んだ額（年金受給権に相当）

より発生する概念上の利子額を家計が受け取ることにな

るため、今回の基準改定により年金に関する家計の財産

所得は増加する（図表５－ 10 では、利子等の対象とな

る資産の額を示している）。

次に、第 2 次所得の分配勘定では、家計から年金基金

への掛金（自己負担分と、家計が所得の第 1 次配分勘定

で受け取った雇用者報酬と財産所得）の支払いと年金基

金からの年金の給付（従来の年金給付と無基金雇用者社

会給付の合計）が行われる（図表５－ 12 のとおり）。こ

れらは経常移転の形をとる。無基金の退職一時金の扱い

図表５－ 10　年金受給権に係る投資所得と積立不足に係る擬制的利子

年 金 受 給 権

年金基金の対年金責任者債権

（積立不足）
年金資産

保険契約者に帰属する財産所得

年金受給権に係る投資所得

積立不足に係る擬制的利子（H23B）
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が変わったことにより、平成 17 年基準では家計から雇

主企業への掛金の支払いとなっていた帰属社会負担と雇

主企業から家計への社会給付であった無基金雇用者社会

給付が、家計から年金基金への掛金および年金基金から

家計への社会給付となっていた。表章項目が、雇用者か

ら家計に変更されているのは、退職世代などもこの掛金

を支払うためである。また、現行基準の「雇用者の自発

的社会負担」は、「保険契約者に帰属する財産所得」と

掛金のうち雇用者の負担分が含まれていたが、平成 23

年基準では「年金受給権に係る投資所得」の分は「家計

の追加社会負担」、掛金のうち雇用者の負担分を「家計

の現実社会負担」に計上する。掛金についての A 社の

例は、図表５－ 13 のとおりである。

「雇主の帰属社会負担」がプラスである、A 社の負担

した実際の掛金が少なかった 2014 年を除いて、掛金は

減少している。また、社会給付は図表５－ 12 のとおり

であり、計上方法には変わりがないことがわかる。

所得支出勘定の最後に示される所得の使用勘定では、

金融勘定での年金準備金（平成 23 年基準では年金受給

権）のフロー額と同じ額だけ家計の（金融機関の）貯蓄

を増やす（減らす）必要がある。このような対応をとら

ないと、資本勘定と金融勘定の純貸出（＋）／純借入（－）

が一致しないこととなるためである。平成 17 年基準で

は、年金基金への掛金の合計から「年金基金の社会給付」

を控除したものが、また平成 23 年基準では 4 つの社会

負担の合計（厳密にはそこから「年金制度の手数料」を

控除）から無基金の退職一時金を含む社会給付額を控除

したものが、家計の受取（年金基金の支払）として計上

される。

図表５－ 11　A 社の確定給付年金に係る財産所得

図表５－ 12　A 社の確定給付年金の現物社会移転以外の社会給付

図表５－ 13　A 社の確定給付年金への社会負担（掛金）

（100 万円単位）

平成 17 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

保険契約者に帰属する財産所得 17,421 16,834 16,327 14,728
平成 23 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

年金受給権に係る投資収益 27,804 24,618 21,746 17,509
利子（A 社⇒年金基金） 10,383 7,784 5,419 2,781

（100 万円単位）

平成 17 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

　年金基金の社会給付 36,988 36,998 38,019 37,767
　無基金雇用者社会給付 24,400 24,695 26,443 28,676
現物社会移転以外の社会給付 61,388 61,693 64,462 66,443
平成 23 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

　その他の社会保険年金給付 61,388 61,693 64,462 66,443
現物社会移転以外の社会給付 61,388 61,693 64,462 66,443

（100 万円単位）

平成 17 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

　雇主の自発的現実社会負担 53,906 56,386 38,917 53,060
　雇用者の自発的社会負担 18,334 17,690 17,198 15,626
　帰属社会負担 24,400 24,695 26,443 28,676
社会負担（掛金） 96,640 98,771 82,558 97,362
平成 23 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

　雇主の現実社会負担 78,306 81,081 65,360 81,736
　雇主の帰属社会負担 -18,045 -16,532 7,896 -3,125
　家計の現実社会負担 913 856 871 898
　家計の追加社会負担 27,804 24,618 21,746 17,509
社会負担（掛金） 88,978 90,023 95,873 97,018
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年金受給権の変動調整＝雇主の現実社会負担＋雇主の帰属社会負担＋家計の現実社会負担

　　　　　　　　　　　＋家計の追加社会負担－その他の社会保険年金給付　　　　　　　　①

式①で計算した金額が、大きいほど家計の貯蓄は大き

くなる。

今回の A 社の例で計算すると図表５－ 14 のようにな

る。表のとおり、平成 17 年基準よりも平成 23 年基準の

調整項目が大きい 2014 年を除き、家計の貯蓄は減少す

ることとなる。

この後の実物面（平成 17 年基準では資本調達勘定（実

物取引）、平成 23 年基準では資本勘定）においての変更

はなく、貯蓄の増減と純貸出（＋）／純借入（－）の増減が

連動することとなる。つまり、2014 年を除き、家計の

純貸出（＋）／純借入（－）が減少することになる。

金融面（平成 17 年基準では資本調達勘定（金融取引）、

平成 23 年基準では金融勘定）では、実際の掛金の支払

いは雇主企業から年金基金へのフローとして、年金及び

退職一時金の支払いは年金基金から家計へのフローとし

て現れる。また、年金の運用資産からの利子や配当など

の収入は、年金基金が受け取る点も変わらない。このよ

うに、実際に発生する金銭などの移動はそのまま記録さ

れる。では、何が変わるかというと、まず、年金受給権

という項目（家計の資産、年金基金の負債）の取引額の

推計方法が所得の使用勘定で示したものと整合的になる

点である。さらに、積立不足に対する雇主企業の責任を

示す「年金基金の対年金責任者債権」（いわゆる積立不足）

という項目が新設され、先に説明した「雇主の帰属年金

負担」に「積立不足に係る擬制的利子」を加えた額だけ

積立不足が増加することとなる。

　年金基金の対年金責任者債権＝雇主の帰属社会負担

＋積立不足に係る利子　②

まず式②の意味を説明する。「雇主の帰属社会負担」

は現在勤務増分に対する実際に拠出した掛金の過不足を

表す（現在勤務増分から実際の掛金額を控除）。例えば、

現在勤務増分以上に掛金を拠出すると「雇主の帰属社会

負担」はマイナスとなり、「年金基金の対年金責任者債権」

（積立不足）は減少する。「積立不足に係る擬制的利子」

図表５－ 14　A 社の確定給付年金の所得の使用勘定（受取）

図表５－ 15　A 社の確定給付年金の金融勘定

図表５－ 16　A 社の確定給付年金の調整勘定

（100 万円単位）

平成 17 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

年金基金年金準備金の変動 35,252 37,078 18,096 30,919
平成 23 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

年金受給権の変動調整 27,590 28,330 31,411 30,575

（100 万円単位）

平成 17 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

年金準備金 35,252 37,078 18,096 30,919
未収金・未払金等 0 0 0 0
平成 23 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

年金受給権 27,590 28,330 31,411 30,575
年金基金の対年金責任者債権 -7,662 -8,748 13,315 -344

（100 万円単位）

平成 17 年基準 2013 年 2014 年 2015 年

年金準備金 26,031 45,609 160,012
未収金・未払金等 -91,099 -139,631 269,497
平成 23 年基準 2013 年 2014 年 2015 年

年金受給権 34,779 32,294 160,356
年金基金の対年金責任者債権 -82,351 -152,946 269,841
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は帰属計算によるものであり、実際にはキャッシュが動

かないものである。このため、その分だけ積立不足が増

加することとなる。金融勘定の状況をまとめると、次の

表のようになる。「年金準備金」は「年金基金年金準備

金の変動」と一致し 26、「年金受給権」は「年金受給権の

変動調整」と一致する。金融面において貸借対照表勘定

では「年金基金の対年金責任者債権」に相当するものを

未収金・未払金等に計上していたが、取引額は推計して

いなかった。このため、図表５－ 15 ではゼロとしている。

図表５－ 15 のように、企業の拠出が少なかった 2014

年を除いて「年金基金の対年金責任者債権」はマイナス

となっている。つまり、積立不足の解消のための拠出を

行っている。一方、2014 年の「年金基金の対年金責任

者債権」のフローはプラスだが、残高（図表５－ 17）

は減少している。これは、キャピタルゲインにより年金

資産が増加したことから積立不足が減少したためであり、

調整勘定においてこの減少が記録される。調整勘定は図

表５－ 16 のとおりである。

最後に、貸借対照表勘定（ストック）において、平成

17 年基準でも A 社のような上場企業の積立不足は年金

準備金（一国の帳簿価格ベースの年金資産）に加算され

ている。その一方で、上場企業等の積立不足にあたる額

を雇主企業から年金基金に対する債務として未収金・未

払金等に計上していた。ただし、平成 23 年基準では上

場企業等の計数を一国ベースに膨らませる処理を行うた

め、「年金基金の対年金責任者債権」（積立不足）が増加

することとなる（年金資産の額は変わらない）。同じ理

由から、年金資産と積立不足の合計である「年金受給権」

も増加する。

26 平成 17 年基準では金融勘定の年金準備金は、資金循環統計の計数（年金資産の簿価残高の増減から推計したもの）を使用しており、

分配面の計数とは一致していない。
27 日本銀行（2016a）に記載されている。

６ 実際の計数の作成方法と結果の概要

（１）方法

前節では実際の企業の財務データなどから説明したが、

本節でははじめに実際の計数の作成方法などを説明する。

先にも述べたが、上場企業等（3000 社超）の集計値を

膨らまし率（＝企業年金全体の年金資産残高／上場企業

等の年金資産残高）で膨らませることで一国の計数を推

計する 27。日本銀行では、2016 年 9 月公表の FOF におい

て、2004 年度末から 2015 年度末のストックと 2005 年

度から 2015 年度のフローを推計している。これらの推

計で使用する上場企業等の退職給付債務を膨らませた一

国ベースの「年金受給権」と、一国ベースの「年金受給

権」と年金資産の差額である「年金基金の対年金責任者

債権」、雇用者報酬（雇主の社会負担）の推計で使用す

る一国の現在勤務増分（上場企業等の勤務費用を膨らま

せたもの）および財産所得等（「年金受給権に係る投資

所得」、「家計の追加社会負担」）の推計で使用する一国

の過去勤務増分（上場企業等の利息費用を膨らませたも

の）については、原則として日本銀行が公表する FOF

と整合的となる。一方、2003 年度以前については、FOF

の「年金に関する参考計数」においてストック面の計数

が公表されているのみである。そこで、フロー面を中心

に内閣府において新計数の推計を行った。

このうち、退職給付会計の導入がなされている 2000

年度から 2003 年度は、基本的に 2004 年度以降と整合的

な方法で推計を行っている。ただし、将来分の代行返上

が開始された 2002 年度～ 2003 年度について、代行返上

に係る経過措置が規定されており、これに係る特殊処理

を行った。この経過措置では、代行部分について将来分

を返上する認可を受けた日をもって、当該部分に係る退

職給付債務と年金資産が消滅したとみなすことができる

というものである。つまり、企業会計上の退職給付債務

図表５－ 17　A 社の確定給付年金の貸借対照表勘定

（100 万円単位）

平成 17 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

年金準備金 1,594,411 1,657,520 1,721,225 1,912,156
未収金・未払金等 504,153 413,054 273,423 542,920
平成 23 年基準 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

年金受給権 1,594,411 1,657,520 1,721,225 1,912,156
年金基金の対年金責任者債権 504,153 413,054 273,423 542,920
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と年金資産は将来分の返上を認可された日に減少するも

のの、一国ベースの年金資産は過去分を返上し国から積

立分を徴収されるまで減少しないこととなるため、膨ら

まし率の計算式の分母が減少することとなる。そこで、

これらの年に代行返上を行った主な企業の代行返上によ

る年金資産の減少分を調べ、膨らまし率の調整を行った。

1990 年代についても、ストック面は FOF の「年金に

関する参考計数」をより推計し、企業年金部門（1990

年代は、確定給付型のみ）の年金受給権と積立不足以外

（年金資産など）については FOF を使用して推計を行う。

ただし、日本銀行が公表した「年金に関する参考計数」

は年金資産を簿価ベースの計数としているため、企業年

金部門の時価ベースの資産額と乖離が生じる。そこで、

ストックにおいては積立不足額が「年金に関する参考計

数」に一致するように、企業年金部門のその他（その他

の金融資産・負債の内訳）という項目に数字を計上して

いる。この計数の見合いは、積立不足の大宗を占める民

間非金融としている。

次に、FOF の参考計数で推計していない勤務費用や

利息費用は、我が国の会計基準で 1990 年代には退職給

付会計が導入されていなかったことから入手できない。

そこで、我が国の企業の中で 1990 年代に米国会計基準

を適用している 23 社の企業の有価証券報告書を調べ、

同計数より勤務費用や利息費用の推計を行った。会社数

は少ないものの、1 社あたりの数字が大きいこともあり

結果は安定的であった。まず、23 社の計数のうち前期

の退職給付債務と当期の利息費用から当期の割引率を算

出する。この割引率を先に説明した前期の年金受給権に

かけることで過去勤務増分を計算する。現在勤務増分（勤

務費用を膨らませたもの）は、23 社データの利息費用

と勤務費用の比率より計算した。勤務費用と利息費用は

28 年金資産よりも退職給付債務の減少分の方が大きい場合は、雇主企業にとって特別利益となる。しかし、JSNA では代行返上による年

金受給権等の減少は調整勘定に計上されるため、金融勘定では金融資産の減少のみが取引計上される。

ともに割引率の影響などを受けて増減する計数であり、

勤務費用（および年金受給権）については割引率が低い

場合は計数が大きくなる。このため、1990 年代の勤務

費用は増加傾向にある。

（２）結果の概要

ここでは結果の概要について、2016 年 12 月に公表し

た計数を使用して説明する。なお、その都度記載しない

が、すべて年度値（残高の場合は年度末値）となる。

はじめに、ストック編から説明する。ストック編付表

６によると図表６－２のとおり、家計の資産及び年金基

金の負債に計上される「年金受給権」は、1994 年度以

降 2002 年度末を頂点に増加を続けている。2003 年度以

降については、前年より厚生年金基金から国（年金特別

会計、2007 年度までは厚生年金保険特別会計）への代

行返上が開始され、この年から過去分も含めた代行部分

の返上が増えている。また、2000 年代前半は不況に伴

う転籍を含む中途退職者の増加などもあり、退職一時金

の支払いが増加していた。これらにより「年金受給権」

と「年金基金の対年金責任者債権」（積立不足）が減少

しているが、近年では国債等の金利の低下などの影響も

あり「年金受給権」（割引現在価値のため、利率が低下

すると増加する）が増加している年もある。

2014 － 2015 年度の 2 年は「公的年金制度の健全性及

び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正

する法律（平成 25 年法律第 63 号）」により、厚生年金

基金の解散（代行返上）が増加している。解散厚生年金

基金等徴収金（責任準備金相当額徴収金）は、大企業に

よる代行返上が落ち着いた 2006 年度以降水準が低くな

っていた。代行返上が行われると、企業年金の運用する

年金資産が減少し、退職給付債務も減少する 28。このた

図表６－１　1990 年代の米国会計基準適用会社（23 社）の割引率
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め、利率の下落の割に年金受給権の伸びが小さくなって

いる。次に、「年金基金の対年金責任者債権」（積立不足）

をみると、2002 年度までは「年金受給権」の増減と積

立不足の増減は同じような動きとなっているが、2003

年度以降については「年金受給権」自体の変動が小さく

なっている一方で株価などによる年金資産の増減が大き

くなっている。これに伴い、株価の高い年は積立不足が

少なく、株価の低い年は積立不足が多くなるという傾向

がみられる。

なお、「年金受給権」を「年金基金の対年金責任者債権」

（積立不足）と年金資産に分割すると、図表６－２のよ

うになる。この図表では、「年金受給権」以外の企業年

金の負債額を年金資産から控除していることや、確定拠

出型企業年金も含むため積立不足の比率が下がっている

ことに注意してほしい（確定拠出型企業年金は、制度の

性質上、年金資産と年金受給権が一致するため積立不足

の概念はない）。また、部門別でみると、家計は「年金

受給権」の増加に伴い資産が増加する。企業年金部門は

資産・負債とも増加し（主に資産側の「年金基金の対年

金責任者債権」と負債側の「年金受給権」）、年金基金か

らの積立不足に対する請求先としての大宗を占める非金

融法人企業は負債が増加している。このため、正味資産

においてもこの影響が出ている。また、各部門の負債側

に計上される「年金基金の対年金責任者債権」は、当該

部門が最終的な責任を負う「年金受給権」の水準よりも

年金資産の額が上回る場合には、マイナスで計上する。

次に、フロー編の計数についてみていく。まず、年金

の掛金の一部を雇主が負担しており、この負担分は、実

際には企業から年金基金に直接支払われるが、SNA で

は雇用者報酬として雇用者（家計）に支払われたのち、

家計が自己負担分等と合わせて年金基金に支払う形とな

っている。また、雇主が自己勘定内（外部積立がなく、

無基金のもの）で行う退職一時金制度についても、先に

説明した通り、企業会計においては確定給付型の年金制

度に含まれることから、無基金の退職一時金を扱う年金

基金が存在するとみなし、同機関が雇主企業から（家計

を経由して）掛金を受取り家計に退職一時金を支払うと

いう形で推計している。

この雇用者報酬となる部分のうち発生主義で推計を行

う部分（掛金が年金受給権となる部分）は、平成 17 年

基準において「雇主の自発的社会負担」とされていたも

のと、「帰属社会負担」（「無基金雇用者社会給付」とし

て給付がなされる）のうち民間法人企業や公的企業の一

部から支払われていたものである。

図表６－３で平成 23 年基準において発生主義で推計

する年金受給権（確定給付型年金制度と確定拠出型企業

年金）に係る雇用者報酬（雇主の社会負担部分）の動き

を見ると、2002 年度をピークとして、その後低減した

後安定的に推移している。2002 年度がピークとなる点

は平成 17 年基準と同様であるが、平成 17 年基準よりも

比較的変動が小さくなっている。これは、平成 17 年基

準では、雇用者報酬には年金基金への掛金のうち雇主の

負担分（「雇主の自発的社会負担」）と同年に支払う無基

金の退職一時金の額（「帰属社会負担」）の和となってい

たが、平成 23 年基準では無基金の退職一時金と確定給

付型企業年金制度を区別せず、雇用者の 1 年間の労働へ

の対価として発生した年金受給権の増分である現在勤務

増分（企業会計での勤務費用に相当）となっている。現

在勤務増分は、将来の年金や退職一時金の支給額ととも

に割引率によって毎年増減するものの、大きくは変わら

ない。一方、平成 17 年基準での「無基金雇用者社会給付」

は、その年の退職者数等によって大きく増減するもので

図表６－２　年金受給権の内訳
（確定拠出型企業年金を含む）
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あり、不況時にリストラなどが起こると退職時までに発

生済みの「年金受給権」が一気に取り崩されることにな

るため、通常よりも退職一時金が増えることとなり、そ

の年の雇用者報酬が増加してしまう。このため、平成

17 年基準の方が増減は大きくなる。

次に、第 1 次所得の配分勘定において年金基金から家

計が財産所得として受取り、所得の第 2 次分配勘定で掛

金として家計から年金基金に払い戻される部分である。

平成 17 年基準では「雇用者の自発的社会負担」という

項目に、この金額と掛金のうち家計の負担分との和が計

上されていた。平成 23 年基準では、この金額は「家計

の追加社会負担」に計上され、家計の自己負担分は「家

計の現実社会負担」に計上される 29。前者には、確定拠

出型の場合は「年金受給権」（確定拠出型の場合は、年

金受給権＝年金資産）より実際に発生した利子・配当を、

確定給付型の場合は前期末の「年金受給権」の残高に当

29 表章において雇用者とされていたものが家計に変更されている。これは、確定拠出型年金制度では、主婦などの雇用者以外も掛金を負

担することや、年金受給権に係る投資所得については退職後にも発生することから雇用者よりも家計の方が正確であるためである。ま

た、社会保障基金においても掛金を負担する主体は雇用者に限られない。

期中の割引率を掛けたもの（過去勤務増分、企業会計上

の利息費用に相当）を計上している。この数字の推移は

図表６－４のとおりであるが、頂点となっている 2002

年以降は、基本的には利率の低下と「年金受給権」の減

少（または横ばい）に伴い、右下がりとなっている。た

だし、2000 年代前半までは、必ずしも減少傾向にはなく、

増加している年もある。これは、「年金受給権」の増加

の方が利子率の低下よりも大きいためである。特に、基

礎データとしている有価証券報告書の集計値の動きと連

動したものではあるが、2001 年と 2002 年は大きめの数

字が計上されている。この点については、前年度末の年

金受給権の規模が大きいことが要因であるが、今後も引

き続き基礎資料を精査していくことが必要と考えられる。

なお、平成 17 年基準の計数（「保険契約者に帰属する財

産所得」のうち年金準備金に係る分）は公表されていな

いためここに詳細な数字は示さないが、1990 年代の高

図表６－３　社会負担のうち雇用者報酬となる部分
（年金受給権に係るもの）

図表６－４　家計の追加社会負担
（年金受給権に係る投資所得）
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金利時代に 2 兆円程度の年があるが、近年では利率の低

下に伴い 1 兆円未満であった。このため、平成 17 年基

準の当該計数に対し、平成 23 年基準の「年金受給権に

係る投資所得」は 2 倍から 2.5 倍の大きさとなっている。

次に、家計から年金基金への社会負担の支払いが行わ

れる所得の第 2 次分配勘定では、「雇主の現実社会負担」、

「雇主の帰属社会負担」、「家計の現実社会負担」、「家計

の追加社会負担」が計上され、この合計から消費支出と

なる「年金制度の手数料」を控除したものが純社会負担

に計上される。なお、家計の表では、社会負担に発生主

義では推計していない非年金制度や社会保障基金などへ

の支払いも計上されるがこれらを捨象すると、「家計の

現実社会負担」には、確定給付型の年金制度（ここでは、

厚生年金基金）や確定拠出型の年金制度に対する家計の

負担分のみが計上され、平成 17 年基準において雇用者

の現実社会負担に含まれていた「保険契約者に帰属する

30 2008SNA によると、非年金給付についても雇主企業が独自に運営する有基金の制度については、積立額の貸借対照表への計上が必要と

なる。我が国ではこのような制度は一般的ではないと考え、すべて無基金とみなしている。

財産所得」（平成 23 年基準では、「年金受給権に係る投

資所得」）は、「家計の追加社会負担」に計上される。「家

計の現実社会負担」は、図表６－５のとおり、2002 年

度以降は厚生年金基金の代行返上に伴い減少傾向である

が、個人型を含む確定拠出年金制度の発展に伴い今後は

増加する可能性もある。

所得の第 2 次分配勘定では、各年金等の制度から家計

に対し一時金や年金の給付が行われる。このうち、「そ

の他の社会保険年金給付」には、発生主義での推計を行

う退職一時金を含む確定給付型企業年金制度と、確定拠

出型年金制度の社会給付が含まれる。名前のとおり、す

べて年金基金からの給付とみなす。一方、「その他の社

会保険非年金給付」には、今までどおり現金主義での推

計となるものに加えて、年金基金や社会保障基金などの

外部機関を通さない福祉的な給付を含んでいる 30。その

推移をみると、図表６－６のとおり、退職一時金の多い

図表６－５　家計の現実社会負担
（年金受給権に係るもの）

図表６－６　その他の社会保険年金給付
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時期に計数が増加しているが、近年は概ね横ばいである。

可処分所得の使用勘定では、先にも説明したとおり、

金融勘定との整合のため、金融勘定で年金受給権の増加

に寄与する現在勤務増分（勤務費用相当）、家計の掛金

負担分、確定拠出型年金への掛金、年金受給権に係る投

資所得の合計 31 から、年金受給権の減少に寄与する「そ

の他の社会保険年金給付」を控除したものが「年金受給

権の変動調整」となり、概念上は金融勘定の「年金受給

権」の取引額と一致する 32。その推移は図表６－７のと

おりである。

最後に、金融勘定での計数について記載する。年金受

給権のフローについては推計資料の違いから確定拠出年

金分について若干の違いがみられるが、ここでは省略す

る。「年金基金の対年金責任者債権」の金融取引につい

て記載する。この項目には、まず、確定給付型年金制度

に対する「雇主の帰属社会負担」が計上される。「雇主

の帰属社会負担」は下記の式のとおり、当期中に必要と

される分（「年金受給権」の当期の発生分と当期の年金

制度手数料）以上に雇主の現実社会負担を行うとマイナ

ス、逆の場合はプラスとなる。つまり、マイナスの場合

は、必要な額以上に拠出しているため、積立不足が減る

ような取引が行われたとみなす。一方、プラスの場合は、

拠出額が不足しているため、積立不足が増加するような

取引が行われたとみなせる。

雇主の現実社会負担＋雇主の帰属社会負担 

＝当期勤務増分＋年金制度の手数料

また、「年金基金の対年金責任者債権」（積立不足に相

31 ただし、掛金等のうち年金制度の手数料分は家計最終消費となり年金受給権の増加に寄与しないため控除することが必要。
32 確定給付年金に係る年金受給権については、所得支出勘定と金融勘定で一致する。一方、確定拠出型年金等については所得支出勘定と

金融勘定では一致しない（金融勘定は、FOF より推計しているため）。

当）の取引額には、5 章で説明した「積立不足に係る擬

制的利子」も含むことが必要である。「積立不足に係る

擬制的利子」は、積立不足の増加のうち前年度末の積立

不足に起因する部分（つまり、積立不足がなかった場合

に得られる投資所得の額に相当）である。所得支出勘定

では、第 1 次所得の配分勘定において積立不足の責任を

負う各制度部門から年金基金への支払いとして計上され

ているが、金融勘定ではこれを積立不足の増加として計

上する。結果は図表６－８のとおりであるが、構成要素

のうちこの擬制的利子、現実社会負担のうち各年金基金

への掛金、現在勤務増分は大きな変動が少ない。このた

め、このフローの変動の大きな要因は、無基金の退職一

時金の額となる。無基金の退職一時金を支払うと、その

金額に見合う分だけ「年金受給権」及び積立不足が減少

するが、この金額は各年の退職者数などにより大きく変

動するため、退職一時金の多い年ほどフローのマイナス

幅が大きくなる。

最後に、代行返上の扱いについて記載する。JSNA で

は、平成 17 年基準と同様に、代行返上については将来分、

過去分の返上を経て最低責任準備金相当額（国の決算書

では、「責任準備金相当額徴収金」）を徴収した時点に計

上する。この金額は、民間金融機関（厚生年金基金）か

ら社会保障基金への資本移転に計上される。つまり、そ

の時点までは家計の民間金融機関に対する「年金受給権」

（ストック）が存在し、国が相当額を徴収したのちに消

滅することとなる。実際にキャッシュが動くのは、民間

金融機関と社会保障基金の間だけであるが、家計につい

ても「年金受給権」（ストック）の減少が計上される。

この減少額を金融勘定の「年金受給権」のフロー項目に

図表６－７　年金受給権の変動調整
（民間金融機関分）
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計上すると、家計は資金不足となり実物面と一致しなく

なる。一方、民間金融機関については負債側の「年金受

給権」の減少と資産側のキャッシュの減少が相殺されて

しまい、実物面と一致しなくなる。そこで、この「年金

受給権」（ストック）の減少分は、金融取引には計上せず、

調整勘定のうちその他の資産量変動に計上することとな

る。所得支出勘定においても「年金受給権の変動調整」

の計算方法より明らかなように、代行返上分は「年金受

給権の変動調整」に含まれない。次に、大企業が代行返

上を行う場合、代行返上により国から徴収される額より

も抹消される「年金受給権」の方が大きいとされ 33、代

行返上時には特別利益が発生する。金融面についてみる

と、企業年金部門の資産側の金融資産の減少よりも負債

側の「年金受給権」の方が減少額は大きい。このため、

雇主企業の負債である「年金基金の対年金責任者債権」

（積立不足）のストックが減少することになる。この増

減はフローには計上されないため、その他の資産量変動

で減少する形となる 34。

７ 結び

本稿では、確定給付型の企業年金制度を中心に、

1993SNA から 2008SNA への変更点、2008SNA の勧告に

対する我が国での対応方針、具体的な推計方法と推計結

33 企業会計上の割引率 A の方が国の定めた厚生年金保険の割引率 B よりも小さい。このため、A で計算された年金受給権よりも B で計

算された最低責任準備金の方が小さくなる。A は超長期の国債などにより利率を決めるが、B については財政再計算における経済想定

による割引率となる。
34 2008SNA のパラ 17.188 によると、政府が明示的な取引を経て年金の給付を肩代わりする場合は、政府に移動した年金受給権の債務相

当額を一般政府の負債に計上することとされている。移動した時点においては、「責任準備金相当額徴収金」の額だけ年金受給権に計

上すればよいが、それ以降については厚生年金保険の一部となり、代行返上による部分を把握することができない。このため、旧代行

分についても元々厚生年金保険であった部分と同様に年金受給権のような負債の計上は行わない。
35 JSNA と FOF の公表のタイミングとの関係から、確報等については差異が残存する場合もある。
36 四半期別 GDP 速報に係る「推計手法解説書」は平成 28 年 11 月に公表済。

果の概要について記した。国民経済計算部では、「国民

経済計算次回基準改定に関する研究会」を通じた検討や

統計委員会国民経済計算部会での審議の結果を踏まえ、

細部に関する検討や実際の推計作業を進めてきた。この

作業は、金融勘定の基礎統計である資金循環統計を作成

する日本銀行との協力の下行っており、確定給付型の企

業年金制度に関する推計において、実物面と金融面の整

合性を向上させることができた 35。

なお、今回の変更においては「雇主の現実社会負担」

や「（雇主の）帰属社会負担」のように、平成 17 年基準

と名称は一致するものの計上される内容が大きく変化し

ている項目もあるため、旧基準からの利用者の方にはわ

かりにくい部分も多いと考えられる。このため、本稿で

は変更点とその変更理由なども解説した。また、国民経

済計算部では統計ユーザーへの情報提供の一環として、

内閣府のホームページにおいて各勘定やその中の表章項

目等について解説した「2008SNA に対応した我が国国

民経済計算について（平成 23 年基準版）」を公表してお

り、推計手法について解説した「推計手法解説書（年次

推計編）」についても平成 28 年度中に公表する予定であ

る 36。そちらも合わせてご覧いただけると幸いである。

最後に、今回の基準改定においては、年金受給権等の

新たな推計項目に関連し、有価証券報告書などの開示資

料を使用して推計するものが増えている。このため、今

図表６－８　年金基金の対年金責任者債権（フロー）
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まで以上に我が国の企業会計基準や国際会計基準などに

ついて注視して行くことが重要となった。今後、会計基

準等に重要な変更があり推計方法の見直し等を行った場

合には、季刊国民経済計算や利用上の注意などの媒体を

通じて統計利用者に対して適切な情報提供を行っていく

ことが重要であると考える。
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付加価値貿易指標改善を目的とする拡張産業連関表の整備 
――OECD との協働に向けて――

福山大学経済学部教授　萩野　覚
1,2

内閣府経済社会総合研究所 国民経済計算部国民生産課 研究専門職　田原　慎二

内閣府経済社会総合研究所 国民経済計算部国民生産課 研究専門職　時子山真紀

1 本稿の作成にあたり、内閣府経済社会総合研究所の豊田欣吾総括政策研究官のほか、同研究所国民経済計算部の長谷川秀司部長、多田

洋介企画調査課長、山岸圭輔企画調査課課長補佐に有益なコメントを頂いた。また、SNA 産業連関表に対応した輸入表の作成やミクロ

データリンクにあたり、研究協力者である新井園枝氏の協力を仰いだ。OECD 科学技術イノベーション局エコノミストの山野紀彦氏には、

SNA 産業連関表の拡張方法についてアドバイスを頂いた。各位に感謝の意を表したい。ただ、本稿の責任は全て筆者らに帰するもので

ある。また、本稿の意見は筆者らの意見であって、内閣府経済社会総合研究所の見解を必ずしも反映したものではない。
2 萩野は、平成 26 年 10 月から平成 28 年 3 月まで内閣府経済社会総合研究所の政策企画調査官として、また平成 28 年 4 月から同年 9 月

まで同所の研究協力者として、本稿を含め、付加価値貿易等の研究プロジェクトに携わった。
3  http://oe.cd/tiva/

１ はじめに

経済協力開発機構（以下、「OECD」という。）では、

2013 年から公表している付加価値貿易（Trade in Value 

Added。以下、「TiVA」という。）指標 3 について、OECD

拡 張 供 給 使 用 表（Extended Supply-Use Tables。 以 下

「ESUT」という。）専門家グループが中心になって、改

善に取り組んでいる（萩野 2016）。こうした状況に対応

し、我が国の付加価値貿易指標改善プロジェクトでは、

我が国の企業を輸出企業と非輸出企業に区分する形で

SNA 産業連関表の拡張を行い、OECD に以下のデータ

を提供した。今後、OECD により当該データを用いた我

が国の付加価値貿易指標の再計算が行われ、新たな結果

が示される予定である。現在は OECD による再計算を

待っている段階であるが、今回の統計整備や作表は、そ

れ自体でも十分価値のあるものと考えられる。そこで本

論文では、OECD 提供データ作成の手法や、同データを

用いた国際貿易に関する分析を示すこととする。

SUT 専門家グループの議論では、特に、輸出財生産

への輸入中間財の投入比率を産業ごとに決定していく

（産業ごとに同一の係数を適用する）点が実態を反映せ

ず、国内付加価値と国外付加価値の分割にあたり正確性

を欠く結果になりかねないと指摘されている（OECD 

Expert Group on Extended Supply-Use Tables 2014)。こう

した状況の下、OECD は、付加価値貿易指標の推計方法

を改善すべく、経済活動別分類を超えた企業の異質性

（heterogeneity）を織り込むことを検討している。こうし

た中、OECD の国際産業連関表作成部署からは、TiVA

再計算のための基礎データとして、以下のデータを提供

するよう要請されていた。

①  製造業部門を輸出企業と非輸出企業に区分した

SNA 産業連関表の拡張表（付加価値率と輸入中間

財比率（輸入浸透度）について、輸出企業と非輸

出企業の間の乖離を反映）。

②  基本価格表及び購入者価格表、その導出に必要な、

各種税、補助金、運輸・商業マージンのマトリッ

クス（これは付加価値貿易指標の公表当初から要

請されてきたが、我が国の分については、これま

で OECD が独自で推計してきたという経緯がある）。

萩野（2015）、萩野（2016）では、SNA 産業連関表に

対応した輸入表の拡張に向け、電気・光学機器製造業を

対象に拡張の方法を検討し、これを通じ、拡張の方法論

が概ね固まってきたことから、萩野・時子山（2016）で

は、製造業の全産業について拡張することを試みた。こ

うした方法論の蓄積を踏まえ、今回、91 の部門分類を

持つ SNA 産業連関表の拡張を行った。また、今回の作

表における大きな進歩は、基本価格表の試作である。国

際比較可能性を持つ付加価値貿易指標の作成のためには、

産業連関表を基本価格に転換する必要があり、今回、産

業連関表の基本価格化に関する、先行研究（新井 2010）

を基に、SNA 産業連関表の基本価格化も行った。

以下では、第二節で OECD 提供データの作成概要を

示したうえで、第三節において我が国の付加価値貿易の

測定・分析を行う。そのうえで、第四節では今回の検討

成果をまとめたうえで、今後の課題を整理することとす

る。

［内閣府経済社会総合研究所「季刊国民経済計算」第 161 号　2017 年］
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２ OECD提供データの作成概要

（１）SNA 産業連関表の概要

我が国では、概ね 5 年に一度、総務省等 10 府省庁の

共同事業として産業連関表が作成されている（以下、「共

同 IO」という。）。これは、行と列に商品の分類を持つ

マトリックス形式であり、通称 X 表と呼ばれるもので

ある。これに対し、我が国の国民経済計算（以下、「JSNA」

という。）の生産勘定では、生産された財貨・サービス

の需要は商品毎に表されるが、費用構造は産業別に表さ

4  SNA 産業連関表に掲載されている「国内総生産（支出側）」は、第四象限に記載されている 465,127.4（10 億円）が、主要系列表１の

支出側 GDP と概念的に一致する。ただし、SNA 産業連関表の輸出入はコモディティ・フロー法（以下、「コモ法」という。）推計値を

用いているため、「統計上の不突合」の原因の一つである「純輸出の乖離」分だけ相違している。また、家計最終消費支出と輸出入が

国民概念で表象されている主１に対して、SNA 産業連関表は国内概念で表象されているため、同じ「家計最終消費支出」でも直接購入

分だけ相違が生じている（輸出入についてはこれに加えて前述の「純輸出の乖離」分が相違している）。
5 より正確に言えば、共同 IO のデータそのものは非競争輸入型では表章されていないが、生産者価格の取引額に占める輸入額が公表デ

ータに含まれており、ユーザーが非競争輸入型に展開して利用することが可能となっている。
6 萩野（2016）を参照。また、非競争型での延長表の試算については新井（2014）を参照。

れるため、商品毎の費用構造は示されていない。しかし、

産業別国内総生産の推計にあたって、産業別商品投入表

（U 表と呼ばれるマトリックス表）、および産業別商品産

出表（V 表と呼ばれるマトリックス表）が作成されてお

り、U 表と V 表に技術的な仮定を設けることにより、

商品ベースの産業連関表（X 表）を作成することができ

る。こうして作成される産業連関表が、SNA 産業連関

表である。平成 17 年基準の SNA 産業連関表は、商品を

91 部門に分類した表となっている（表１）。

（表１）　SNA 産業連関表（平成 17 年基準平成 23 年確々報 4）

０１　 ０２　 ０３　 ０５　０４　 ０６　 ０８　０７　 ０９　 １０　 １２１１ １３ １４

農林水産業 鉱 業 製 造 業
建設、電気・
ガ ス ・ 水 道

サ － ビ ス 業
政府・非 営利

内生部門計サ ー ビ ス
政 府 最 終
消 費 支 出

民 間 最 終
総資本形成

消 費 支 出
輸 出

輸 入 国内総生産
（ 控 除 ） （ 支 出 側 ）

産 出 額

農 林０１　 水 産 業 1.41,654.3 72.77,072.5 1,615.9 152.1 0.010,569.0 3,404.3 134.6 53.9 1,031.4 11,600.4

鉱０２　 業 0.5 2.9 16,913.9 9.77,400.8 2.4 0.024,330.2 0.1 42.9 722.6

製 造０３　 業 2,799.2 119.3 128,810.6 18,113.5 39,724.6 5,967.2 195,534.3 8.0 54,445.1 28,683.7 52,915.1 89,344.6 284,878.9

０４　 159.2 34.5建 設 、 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 6,518.4 2,903.7 11,770.5 4,022.3 25,408.5 0.0 7,535.7 0.046,520.5 0.0 54,056.2

サ

79,464.7

－０５　 ビ ス 業 1,458.7 252.2 39,434.2 15,307.0 100,934.4 13,576.1 170,962.6 38,197.1 199,189.4 22,618.2 19,272.0 270,508.2

０６　

441,470.8

9.4 0.5政 府 ・ 非 営 利 サ ー ビ ス 262.8 70.8 1,712.5 185.5 2,241.5 57,911.5 0.018,492.8 0.0 0.0 76,404.3

内０７　 生

78,645.8

部 門 計 6,081.3 410.9 199,012.4 43,868.5 155,767.6 23,905.5 429,046.2 96,116.6 283,067.4 97,833.4 72,283.8 467,737.0

０８　

896,783.2

固 定 資 本 減 耗 2,139.5 129.9 17,976.3 8,465.8 57,832.7 15,252.2 0.0101,796.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

０９　

101,796.3

生 産 に 課 さ れ る 税 660.2 35.6 11,771.1 3,581.8 20,955.7 274.8 0.037,279.1 0.0 0.0 0.0

１０　補 助 金

34,669.6

0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0

雇１１　 用 者 報 酬 2,270.5 187.0 48,630.4 24,050.3 130,719.0 39,213.3 0.0 00.245,070.4 0.0 00. 0.0 0.0

１２　

245,070.4

営 業 余 剰 ・ 混 合 所 得 659.8 7,547.2 9.3 0.078,409.8 86,585.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

付１３　 加 価 値

86,585.9

計 5,519.1 311.7 85,866.5 35,596.2 285,703.2 54,740.3 0.0467,737.0 0.0 0.0 0.0 465,127.4

出 額１４　 産 11,600.4 722.6 284,878.9 79,464.7 441,470.8 78,645.8 896,783.2 96,116.6 283,067.4 95,223.9 72,283.8 0.0465,127.4

-2,561.4

-123.6 -23,527.0 -23,607.6

-46,707.3

-8,768.6

-81,564.3

-2,609.5 -2,609.5

-0.6-210.8 -58.4 -511.0 -2,214.0 -2,994.8 -2,994.8

-40.2

-2,609.5 -2,609.5

-81,564.3

単位：10億円

注：内生部門を 6 部門に、最終需要部門を 5 部門に、それぞれ統合している。

（２）輸出企業・非輸出企業への分割

SNA 産業連関表の部門を輸出企業と非輸出企業に分

割するにあたって、産出額については、『工業統計』（経

済産業省）の「直接輸出の割合」がゼロでない企業を輸

出企業、ゼロの企業を非輸出企業とみなし、その出荷額

の比率で、生産者価格表の部門別産出額を、輸出企業分

と非輸出企業分に按分した（行・列）。続いて、付加価

値率については、『企業活動基本調査』（経済産業省）で

「直接輸出額」のあった企業を輸出企業、無かった企業

を非輸出企業とみなし、輸出企業と非輸出企業の付加価

値率を算出し、その乖離率を、生産者価格表の輸出・非

輸出企業の付加価値率に適用した（列）。輸出額につい

ては、全額を輸出企業に帰属させ、その他の部門への産

出については生産額の比率で按分した（行）。

輸入額については、まず『企業活動基本調査』で「直

接輸出額」のあった企業を輸出企業、それ以外を非輸出

企業とみなし、輸出企業と非輸出企業の輸入比率を算出

し、その乖離が反映されるように、輸出企業と非輸出企

業の輸入額（総額）を決定した。続いて、『鉱工業投入

調査』（経済産業省）の個票データを用いて、輸出企業

と非輸出企業の輸入品投入比率（部門別）を作成し、輸

入総額を按分した。

（３）非競争型表への転換

SNA 産業連関表は、輸入が最終需要部門に一括して

表章されている「競争輸入型」の表となっている（図１

－１）。中間財輸入をより適切に分析するためには、需

要項目別に国産品と輸入品が区別されている「非競争輸

入型」の表が望ましい（図１－２）。しかし、資料の制

約等により、我が国では共同 IO においてのみ、非競争

輸入型の表が作成されている 5。今回の統計整備、分析に

あたっては、これまでの検討において試算した非競争輸

入型の SNA 産業連関表 6 を用いて、上述の輸出・非輸出

の分割や、後述の各種マトリックスの作成を行った。
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（図１－１）競争輸入型の産業連関表 7

A B C D 消費
固定資本

輸出
形成等

輸入
控除

国内
生産額

A ・・・
60

・・・(10) ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

B
20 10
(5)

50
(0)

10
(15)

20
(0)

15
(10)

10
(5) (0)

-35
100

(-35)

C ・・・
10
(5) ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・

D ・・・
5

・・・(0) ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・・・・ ・・・

・・・ 15 ・・・ ・・・
国内

生産額
・・・ 100 ・・・ ・・・

粗
付
加

価
値

（注）（）内は輸入品に係る取引額であり、内数である。

（図１－２）非競争輸入型の産業連関表 8

BA C D 消費
固定資本

輸出
形成等

輸入
控除

国内
生産額

A ・・・ 50 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・

B 15 10 53 10 10 10 010

C

100

・・・ 5 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

D ・・・ 5 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

A ・・・ 10 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

B 5 0 015 10 5 0 0-35
C ・・・ 5 ・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・

D ・・・ 0 ・・・ ・・・・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ 15 ・・・ ・・・

・・・ 100 ・・・
国内

・・・
生産額

粗
付
加

価
値

輸
入
品

国
産
品

7 総務省編（2015）より作成。
8 総務省編（2015）より作成。

（４）基本価格への変換

我が国の共同 IO 及びそれに基づく JSNA では、取引

額に消費税をはじめとする各種の税や補助金を含んだ価

額評価で推計が行われている。他方で、SNA のマニュ

アルではこれらを控除した基本価格での推計が推奨され

ており、今回の改善に向けた検討にあたっては国際比較

の観点から基本価格表の試算も併せて行った。具体的に

は、新井（2010）の方法を参考にして、消費税、間接税、

補助金、輸入品商品税、関税マトリックスを作成し、

SNA 産業連関表の生産者価格に以下の加減算を行い、

基本価格の取引額を推計した。

基本価格＝生産者価格－（消費税＋間接税 

　　　　　　＋輸入品商品税＋関税）＋補助金

各マトリックスは、①部門別の税・補助金総額を推計

し、②これを横方向に配分することによって推計してい

る。まず、部門別税・補助金総額については、以下のよ

うに推計している。消費税は、コモ法の 8 桁分類（約

2,000 品目）別に、消費税がかかる品目とかからない品
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目を識別し、消費税がかかる品目について国内出荷分に

5％を乗じることで推計した 9。間接税は、たばこ税、酒税、

石油石炭税等の価格形成に影響を与える（価格に転嫁さ

れる）税を対象として、部門別の金額を推計した（表２）10。

補助金は、SNA 産業連関表公表値の補助金をそのまま

使用した。輸入品商品税及び関税は、コモ法の推計値か

らコモ 8 桁分類別の金額を取得し、これを SNA 産業連

関表の部門に対応付けることにより推計した。

推計された各種税・補助金額を示したものが表３－１

～３－４である。間接税、補助金、輸入品商品税のうち

個別消費税、関税については各種基礎統計・資料に基づ

く値となっているが、消費税についてはコモ法の出荷額

推計値から独自に算出した値となっているため、国税庁

統計年報の消費税額とは規模が異なる。

具体的には、今回の消費税推計額は総額で約 29.7 兆

円となっているが、このうち内生部門に配分された額が

17 兆円程度であるため、これを仕入れに係る消費税と

みなして控除した 12.7 兆円を消費税納税額とみなすこ

とができる（表３－１）。これに対して、国税庁統計年

報の情報を用いて簡易的に求めた消費税納税額は平成

9 このうち直接輸出分には消費税がかからないため、当該分を貿易統計の輸出データ等を利用して推計し、国内出荷分のみを対象として

消費税を推計した。その際、住宅賃貸料（帰属家賃）、介護、医療等の課税対象外ないし課税額が僅少である部門については対象外と

した。また、政府・非営利部門の産出額は、基本的には消費税が含まれていないと見なせるが、下水道料金及び下水道設置に関する負

担金や、施設使用料、委託研究費、特別会計の課税分等、一部に課税対象分があるため、新井（2010）を参考にして該当分を推計した。

なお、中間財の取引については、我が国では事業者が消費税込みの金額を一旦支払い、事後的に還付を受ける仕組みとなっているため、

我が国の共同 IO 及び JSNA に表章される財貨・サービスの取引額は中間財も含めて税込みで計上されている。このため、本稿の試算

にあたっては、中間財取引にあたる内生部門も含めて消費税を控除している。
10 間接税のうち価格形成に直接的には影響しないと考えられる不動産取得税、印紙税、自動車取得税等は対象外としている。
11 納税申告計約 9.3 兆円から還付申告及び処理約 2 兆円を控除した残額 7.3 兆円に、地方消費税分を加算するため 5/4 を乗じることにより

求めた。なお、ここでの比較は輸入品にかかる消費税は含まない額で行っている。
12 平成 17 年表を対象に試算を行った総務省政策統括官室（2013）では、推計消費税納税額は約 13 兆円となり、財務省提供の消費税納税

額約 9.5 兆円と比較すると約 3.5 兆円超過するという、本試算と同様の結果となっている。

23 年度で 9.1 兆円程度 11 であり、今回の推計値は 3.6 兆

円程度超過している。このように消費税推計値が実際の

納税額を超過する傾向は、過去に行われた基本価格表の

試算においても同様にみられた 12。その背景には、現実

には、免税事業者や、簡易課税制度を利用している事業

者が存在する等の事情があるが、試算値ではこれらを考

慮することが難しいという点があると推察される。

セルごとの各種税・補助金額は、推計した各種税・補

助金の総額を、その性質に応じて国産品ないし輸入品マ

トリックスの生産者価格をウェイトに用いて配分するこ

とで算出した（図２）。具体的には、消費税、間接税、

補助金については国産品マトリックスを、輸入品商品税・

関税については輸入品マトリックスを用いて配分した。

なお、その際に、未出荷段階のため消費税等がかからな

い製品在庫、半製品・仕掛品在庫分をウェイトから除く

等、セルごとの配分がより適切に行われるよう工夫して

いる。

完成した基本価格表を表４に、生産者価格表との差額

を表５に示した。表５をセルごとに見ると、取引額が減

少しているセルと、増加しているセルがある。この計数

（表２）　基本価格化にあたり控除対象とした間接税

中分類 基本分類 名称 コード 名称

16112101 清酒 飲料

112102 ビール 16 飲料

112103 ウィスキー類 16 飲料

112109 その他の酒類 16
112901

飲料

茶・コーヒー 16 飲料

112902 清涼飲料 16 飲料

112903 製氷 16 飲料

たばこ税 12 たばこ 114101 たばこ 17 たばこ

揮発油税及び
地方揮発油税

28 石油製品 211101 石油製品 30 石油製品

地方道路税 28 石油製品 211101 石油製品 30 石油製品

軽油引取税 28 石油製品 211101 石油製品 30 石油製品

石油ガス税 28 石油製品 211101 石油製品 30 石油製品

ゴルフ場利用料 861105102 娯楽サービス
スポーツ施設提供業・公

園・遊園地
81 娯楽

入湯税 861404105 洗濯・理容・美容・

浴場業
浴場業 84

酒税

洗濯・理容・美容・浴場

業

11 飲料

税目
平成17年産業連関表の対応部門 平成17年基準SNA-IOの対応部門
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変化の持つ意味について、消費税マトリックス（表３－

１）と補助金マトリックス（表３－３）を例にとって述べ

る。まず、消費税マトリックスの金額は、これまで各部

門が支払っていた財貨・サービスの投入額のうち消費税

分であり、基本価格化のためにこれを控除するため、取

引額は減少する。他方で、補助金マトリックスの金額は、

これまで補助金制度が存在することにより、各部門が財

貨・サービスを本来あるべき価格よりどれだけ安く購入

していたかを示すものであり、基本価格化のためにこれ

を加算するため、取引額は増加する。これらの影響を合

計したものが表５の生産者価格と基本価格との差である

といえる。基本価格化は、一国経済のみを分析の対象と

した場合はそれほど大きな意味を持たないともいえるが、

国際比較を行う観点からは、国ごとに異なる税・補助金

制度の影響を取り除くことにより、共通の基準に立って

投入産出構造の分析が可能となるという意義がある。

（表３－１）　消費税マトリックス

（表３－２）　間接税マトリックス

（表３－３）　補助金マトリックス

（表３－４）　輸入品商品税・関税マトリックス

（図２）　税・補助金配分のイメージ

-6.0 -6.0

０１　 ０２　 ０３　 ０５　０４　 ０６　 ０７　 ０８　 ０９　 １０　 １１ １２ １３ １４

農林水産業 鉱 業 製 造 業
建設、電気・
ガ ス ・ 水 道

サ － ビ ス 業
政府・非営利

内生部門計
サ ー ビ ス

政 府 最 終
消 費 支 出

民 間 最 終
総資本形成

消 費 支 出
輸 出

輸 入 国内総生産
（ 控 除 ）

額出産
（ 支 出 側 ）

農０１　 林 水 産 業 71.2 0.1 248.7 3.3 67.2 6.3 396.7 0.0 148.5 6.0 0.0 0.0 154.5 551.3

鉱０２　 業 0.0 0.1 22.3 16.5 0.1 0.0 39.1 0.0 0.0 0.0 0.0 33.1

製 造０３　 業 122.2 5.4 5,232.0 788.0 1,587.2 246.5 7,981.3 0.4 2,045.6 0.01,067.6 0.0 3,113.6 11,094.9

０４　 7.3 1.6建 設 、 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 296.5 135.1 547.0 187.6 0.01,175.1 343.4 0.02,215.3 0.0 2,558.7

サ０５　 －

3,733.8

ビ ス 業 62.7 10.3 718.31,873.3 557.24,149.8 14.77,371.6 5,593.6 0.0 0.01,145.1 6,753.4

０６　

14,125.0

0.0 0.0 0.4政 府 ・ 非 営 利 サ ー ビ ス 0.1 3.7 0.4 4.7 110.0 25.7 0.0 0.0 0.0 135.7

内

140.4

生０７　 部 門 計 263.3 17.4 7,673.3 1,661.4 6,355.1 998.1 16,968.5 125.1 8,156.8 4,428.0 0.0 0.0 12,709.9 29,678.4

単位：10億円

０１　 ０２　 ０３　 ０４　 ０５　 ０６　 ０７　 ０８　 ０９　 １０　 １１ １２ １３

農林水産業

１４

鉱 業 製 造 業
建設、電気・
ガ ス ・ 水 道

サ － ビ ス 業
政府・非営利

内生部門計
サ ー ビ ス

政 府 最 終
消 費 支 出

民 間 最 終
消 費 支 出

総資本形成 輸 出
輸 入
（ 控 除 ）

国内総生産
産

（ 支 出 側 ）
額出

農０１　 林 水 産 業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

鉱 業０２　 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

製 造０３　 業 88.8 13.8 664.5 411.7 1,316.8 193.3 2,688.8 0.0 3,171.9 12.2 295.2 0.0 3,479.3 6,168.1

０４　 0.0 0.0 0.0建 設 、 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サ０５　 － ビ ス 業 0.0 0.0 1.5 0.4 9.5 0.3 11.8 0.0 60.3 0.0 0.1 0.0 60.4 72.2

０６　 00. 0.0政 府 ・ 非 営 利 サ ー ビ ス 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0

内０７　 生 部 門 計 88.8 13.8 666.0 412.1 1,326.3 193.6 0.02,700.6 12.23,232.2 295.2 0.0 3,539.7 6,240.3

単位：10億円

０１　 ０２　 ０３　 ０５　０４　 ０６　 ０８　０７　 ０９　 １０　 １２１１ １３

農林水産業

１４

鉱 業 製 造 業
建設、電気・
ガ ス ・ 水 道

サ － ビ ス 業
政府・非営利

内生部門計
サ ー ビ ス

政 府 最 終
消 費 支 出

民 間 最 終
総資本形成

消 費 支 出
輸 出

入輸 国内総生産
（ 控 除 ）

額出産
（ 支 出 側 ）

農０１　 林 水 産 業 14.2 0.0 75.6 2.3 33.2 3.1 128.4 0.0 79.5 2.2 0.8 0.0 82.5 210.8

鉱０２　 業 0.0 0.0 0.9 0.2 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6

製０３　 造 業 1.6 0.2 8.8 5.6 14.7 2.7 33.6 0.0 20.5 0.3 3.9 0.0 24.8 58.4

０４　 0.7 0.1建 設 、 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 32.9 34.1 57.8 28.5 154.2 0.0 74.5 282.3 0.0 0.0 356.8 511.0

サ０５　 － ビ ス 業 8.6 1.6 164.9 59.9 510.5 32.0 777.5 605.4 736.2 8.6 86.4 0.0 1,436.5 2,214.0

０６　 00. 0.0政 府 ・ 非 営 利 サ ー ビ ス 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0

内０７　 生 部 門 計 25.2 2.0 283.1 102.1 616.2 66.3 1,094.8 605.4 910.7 292.9 91.1 0.0 1,900.1 2,994.8

-0.5 -0.5

単位：10億円

０１　 ０２　 ０３　 ０５　０４　 ０６　 ０８　０７　 ０９　 １０　 １１ １２ １３ １４

農林水産業 鉱 業 製 造 業
建設、電気・
ガ ス ・ 水 道

サ － ビ ス 業
政府・非営利

内生部門計
サ ー ビ ス

政 府 最 終
消 費 支 出

民 間 最 終
消 費 支 出

総資本形成 輸 出
輸 入
（ 控 除 ）

国内総生産
出

（ 支 出 側 ）
額産

農０１　 林 水 産 業 10.6 0.0 113.2 0.2 14.5 1.6 140.1 0.0 18.5 1.2 0.0 19.6 0.0

鉱０２　 業 0.0 0.0 1,126.5 0.5520.5 0.1 1,647.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

製 造０３　 業 15.3 0.4 104.01,221.9 528.5 47.7 1,918.0 0.0 1,469.7 298.6 0.0 1,768.3 0.0

０４　 0.0 0.0 0.0建 設 、 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サ －０５　 ビ ス 業 0.4 0.0 4.0 1.8 9.9 39.7 55.8 0.0 0.5 0.2 0.0 0.7 0.0

０６　 00. 0.0政 府 ・ 非 営 利 サ ー ビ ス 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0

内０７　 生 部 門 計 26.3 0.5 2,465.7 626.5 553.5 89.2 0.03,761.6 1,488.6 300.0 0.0 1,788.6 0.0

-159.7

-1,647.7

-3,686.3

-56.5

-5,550.2

単位：10億円

BA C D 消費
固定資本
形成等

輸出
輸入
控除

税・補助
金総額

A ・・・ ・・・・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・

B ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

C ・・・ ・・・・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・

D ・・・ ・・・・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

推計した税・補助金総額を、国産品ないし輸入

品マトリックスをウェイトに配分。
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（５）購入者価格表の推計

現行の SNA 産業連関表は生産者価格で表章されてい

るが、購入者価格でも分析が可能となるよう、各種（卸、

小売、運賃）マージンのマトリックスを作成した。内生

部門計及び最終需要部門については、コモ法において各

種マージンがコモ 8 桁分類別に推計されているため、こ

れを SNA 産業連関表の部門に対応付けることにより作

成した。内生部門の配分については、基準年（平成 17 年）

の共同 IO を JSNA の概念に合わせて調整し、生産者価

格に対する各種マージンの比率を求め、これを 23 年値

に乗じることにより初期値を作成し、さらに行和がコモ

法推計値（中間消費）に一致するよう RAS 法で調整し

た 13。以上の作業により、以下のマトリックスが作成さ

れた（各マトリックスの価額評価の関係については図３

を参照）。なお、各マトリックスは、製造業部分が輸出・

非輸出企業に分割されている。

① 消費税マトリックス

② 間接税マトリックス

③ 輸入品商品税・関税マトリックス

④ 国産品マトリックス

⑤ 輸入品マトリックス

⑥ 卸マージンマトリックス

13 調整にあたっては、運賃マトリックスを最初から一枚で作成するのではなく、道路輸送、航空輸送、鉄道輸送、海上輸送、その他の 5
種類別に作成し、RAS でのバランス調整を行った後に合算する等、より精緻な推計値が得られるよう工夫している。

⑦ 小売マージンマトリックス

⑧ 運賃マージンマトリックス

（図３）　今回作成した各マトリックスの関係

購入者価格

生産者価格

輸入品商品税・関税

補助金

間接税

消費税

基本価格

小売マージン

運賃マージン

卸マージン

３ 我が国の付加価値貿易の測定・分析

（１）付加価値貿易（TiVA）の概要

付加価値貿易とは『s 国の国内最終需要により誘発さ

れた r 国の付加価値』で定義される。ある国の需要によ

り国内生産が誘発されても、その生産のための中間投入

が、殆ど輸入により賄われていた場合、国内で誘発され

る付加価値額は大きくない。TiVA は、輸出品を生産し

ている部門の輸入品投入率が高いほど小さく、国産品投

（表５）　生産者価格表と基本価格表の差額

０１　 ０２　 ０３　 ０４　 ０５　 ０６　 ０７　 ０８　 ０９　 １０　 １１ １２ １３

農林水産業

１４

鉱 業 製 造 業
建設、電気・
ガ ス ・ 水 道

サ － ビ ス 業
政府・非営利

内生部門計
サ ー ビ ス

政 府 最 終
消 費 支 出

民 間 最 終
総資本形成

消 費 支 出
輸 出

輸 入
（ 控 除 ）

国内総生産
額出産

（ 支 出 側 ）

０１　農 林 水 産 業 0.0 0.8 159.7 68.0

０２　鉱 業 0.0 5.5 0.0 1,647.7

０３　製

1,653.3

造 業 3,686.3

０４　建 設 、 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 0.0 0.0 0.0

０５　サ － ビ ス 業 590.7 86.3 56.5

０６　政 府 ・ 非 営 利 サ ー ビ ス 0.0 0.0 0.0

０７　内 生 部 門 計 480.3 5,550.2

０８　固 定 資 本 減 耗 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00.

０９　

0.0

生 産 に 課 さ れ る 税 1,051.3 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0

補 助１０　 金 0.6210.8 58.4 511.0 2,214.0 0.0 0.02,994.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

雇１１　 用

2,994.8

者 報 酬 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0

１２　営 業 余 剰 ・ 混 合 所 得 1.1 2,182.6 524.3 22.9 2,666.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

１３　付 加 価 値

2,666.8

計 12.8 1,074.2 00. 0.0 00. 0.0 00. 0.0

１４　産 出 額 480.3 5,550.2 0.0

-67.5 -0.1 -286.4 -1.2 -48.4 -4.9 -408.5 -87.5 -5.0 -340.4

-0.0 -0.1 -1,148.0 -536.8 -0.7 -0.2 -1,685.8 -0.0 -32.5

-224.6 -19.5 -7,109.5 -1,298.1 -3,417.9 -484.9 -0.4-12,554.4 -6,666.7 -1,378.1 -291.2 -4,650.1 -17,204.6

-6.6 -1.4 -263.6 -101.0 -489.2 -159.1 -1,020.9 -268.9 -1,933.0 -2,201.9 -3,222.8

-54.5 -8.7 -1,713.9 -660.5 -565.3-3,658.7 -6,661.7 -4,918.2 -1,136.8 -5,321.5 -11,983.2

-0.0 -0.0 -0.4 -0.1 -3.7 -0.4 -4.7 -110.0 -25.7 -135.7 -140.4

-353.2 -29.8 -10,521.8 -2,597.8 -7,618.7 -1,214.7 -22,336.0 -11,967.0 -4,447.4 -204.1 -10,587.9 -32,923.9

-199.1 -1.9 -8,923.7 -1,660.3 -6,515.8 -16,249.6 -16,249.6

-1.5 -62.7

-2.8 -6,682.7 -625.0 -4,364.5 -10,587.9 -10,587.9

-340.4 -32.5 -17,204.6 -3,222.8 -11,983.2 -140.4 -32,923.9 -11,967.0 -4,447.4 -204.1 -10,587.9

単位：10億円

（表４）　完成した基本価格表

０１　 ０２　 ０３　 ０５　０４　 ０６　 ０７　 ０８　 ０９　 １０　 １１ １２ １３

農林水産業

１４

鉱 業 製 造 業
建設、電気・
ガ ス ・ 水 道

サ － ビ ス 業
政府・非営利

内生部門計
サ ー ビ ス

政 府 最 終
消 費 支 出

民 間 最 終
消 費 支 出

総資本形成 輸 出
輸 入
（ 控 除 ）

国内総生産
産 出

（ 支 出 側 ）
額

農 林０１　 水 産 業 1.41,586.8 71.56,786.1 1,567.5 147.2 0.010,160.5 129.63,316.8 54.7 1,099.4 11,260.0

鉱０２　 業 0.5 2.8 15,765.9 9.06,864.0 2.2 0.022,644.4 0.1 42.9 690.1

製０３　 造 業 2,574.6 99.8 121,701.1 16,815.4 36,306.7 5,482.3 7.6182,979.9 47,778.4 27,305.6 52,623.8 84,694.4 267,674.3

０４　建 設 、 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 152.6 33.1 6,254.8 2,802.7 11,281.3 3,863.2 24,387.6 0.0 7,266.8 0.044,587.5 0.0 51,854.3

サ

76,241.9

－０５　 ビ ス 業 243.61,404.1 37,720.2 14,646.4 97,275.7 13,010.9 164,300.9 38,787.8 194,271.3 21,481.5 19,358.3 265,186.7

０６　

429,487.6

9.4 0.5政 府 ・ 非 営 利 サ ー ビ ス 262.4 70.7 1,708.7 185.1 2,236.8 57,801.5 0.018,467.1 0.0 0.0 76,268.6

内 生０７　 部

78,505.4

門 計 381.15,728.1 188,490.5 41,270.6 148,148.9 22,690.9 406,710.2 96,596.9 271,100.5 93,386.0 72,079.7 457,149.1

０８　

863,859.2

減 耗固 定 資 本 2,139.5 129.9 17,976.3 8,465.8 57,832.7 15,252.2 0.0 0.0101,796.3 0.0 0.0 0.0 0.0

０９　

101,796.3

生 産 に 課 さ れ る 税 461.0 33.7 2,847.3 1,921.5 14,439.8 1,326.1 21,029.5 0.0 0.0 0.0 0.0

補１０　

18,420.0

助 金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

雇 用１１　 者 報 酬 2,270.5 187.0 48,630.4 24,050.3 130,719.0 39,213.3 0.0245,070.4 00. 0.0 00. 0.0 0.0

１２　

245,070.4

営 業 余 剰 ・ 混 合 所 得 660.9 9,729.8 533.7 22.978,347.1 0.089,252.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

付１３　 加 価

89,252.8

値 計 5,531.9 308.9 79,183.8 34,971.3 281,338.7 55,814.5 0.0457,149.1 0.0 0.0 0.0 454,539.5

出 額１４　産 11,260.0 690.1 267,674.3 76,241.9 429,487.6 78,505.4 863,859.2 96,596.9 271,100.5 90,776.5 72,079.7 0.0454,539.5

-2,401.6

-118.1 -21,879.2 -21,954.3

-43,021.0

-8,712.1

-76,014.0

-2,609.5 -2,609.5

-41.7

-2,609.5 -2,609.5

-76,014.0

単位：10億円
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入率が高いほど大きくなる。

TiVA の定義式を、国際産業連関表の枠組みに基づき

示すと、以下のとおりである 14。ここでは、r 国や s 国等

の複数国からなる国際産業連関表を想定する（図４）。

まず、r 国から s 国への付加価値の輸出（TiVA.X）は

以下の定義式で示される。

TiVA.X rs = V r
・B・F s

V r は r 国以外の要素の値を 0 とする付加価値係数行

列、B はレオンチェフ逆行列、F s は s 国の最終需要行

列である。レオンチェフ逆行列 B に s 国の最終需要 F s

を乗じることにより、r 国で誘発された産出額が求めら

れる。さらに、これに付加価値率 V r を乗じることにより、

r 国から s 国への付加価値輸出額が得られる。

続いて、r 国の s 国からの付加価値の輸入（TiVA.M）

は以下のように定義される。

TiVA.X rs = V s
・B・F r

V s は s 国以外の要素の値を 0 とする付加価値係数行

列、F r は r 国の最終需要行列である。上記の式に基づ

いて同様に計算を行うと、r 国の s 国からの付加価値輸

入額が求められる。

さらに、付加価値輸出額から付加価値輸入額を控除す

ることによって、付加価値でみた純輸出が得られる。

TiVA.Net rs = TiVA.X rs - TiVA.M rs

なお、当該額は、相手国（s 国）から見た付加価値純

14 本文中の定義式は Johnson and Noguera(2012) や Stehrer(2012) による定式化に基づく。
15 1993SNA 及び BPM5 までは加工貿易に係る財貨の輸出入を「所有権移転原則の例外」として扱っていたが、それが撤廃された。

輸出額の符号を反転させたものである。

TiVA.Net rs = - TiVA.Netsr

現行の OECD で行われている TiVA の計算は、同じ部

門に含まれる輸出企業と非輸出企業は、投入係数、輸入

係数ともに等しいものとして計算される。これに対し、

今回作成した表は、輸出企業と非輸出企業を部門として

分け、さらに、同じ財でも、それを投入する部門によっ

て輸入比率が異なる仕様となっているため、付加価値貿

易についてより精緻な測定が可能となる。例えば、輸出

企業の輸入品投入比率が非輸出企業よりも高ければ、輸

出により誘発される付加価値額は、現行の OECD 表に

よる分析結果よりも低くなるといった結果が予想される。

なお、付加価値貿易に関連・類似する概念として

2008SNA 及び BPM6 の加工貿易がある。08SNA/BPM6

では、加工貿易に係る財貨の輸出入についてはグロスで

は記録せず、ネットの加工賃分を委託加工サービスの輸

出入として計上することとされた 15。図５は、従来の貿

易統計、TiVA、08SNA/BPM6 における加工貿易の扱い

を図式化したものである。従来の貿易統計と TiVA では

輸出入のベクトルは同一であり、それがグロスとネット

のどちらで記録されるかという点に相違がある。

08SNA/BPM6 における加工貿易の扱いは、所有権が

どの国にあるかという点に着目して、それが A 国に止

まるのであれば、B 国による加工を A 国によるサービ

スの輸入として計上するものである。このように、B 国

で生まれた付加価値が C 国ではなく A 国への輸出とし

（図４）　国際産業連関表のイメージ

A B AC AB C B C
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て記録されることから、最終消費地（C 国）に向かって

付加価値を蓄積して行く方向と整合しない。一方、

TiVA の枠組みは、付加価値蓄積の方向と整合的である

ため、グローバルバリューチェーンを分析するという観

点からみれば、より有用であるといえる。

（２）分析結果

今回作成した表は、一国経済を対象とした NIOT

（National Input-Output Table）であるため、相手国別の付

加価値輸出額（TiVA.X）や付加価値輸入額（TiVA.M）を

測定することはできない。これらを推計するためには国

際産業連関表が必要となるため、OECD による作業を待

つ必要がある。本稿では、現時点で利用可能な情報に基

づく分析として、NIOT の枠組みで可能な「世界全体か

らの日本製品への需要（＝輸出）により誘発された日本

の付加価値輸出額」について若干の検討を行う。

表６は、生産 16、付加価値、輸入誘発額について、輸

出企業と非輸出企業で投入産出構造が等しいと仮定し、

かつ、従来型の輸入比率一定として計算した場合（ケー

ス①）と、今回試算した部門ごとに個別に設定した場合

（ケース②）との比較を行ったものである。ケース①と

16 ここでの「生産」とは、JSNA における「産出額」を指すものである。JSNA の用法に従えば「産出誘発額」とも表記すべきであるが、

我が国の産業連関分析における一般的な呼称に従い、ここでは生産と表記することとする。

②のいずれも与えられている輸出額は 72,079.7（10 億円）

と同一であるが、輸入比率の相違によって、中間財の輸

入として国外へ漏出する割合が変化し、誘発額にも変化

が生じる。現行の OECD で行われているように、輸入

比率一定で計算した場合（ケース①）、約 72 兆円の輸出

により 151.4 兆円の産出額が誘発され、56.8 兆円の付加

価値が誘発された。他方で、今回作成した表で計算した

場合（ケース②）、産出額の誘発額は 147.8 兆円、付加

価値の誘発額は 55.9 兆円にそれぞれ減少した。今回の

精緻化により付加価値誘発額が約 8 千億円小さくなった

ことが分かる。

続いて、部門ごとの動向をみるために、輸出額の大き

い「電子部品・デバイス」「自動車」の二部門を取り上

げる。このうち、「電子部品・デバイス」については、

輸入係数一定の表（ケース①）と比べ、今回作成した表

（ケース②）では輸出企業の輸入品投入率が高くなり付

加価値誘発額が減少している（表７－１）。当該部門では、

輸出財を生産するにあたって、国内のサプライチェーン

において賄われる割合が小さく、中間財の輸入を通じて

海外へ付加価値が漏出していることを示している。

（図５）　TiVA の概念図
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　（BOX）中国に係るパイロットスタディ

　OECD は、中国について、企業を加工業と非加工業とに区分した形で TiVA 指標を推計したところ、加工業

の高い輸入中間財比率を反映することを通じ、一国全体の国外付加価値の比率が 5 ～ 10％程度高まるとの推

計結果を得ている（図６）。

（図６）中国の輸出に占める国外付加価値

（加工業と非加工業を分割した国際産業連関表での結果と両者を分割しない国際産業連関表での結果の比較）
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出所：OECD ICIO 2017 を用いたOECD科学技術イノベーション局による推計

逆に「自動車」は、輸入比率を個別に作成することに

より、輸出による付加価値誘発額が高まった（表７－２）。

これは、輸入係数一定の表と比べ、今回作成した表では

国産品投入割合が高くなったことを意味する。その背景

には、自動車産業では最終財である完成車を生産する自

動車メーカーを頂点として、国内の下請け企業がその下

に連なる裾野の広いサプライチェーンが存在しており、

先程の「電子部品・デバイス」と比較して、バリューチ

ェーンのうち国内に留まっている部分が比較的長くなっ

ていることがあると推察される。

中国に係るパイロットスタディ（BOX 参照）では、

中間財を輸入し、製品を輸出するという加工貿易の構造

（表６）　輸出による生産、付加価値、輸入誘発額の比較

輸出額
生産

単位：10億円

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

輸出額
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

輸出額
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

97.5 287.7583.5 5,826.8 97.5 492.5 243.6 5,211.9 0.0 91.0 44.1 614.9
140.4 150.5426.2 41.3 280.9 318.0 117.5 8.7 108.3 33.1 32.6
140.4 150.5426.2 41.3 0.0 428.7 151.5 140.2 140.4
208.2 356.5 131.2 109.5 416.5 432.7 151.2 4.4 105.1
208.2 131.2356.5 109.5 0.0 405.6 155.9 113.7 208.2

3,059.5 6,985.2 1,321.9 947.4 6,119.0 9,288.6 1,882.7 1,328.4
3,059.5 6,985.2 1,321.9 947.4 0.0 4,040.8 785.0 972.0 3,059.5 536.92,944.4
3,045.0 2,332.711,266.5 1,074.7 6,090.0 9,681.7 2,252.4 319.1 80.31,584.8 755.5
3,045.0 2,332.711,266.5 1,074.7 0.0 11,846.1 2,372.3 2,116.7 3,045.0
5,454.3 10,302.6 2,144.7 282.7 10,908.5 15,114.1 3,126.5 138.1 144.7
5,454.3 2,144.7 282.710,302.6 0.0 5,922.2 1,243.9 194.4 5,454.3 900.84,380.4 88.3
1,383.5 713.6 34.21,707.9 2,766.9 2,891.7 1,191.0 17.2 17.0
1,383.5 713.6 34.21,707.9 0.0 518.3 219.2 43.6 1,383.5 494.41,189.6
4,376.7 5,596.6 2,055.3 153.1 8,753.3 9,223.4 3,539.6 106.0 47.1
4,376.7 5,596.6 153.12,055.3 0.0 595.71,691.9 381.6 4,376.7 3,904.7 1,459.6
2,484.4 4,308.8 632.21,377.8 4,968.8 5,590.9 1,846.9 290.0 342.1
2,484.4 4,308.8 632.21,377.8 0.0 799.22,586.4 1,205.8 2,484.4 578.71,722.4
4,246.8 5,262.6 1,983.8 379.4 8,493.7 8,733.4 3,315.1 80.5 298.8
4,246.8 5,262.6 379.41,983.8 0.0 1,743.1 682.5 695.6 4,246.8 3,519.5 1,301.3
1,913.2 4,784.2 1,812.3 404.7 3,826.3 4,581.4 1,800.2 91.0 202.7 12.1 313.7
1,913.2 4,784.2 1,812.3 404.7 0.0 4,969.3 1,864.7 621.5 1,913.2

0.0 704.3 343.6 0.0 0.0 681.8 332.6 0.0 0.0 22.5 11.0 0.0
0.0 953.82,843.3 0.0 0.0 926.52,761.6 0.0 0.0 27.381.7 0.0

8,581.7 14,238.2 9,751.7 109.5 8,581.7 13,954.2 9,557.2 244.8 0.0 284.0 194.5
786.1 4,425.6 3,057.9 35.7 786.1 4,203.2 2,902.6 125.2 0.0 222.4 155.3

5,319.2 10,678.8 5,402.4 917.4 5,319.2 10,000.8 5,142.9 1,307.2 0.0 678.0 259.4
0.0 707.31,037.9 0.0 0.0 697.81,023.8 0.0 0.0 14.1 9.6 0.0

4,671.3 14,924.4 8,200.4 319.4 4,671.3 14,649.7 8,026.6 399.3 0.0 274.7 173.9
72,079.7 151,430.2 56,752.6 15,327.1 72,079.7 147,775.9 55,922.6 16,157.1 0.0 829.93,654.3合計

各種誘発係数（誘発額計/輸出額計） 2.101 0.787 0.213 2.050 0.776

①

0.224

②輸入比率一定のケース（OECD) 輸入比率個別作成ケース（今回試算） 差分（①-②）

10100 農林水産鉱業 
10210 食料品 (輸出)
10220 食料品 (非輸出)
10310 繊維 (輸出)
10320 繊維 (非輸出)
10410 化学 (輸出)
10420 化学 (非輸出)
10510 一次金属・金属製品 (輸出)
10520 一次金属・金属製品 (非輸出)
10611 自動車(輸出)
10621 自動車(非輸出)
10612 その他の輸送機械 (輸出)
10622 その他の輸送機械 (非輸出)
10711 一般機械 (輸出)
10721 一般機械(非輸出)
10712 電子部品・デバイス (輸出)
10722 電子部品・デバイス (非輸出)
10713 その他機械 (輸出)
10723 その他機械 (非輸出)
10810 その他製造業 (輸出)
10820 その他製造業 (非輸出)
10900 建設 
11000 電力・ガス・熱供給 
11100 商業 
11200 金融・保険・不動産 
11300 運輸・郵便 
11400 政府・非営利 
11500 その他 

-140.4
-2.5 -1.0 -98.9

-208.2 -76.1 -19.9
-49.1 -24.7 -4.2

-3,059.5 -2,303.4 -560.9 -381.0
-24.6

-3,045.0
-579.6 -39.6 -1,042.1

-5,454.3 -4,811.4 -981.8

-1,383.5 -1,183.8 -477.4
-9.4

-4,376.7 -3,626.8 -1,484.3
-228.5

-2,484.4 -1,282.1 -469.1
-573.6

-4,246.8 -3,470.8 -1,331.3
-316.2

-1,913.2
-185.1 -52.4 -216.8

-135.3
-89.5

-389.8

-79.8
-829.9
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を産業連関表上で明示化することによって、輸出により

誘発された付加価値が、輸入係数が全ての部門で一定で

あるとして計算した時と比べ大きく減るという結果が得

られている。これに対して日本では、代表的な輸出産業

である「自動車」部門において、分割した表の方が付加

価値誘発額が大きくなる結果となり、他の部門よりも国

産品を多く投入している構造的な特質が明らかになった

（表７－２）。そして、一国全体でみた場合でも、輸出に

よる付加価値誘発額が、輸出・非輸出の分割前後で当初

予想していたより減らない（8 千億円程度の減少に止ま

る）との結果になった（表６）。

続いて、輸出企業と非輸出企業とで、付加価値輸出に

どの程度差異が生じるかについて確認する。表８－１と

表８－２は、「電子部品・デバイス」と「自動車」部門

（表７－２）　「自動車」部門の輸出による生産、付加価値、輸入誘発額の比較

単位：10億円

輸出額
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

輸出額
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

輸出額
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

0.0 50.2 25.1 563.5 0 45 58222 0.0 4.8 2.7
0.0 30.8 10.9 4.4 0.0 4.7 2.0 0.9 0.0 26.1 8.9 3.5
0.0 30.8 10.9 4.4 0.0 51.4 18.4 14.3 0.0
0.0 20.7 7.7 13.0 0.0 2.0 0.7 0.7 0.0 18.7 6.9 12.3
0.0 20.7 7.7 13.0 0.0 49.9 19.1 19.9 0.0
0.0 387.7 79.0 90.5 0.0 342.3 58.1 98.3 0.0 45.4 20.9
0.0 387.7 79.0 90.5 0.0 493.7 109.5 99.1 0.0
0.0 1,494.8 302.2 204.7 0.0 618.8 124.9 54.2 0.0 876.0 177.3 150.5
0.0 302.21,494.8 204.7 0.0 2,492.1 478.4 379.4 0.0

5,454.3 10,091.2 270.42,100.7 10,908.5 14,934.4 133.33,089.3 137.1
5,454.3 10,091.2 2,100.7 270.4 0.0 5,669.2 187.61,190.7 5,454.3 909.94,422.0 82.8

0.0 5.5 2.3 1.2 0.0 3.7 1.5 0.2 0.0 1.8 0.8 1.0
0.0 5.5 2.3 1.2 0.0 9.8 4.3 0.5 0.0 0.7
0.0 105.2 38.6 13.2 0.0 52.3 20.1 2.0 0.0 52.9 18.6 11.2
0.0 105.2 38.6 13.2 0.0 188.1 66.2 7.2 0.0 6.0
0.0 121.2 38.7 42.0 0.0 56.9 18.8 8.9 0.0 64.3 20.0 33.1
0.0 121.2 38.7 42.0 0.0 236.5 73.1 36.8 0.0 5.2
0.0 343.3 132.5 116.5 0.0 89.8 34.1 23.2 0.0 253.6 98.4 93.4
0.0 343.3 132.5 116.5 0.0 643.5 259.6 193.9 0.0
0.0 658.1 246.7 104.9 0.0 210.5 78.2 21.3 0.0 447.6 168.5 83.6
0.0 658.1 246.7 104.9 0.0 1,230.8 457.2 125.7 0.0
0.0 86.6 42.2 0.0 0.0 91.1 44.4 0.0 0.0 0.0
0.0 456.5 144.3 0.0 0.0 477.6 151.1 0.0 0.0 0.0
0.0 1,183.9 810.2 23.3 0.0 1,231.4 842.6 20.4 0.0 2.9
0.0 394.6 271.4 4.3 0.0 405.1 278.9 14.5 0.0
0.0 699.4 441.0 51.8 0.0 755.2 468.2 36.6 0.0 15.2
0.0 46.7 36.8 0.0 0.0 48.2 37.9 0.0 0.0 0.0
0.0 1,474.2 811.1 43.3 0.0 1,542.8 844.8 53.7 0.0

10,908.5 30,908.7 8,500.6 2,408.0 10,908.5 31,977.0 8,794.5 2,114.1 0.0 293.9合計
各種誘発係数（誘発額計/輸出額計） 2.833 0.779 0.221 2.931 0.806

①

0.194

②輸入比率個別作成ケース（今回試算）輸入比率一定のケース（OECD) 差分（①-②）

10100 農林水産鉱業 
10210 食料品 (輸出)
10220 食料品 (非輸出)
10310 繊維 (輸出)
10320 繊維 (非輸出)
10410 化学 (輸出)
10420 化学 (非輸出)
10510 一次金属・金属製品 (輸出)
10520 一次金属・金属製品 (非輸出)
10611 自動車(輸出)
10621 自動車(非輸出)
10612 その他の輸送機械 (輸出)
10622 その他の輸送機械 (非輸出)
10711 一般機械 (輸出)
10721 一般機械(非輸出)
10712 電子部品・デバイス (輸出)
10722 電子部品・デバイス (非輸出)
10713 その他機械 (輸出)
10723 その他機械 (非輸出)
10810 その他製造業 (輸出)
10820 その他製造業 (非輸出)
10900 建設 
11000 電力・ガス・熱供給 
11100 商業 
11200 金融・保険・不動産 
11300 運輸・郵便 
11400 政府・非営利 
11500 その他 

-18.1

-20.7 -7.5 -9.9

-29.2 -11.4 -6.9
-7.8

-106.1 -30.4 -8.6

-997.3 -176.2 -174.7
-5,454.3 -4,843.2 -988.7

-4.3 -2.0

-83.0 -27.6

-115.4 -34.3

-300.2 -127.1 -77.4

-572.7 -210.5 -20.8
-4.5 -2.2

-21.2 -6.8
-47.4 -32.5
-10.5 -7.5 -10.1
-55.8 -27.3
-1.5 -1.1

-68.5 -33.8 -10.4
-1,068.3 -293.9

（表７－１）　「電子部品・デバイス」部門の輸出による生産、付加価値、輸入誘発額の比較

輸出額
生産

誘発額

単位：10億円

付加価値
誘発額

輸入
誘発額

輸出額
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

輸出額
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

0 26 12 0252 24 11 220 0.0 2.4 0.9 32.5
0.0 16.9 6.0 2.4 0.0 2.3 1.0 0.5 0.0 14.6 5.0 2.0
0.0 16.9 6.0 2.4 0.0 25.9 9.3 7.2 0.0
0.0 9.6 3.6 8.4 0.0 1.3 0.5 0.2 0.0 8.2 3.1 8.3
0.0 9.6 3.6 8.4 0.0 32.1 12.5 4.4 0.0 4.1
0.0 177.3 32.4 42.6 0.0 147.6 23.9 44.2 0.0 29.7 8.5
0.0 177.3 32.4 42.6 0.0 204.6 40.6 38.5 0.0 4.0
0.0 324.5 76.9 83.9 0.0 77.3 17.2 19.0 0.0 247.2 59.7 64.9
0.0 324.5 76.9 83.9 0.0 486.2 117.9 174.6 0.0
0.0 20.5 4.3 1.2 0.0 16.9 3.5 0.5 0.0 3.6 0.8 0.7
0.0 20.5 4.3 1.2 0.0 23.8 5.0 0.7 0.0 0.5
0.0 2.6 1.1 0.6 0.0 1.5 0.6 0.1 0.0 1.0 0.5 0.5
0.0 2.6 1.1 0.6 0.0 3.8 1.7 0.2 0.0 0.4
0.0 31.0 11.4 3.9 0.0 13.9 5.3 0.7 0.0 17.1 6.1 3.2
0.0 31.0 11.4 3.9 0.0 49.9 17.6 2.6 0.0 1.3

2,484.4 3,251.8 1,039.8 265.9 4,968.8 5,212.6 136.11,722.0 129.8
2,484.4 3,251.8 1,039.8 265.9 0.0 1,013.7 313.2 565.7 2,484.4 2,238.2 726.6

0.0 70.9 25.7 34.5 0.0 8.8 3.2 4.0 0.0 62.0 22.5 30.5
0.0 70.9 25.7 34.5 0.0 121.7 42.6 64.0 0.0
0.0 294.0 117.1 35.4 0.0 72.0 28.3 5.7 0.0 222.1 88.8 29.6
0.0 294.0 117.1 35.4 0.0 507.7 199.4 44.1 0.0
0.0 58.9 28.7 0.0 0.0 55.9 27.3 0.0 0.0 3.0 1.5 0.0
0.0 282.7 90.4 0.0 0.0 268.8 86.0 0.0 0.0 13.9 4.4 0.0
0.0 375.9 257.1 7.2 0.0 358.8 245.4 5.8 0.0 17.1 11.7 1.4
0.0 167.8 115.9 1.8 0.0 155.9 107.8 6.0 0.0 11.8 8.1
0.0 270.5 169.2 15.7 0.0 258.0 161.1 15.4 0.0 12.5 8.1 0.2
0.0 10.7 7.7 0.0 0.0 9.8 7.0 0.0 0.0 0.9 0.7 0.0
0.0 725.0 396.8 19.9 0.0 681.5 372.9 25.1 0.0 43.4 23.9

4,968.8 10,315.6 3,714.2 1,254.6 4,968.8 9,836.1 3,583.6 1,385.2 0.0 479.5 130.6
2.0761

合計
各種誘発係数（誘発額計/輸出額計） 0.7475 0.2525 1.9796 0.7212

①

0.2788

②輸入比率個別作成ケース（今回試算）輸入比率一定のケース（OECD) 差分（①-②）

10100 農林水産鉱業 
10210 食料品 (輸出)
10220 食料品 (非輸出)
10310 繊維 (輸出)
10320 繊維 (非輸出)
10410 化学 (輸出)
10420 化学 (非輸出)
10510 一次金属・金属製品 (輸出)
10520 一次金属・金属製品 (非輸出)
10611 自動車(輸出)
10621 自動車(非輸出)
10612 その他の輸送機械 (輸出)
10622 その他の輸送機械 (非輸出)
10711 一般機械 (輸出)
10721 一般機械(非輸出)
10712 電子部品・デバイス (輸出)
10722 電子部品・デバイス (非輸出)
10713 その他機械 (輸出)
10723 その他機械 (非輸出)
10810 その他製造業 (輸出)
10820 その他製造業 (非輸出)
10900 建設 
11000 電力・ガス・熱供給 
11100 商業 
11200 金融・保険・不動産 
11300 運輸・郵便 
11400 政府・非営利 
11500 その他 

-8.9 -3.3 -4.7

-22.6 -8.9
-1.6

-27.3 -8.3

-161.8 -41.0 -90.7

-3.3 -0.7

-1.3 -0.6

-18.9 -6.2
-2,484.4 -1,960.8 -682.1

-299.8

-50.8 -16.9 -29.5

-213.7 -82.3 -8.7

-4.2

-5.1
-130.6



－ 121 －

付加価値貿易指標改善を目的とする拡張産業連関表の整備――OECD との協働に向けて――

を対象として、輸出企業と非輸出企業に対して、それぞ

れ一単位の最終需要を与えた場合に、産出、付加価値、

輸入がどれほど誘発されるか計算したものである 17。「電

17 これは産業連関分析において「誘発係数」と呼ばれるものと同じである。

子部品・デバイス」と「自動車」のいずれにおいても、

非輸出企業の方が輸出企業よりも付加価値誘発が大きい

結果となった。これは非輸出企業の方が中間財の輸入比

（表８－１）　輸出企業と非輸出企業による付加価値輸出の比較（電子部品・デバイス）

最終需要
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

最終需要
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

最終需要
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

0.0000 0.0048 0.0022 0.0442 0.0000 0.0057 0.0026 0.0567 0.0000

0.0000 0.0005 0.0002 0.0001 0.0000 0.0006 0.0002 0.0001 0.0000

0.0000 0.0052 0.0019 0.0014 0.0000 0.0061 0.0022 0.0016 0.0000

0.0000 0.0003 0.0001 0.0000 0.0000 0.0003 0.0001 0.0000 0.0000

0.0000 0.0065 0.0025 0.0009 0.0000 0.0075 0.0029 0.0009 0.0000

0.0000 0.0297 0.0048 0.0089 0.0000 0.0361 0.0059 0.0097 0.0000

0.0000 0.0412 0.0082 0.0078 0.0000 0.0503 0.0100 0.0075 0.0000 0.0002

0.0000 0.0155 0.0035 0.0038 0.0000 0.0203 0.0044 0.0031 0.0000 0.0008

0.0000 0.0979 0.0237 0.0351 0.0000 0.1337 0.0313 0.0270 0.0000 0.0082

0.0000 0.0034 0.0007 0.0001 0.0000 0.0040 0.0008 0.0001 0.0000

0.0000 0.0048 0.0010 0.0001 0.0000 0.0056 0.0012 0.0002 0.0000

0.0000 0.0003 0.0001 0.0000 0.0000 0.0004 0.0002 0.0000 0.0000

0.0000 0.0008 0.0003 0.0000 0.0000 0.0010 0.0004 0.0001 0.0000

0.0000 0.0028 0.0011 0.0001 0.0000 0.0032 0.0012 0.0002 0.0000

0.0000 0.0100 0.0035 0.0005 0.0000 0.0115 0.0041 0.0006 0.0000

1.0000 1.0491 0.3466 0.0274 0.0000 0.0739 0.0244 0.0128 1.0000 0.9752 0.3222 0.0146

0.0000 0.2040 0.0630 0.1139 1.0000 1.3070 0.4039 0.0531 0.0607

0.0000 0.0018 0.0006 0.0008 0.0000 0.0022 0.0008 0.0007 0.0000 0.0001

0.0000 0.0245 0.0086 0.0129 0.0000 0.0341 0.0120 0.0088 0.0000 0.0041

0.0000 0.0145 0.0057 0.0012 0.0000 0.0171 0.0067 0.0009 0.0000 0.0002

0.0000 0.1022 0.0401 0.0089 0.0000 0.1207 0.0474 0.0072 0.0000 0.0017

0.0000 0.0113 0.0055 0.0000 0.0000 0.0130 0.0064 0.0000 0.0000 0.0000

0.0000 0.0541 0.0173 0.0000 0.0000 0.0624 0.0200 0.0000 0.0000 0.0000

0.0000 0.0722 0.0494 0.0012 0.0000 0.0840 0.0575 0.0014 0.0000

0.0000 0.0314 0.0217 0.0012 0.0000 0.0370 0.0256 0.00000.0011 0.0001

0.0000 0.0519 0.0324 0.0031 0.0000 0.0609 0.0378 0.0026 0.0000 0.0005

0.0000 0.0020 0.0014 0.0000 0.0000 0.0024 0.0017 0.0000 0.0000 0.0000

0.0000 0.1372 0.0751 0.0050 0.0000 0.1605 0.0879 0.0041 0.0000 0.0009

1.0000 1.9796 0.7212 0.2788 1.0000 2.2615 0.7995 0.2005 0.0000 0.0782

1.9796 0.7212 0.2788 2.2615

①

0.7995 0.2005

②電子部品・デバイス（輸出） 差額（①－②）電子部品・デバイス（非輸出）

　　合計

各種誘発係数（誘発額計/輸出額計）

10100 農林水産鉱業 

10210 食料品 (輸出)

10220 食料品 (非輸出)

10310 繊維 (輸出)

10320 繊維 (非輸出)

10410 化学 (輸出)

10420 化学 (非輸出)

10510 一次金属・金属製品 (輸出)

10520 一次金属・金属製品 (非輸出)

10611 自動車(輸出)

10621 自動車(非輸出)

10612 その他の輸送機械 (輸出)

10622 その他の輸送機械 (非輸出)

10711 一般機械 (輸出)

10721 一般機械(非輸出)

10712 電子部品・デバイス (輸出)

10722 電子部品・デバイス (非輸出)

10713 その他機械 (輸出)

10723 その他機械 (非輸出)

10810 その他製造業 (輸出)

10820 その他製造業 (非輸出)

10900 建設 

11000 電力・ガス・熱供給 

11100 商業 

11200 金融・保険・不動産 

11300 運輸・郵便 

11400 政府・非営利 

11500 その他 

-0.0009 -0.0004 -0.0124

-0.0001 -0.0000 -0.0000

-0.0009 -0.0003 -0.0002

-0.0000 -0.0000 -0.0000

-0.0011 -0.0004 -0.0000

-0.0064 -0.0011 -0.0008

-0.0091 -0.0018

-0.0047 -0.0010

-0.0359 -0.0076

-0.0006 -0.0001 -0.0000

-0.0008 -0.0002 -0.0000

-0.0001 -0.0000 -0.0000

-0.0002 -0.0001 -0.0000

-0.0004 -0.0002 -0.0000

-0.0015 -0.0005 -0.0001

-1.0000 -1.1030 -0.3408

-0.0005 -0.0002

-0.0097 -0.0034

-0.0026 -0.0010

-0.0185 -0.0073

-0.0018 -0.0009

-0.0083 -0.0027

-0.0118 -0.0081 -0.0002

-0.0056 -0.0039

-0.0090 -0.0054

-0.0004 -0.0003

-0.0233 -0.0128

-0.2819 -0.0782

（表８－２）　輸出企業と非輸出企業による付加価値輸出の比較（自動車）

最終需要
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

最終需要
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

最終需要
生産

誘発額
付加価値
誘発額

輸入
誘発額

0.0000 0.0042 0.0021 0.0533 0.0000 0.0043 0.0021 0.0561 0.0000

0.0000 0.0004 0.0002 0.0001 0.0000 0.0004 0.0002 0.0001 0.0000

0.0000 0.0047 0.0017 0.0013 0.0000 0.0048 0.0017 0.0013 0.0000

0.0000 0.0002 0.0001 0.0001 0.0000 0.0002 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000

0.0000 0.0046 0.0017 0.0018 0.0000 0.0051 0.0019 0.0016 0.0000 0.0003

0.0000 0.0314 0.0053 0.0090 0.0000 0.0329 0.0056 0.0090 0.0000 0.0000

0.0000 0.0453 0.0100 0.0091 0.0000 0.0478 0.0106 0.0086 0.0000 0.0005

0.0000 0.0567 0.0115 0.0050 0.0000 0.0586 0.0118 0.0047 0.0000 0.0003

0.0000 0.2285 0.0439 0.0348 0.0000 0.2397 0.0461 0.0310 0.0000 0.0038

1.0000 1.3691 0.2832 0.0122 0.0000 0.3772 0.0780 0.0087 1.0000 0.9919 0.2052 0.0035

0.0000 0.5197 0.1092 0.0172 1.0000 1.5311 0.3216 0.0123 0.0049

0.0000 0.0003 0.0001 0.0000 0.0000 0.0003 0.0001 0.0000 0.0000

0.0000 0.0009 0.0004 0.0000 0.0000 0.0009 0.0004 0.0000 0.0000

0.0000 0.0048 0.0018 0.0002 0.0000 0.0049 0.0019 0.0002 0.0000 0.0000

0.0000 0.0172 0.0061 0.0007 0.0000 0.0176 0.0062 0.0006 0.0000 0.0000

0.0000 0.0052 0.0017 0.0008 0.0000 0.0056 0.0018 0.0009 0.0000

0.0000 0.0217 0.0067 0.0034 0.0000 0.0231 0.0071 0.00000.0036

0.0000 0.0082 0.0031 0.0021 0.0000 0.0089 0.0034 0.0016 0.0000 0.0005

0.0000 0.0590 0.0238 0.00000.0178 0.0644 0.0256 0.0136 0.0000 0.0042

0.0000 0.0193 0.0072 0.0020 0.0000 0.0200 0.0074 0.0016 0.0000 0.0003

0.0000 0.1128 0.0419 0.0115 0.0000 0.1169 0.0434 0.0097 0.0000 0.0018

0.0000 0.0084 0.0041 0.0000 0.0000 0.0085 0.0042 0.0000 0.0000 0.0000

0.0000 0.0438 0.0138 0.0000 0.0000 0.0448 0.0142 0.0000 0.0000 0.0000

0.0000 0.1129 0.0772 0.0019 0.0000 0.1153 0.0789 0.0019 0.0000

0.0000 0.0371 0.0256 0.00000.0013 0.0381 0.0262 0.0012 0.0000 0.0001

0.0000 0.0692 0.0429 0.0034 0.0000 0.0692 0.0430 0.0033 0.0000 0.0000 0.0000

0.0000 0.0044 0.0035 0.0000 0.0000 0.0045 0.0035 0.0000 0.0000 0.0000

0.0000 0.1414 0.0774 0.0049 0.0000 0.1372 0.0766 0.0044 0.0000 0.0042 0.0008 0.0006

1.0000 2.9314 0.8062 0.1938 1.0000 2.9824 0.8239 0.1761 0.0000 0.0177

2.9314 0.8062 0.1938 0.82392.9824

①

0.1761

②自動車（輸出） 自動車（非輸出） 差額（①－②）

　　合計

各種誘発係数（誘発額計/輸出額計）

10100 農林水産鉱業 

10210 食料品 (輸出)

10220 食料品 (非輸出)

10310 繊維 (輸出)

10320 繊維 (非輸出)

10410 化学 (輸出)

10420 化学 (非輸出)

10510 一次金属・金属製品 (輸出)

10520 一次金属・金属製品 (非輸出)

10611 自動車(輸出)

10621 自動車(非輸出)

10612 その他の輸送機械 (輸出)

10622 その他の輸送機械 (非輸出)

10711 一般機械 (輸出)

10721 一般機械(非輸出)

10712 電子部品・デバイス (輸出)

10722 電子部品・デバイス (非輸出)

10713 その他機械 (輸出)

10723 その他機械 (非輸出)

10810 その他製造業 (輸出)

10820 その他製造業 (非輸出)

10900 建設 

11000 電力・ガス・熱供給 

11100 商業 

11200 金融・保険・不動産 

11300 運輸・郵便 

11400 政府・非営利 

11500 その他 

-0.0001 -0.0001 -0.0028

-0.0000 -0.0000 -0.0000

-0.0001 -0.0000 -0.0000

-0.0000 -0.0000

-0.0005 -0.0002

-0.0015 -0.0003

-0.0026 -0.0006

-0.0019 -0.0004

-0.0113 -0.0023

-1.0000 -1.0114 -0.2124

-0.0000 -0.0000 -0.0000

-0.0000 -0.0000 -0.0000

-0.0001 -0.0000

-0.0003 -0.0001

-0.0003 -0.0001 -0.0001

-0.0014 -0.0004 -0.0003

-0.0007 -0.0002

-0.0055 -0.0018

-0.0007 -0.0003

-0.0040 -0.0015

-0.0002 -0.0001

-0.0010 -0.0003

-0.0024 -0.0017 -0.0000

-0.0010 -0.0007

-0.0001

-0.0001 -0.0001

-0.0511 -0.0177
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率が高いことを背景としている。ただ、部門ごとにみる

と、「自動車（輸出）」の付加価値誘発は「電子・デバイ

ス（非輸出）」よりも大きくなっており、自動車産業に

おける輸出企業は他部門と比べてなお国内調達の比率が

高い等、部門ごとの性質に応じたバラつきがあることが

分かる。

４ まとめ

今回の付加価値貿易分析においては、利用可能な情報

が一国経済を対象とした NIOT に留まるものであったた

め、３．（２）の冒頭で述べたように、「世界全体からの

需要（＝輸出）により誘発された日本の付加価値輸出額」

を測定するに留まっている。今後、今回加工した表を、

別途提供する購入者価格・基本価格ベースの U 表およ

び輸入表と併せて OECD 表に組み入れることで、付加

価値貿易を輸出・輸入別かつ相手国別に算出することが

可能となる。また、中間財輸入によって海外に漏出した

付加価値は、その中間財を生産するために日本から中間

財を輸入することにより、再び日本に戻ってくることも

あり得るが、NIOT の枠組みではこれを考慮に入れるこ

とができない。しかし、国際産業連関表の形にすること

によって、それらも含めた付加価値輸出（ないし輸入）

額を測定することが可能となる。

このように、完成した OECD の国際産業連関表を用

いることで、今回の NIOT を使用した分析よりも、より

詳細・精緻な付加価値貿易の測定・分析が可能となるこ

とが期待される。今回の統計整備・作表や、我が国のグ

ローバルバリューチェーンに関する分析は、今後 OECD

が分析を行う際の発射台ともいうべきものであるといえ

よう。

ただ、冒頭に述べたように、今回の統計整備・作表は

それ自体でも十分意義があると考えられる。特に、基本

価格の SNA 産業連関表の試作については、今回、国際

比較可能性確保という OECD の目的に基づいて行った

ものであるが、我が国の公的統計整備に関する基本計画

の中でも、その必要性が示唆されているところであり、

今後の検討に向けた叩き台にもなると考えられる。今後、

さらなる改善が加えられることを期待したい。
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